
［総務課関係］  

－1一   



－2－   

J  

▼▼・Wj艮  



別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱一部改正 新旧対照表（案）  

改 正 後  現  行   

別紙  別紙   

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱  次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱   

（通則）1～（交付の対象）3  （通則）1～（交付の対象）3   
（略）  （略）   

（定  義）  （定  義）   

4 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、  4 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、   
中分類及び小分類の施設をいう。  中分類及び小分類の施設をいう。  

区  分   大  分  類  中  分  類   ′ト  分   類  区  分   大  分  類  中  分  類   小  分  類  

（1）児童福祉法（昭  助産施設  第一種助産施設  （1）児童福祉法（昭  助産施設  第一種助産施設  
和22年法律第16  第二種助産施設  和22年法律第16  第二種助産施設  
4号）第7条に基づ  乳児院  4号）第7条に基づ  乳児院  
く児童福祉施設、同  母子生活支援施設  く児童福祉施設、同  母子生活支援施設  
法第12条の4に基  児童養護施設  法第12条の4に基  保育所（平成20  
づく児童を一時保護  情緒障害児短期治  づく児童を一時保護  年度から繰越を行  
する一時保護施設、  療施設  する一時保護施設、  った事業に限る。）  

同法第35条第5項  児童自立支援施設  同法第35粂第5項  児童養護施設  

に基づく職員養成施  児童家庭支援セン  に基づく職員養成施  情緒障害児短期治  
設、同法第6粂の2  ター  設、同法第6粂の2  療施設  
第1項に基づく児童  第1項に基づく児童  児童自立支援施設  

自立生活援助事業を  自立生活援助事業を  児童家庭支援セン  
行う事業所、同条第  行う事業所、同条第  ター   
8項に基づく小規模  8項に基づく′ト規模  

住居型児童養育事業  住居型児童養育事業  

を行う事業所及び平  を行う事業所」＿里盛  

成17年8月23日  11年1月7日児発  
雇児発第0823001号  第14号厚生省児童  

厚生労働省雇用均等  家庭局長通知「子育  

・児童家庭局長通知  て支援のための拠点  

「母子保健医療対策  施設の設置につい  

等総合支援事業の実  て」に基づく子育て  
施について」に基づ  支援のための拠点施  
く妊産婦ケアセンタ   畳及び平成17年8  

月23日雇児発第  
0823001号厚生労働  

省雇用均等・児童家   

（
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5 （略）   

（事業の種類）  

6 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。  

（1）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業  

5 （略）   

（事業の種類）  

6 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。  

（1）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業  

①施設の種類   ②設置根拠等   （訂設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施   都道府県又は指定   

設等  都市、中核市若し   

ア児童福祉施設  児童福祉法第35粂第2項又は            くは市町村  

（保育所を除く。）   第3項   

イ児童相談所一時保護施  児童福祉法第12粂の4  都道府県又は指定  
設  都市、中核市若し  

くは市  

ウ職員養成施設  児童福祉法第35条第5項  
都市、中核市若し  
くは市町村  

児童福祉法第6条の写第1項  都道府県又は指定   

所  都市、中核市若し  

くは市町村  

児童福祉法第6条の2第8項  都道府県又は指定   

事業所  都市、中核市若し  
くは市町村  

平成11年1月7日児発第14  

点施設（平成20年度  号厚生省児童家庭局長通知「子  市、若しくは市町   

から繰越を行った事業  育て支援のための拠点施設の設  壁  
j工区旦⊥L   置について」   

都道府県      宣妊産婦ケアセンター  平成17年8月23日雇児発第   

①施設の種類   ②設置根拠等   ③設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施   都道痢：県又は指定   

設等  都市、中核市若し   
ア児童福祉施設  児童福祉法第35条第2項又は  

第3項  

児童福祉法第12条の4  都道府県又は指定   
設  都市、中核市若し  

くは市  

ウ職員養成施設  児童福祉法第35条第5項  

都市、中核市若し  
くは市町村  

児童福祉法第6条の2第1項  
所  都市、中核市若し  

くは市町村  

児童福祉法第6条の2第8項  

事業所  都 
くは市町村  

（削除）  

平成17年8月23日雇児発第  
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（2）～（3） （略）  
（4）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」   

という。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中   

核市若しくは市町村が行う補助事業。  

（2）～（3） （略）  
（4）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」   

という。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中   

核市若しくは市町村が行う補助事業。  

①施設の種類   ②設置根拠等   （勤設置主体   

（l）児童福祉法に基づく施  
設等  

ア児童福祉施設（保育所  児童福祉法第35条第4項  社会福祉法人、豊   

については、平成20  校法人（認定こど   

年度から繰越を行った  も園である幼保連   

事業に限る。）  携施設を構成する  

幼稚園及び保育所  

児童福祉法第6条の2第1項  の設置者が同一の   

所  学校法人である場  

合において当該保  

児童福祉法第6条の2第8項  育所の施設整備を   

事業所  行う場合に限る。）、  

日本赤十字社、公  

平成17年8月23日雇児発第  

0823001号厚生労働省雇用均等・  財団法人、特例社  

児童家庭局長通知「母子保健医  団法人又は特例財  

療対策等総合支援事業の実施に  

ついて」   

（2）～（4）（略）   

①施設の種類   ②設置根拠等   ③設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施  
設等  

ア児童福祉施設  児童福祉法第35粂第4項  社会福祉法人、日  

本赤十字社、公益  

社団法人、公益財  

団法人、特例社団  

法人又は特例財団  

イ児童自立生活援助事業  法人   

所  

ウ小規模住居型児童養育  

事業所  

エ妊産婦ケアセンター  平成17年8月23日雇児発第  

0823001号厚生労働省雇用均等・  

児童家庭局長通知「母子保健医  

療対策等総合支援事業の実施に  

ついて」  

（2）～（4）（略）   

（交付金の対象除外）7～（交付の算定方法）8  

（略）  

（交付金の対象除外）7～（交付の算定方法）8  

（略）  

（国の財政上の特別措置）  

9 次の表の第1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める対象施設の種類に掲げられて   
（国の財政上の特別措置）  

9■ 次の表の第1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める対象施設の種類に掲げられて  



いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、第1欄の区分に基づいた別  

表2「交付基礎点数表」に基づき、交付基礎額を算出するものとする。   

ただし、対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2粂第  

2項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、別表2「交付基礎点  

数表」中A地域基準点数を適用し、その定める方法により算出された点数に対して、  

0．08を乗じて得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。  

いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、第1欄の区分に基づいた別  

表2「交付基礎点数表」に基づき、交付基礎額を算出するものとする。   

ただし、対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2粂第  

2項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、別表2「交付基礎点  

数表」中A地域基準点数を適用し、その定める方法により算出された点数に対して、  

0，08を乗じて得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。  

1  区  分   2 対象施設の種類   

① 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）   助 産 施 設   

第4条第1項に規定する沖縄振興計画に基づく事業  乳  児  院   

として行う場合   母子生活支援施設   

② 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別  児 童 福 祉施 設   

措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2   

条第3項に規定する公害防止対策事業として行う場   

A  ⊂】   

③ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備  乳  児  院   

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭  情緒医書児短期治漂鳥設   

和55年法律第63号）第2条第1項に規定する地   

震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業   

のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造   

施設の改築として行う場合）   

④ 地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111   乳  児  院  

号）第2粂第1項に規定する地震防災緊急事業五箇  樟緒障害児短期治療施設   

年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表   

第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として   

行う場合）   

（削除）  

（削除）  

1  区  分   2 対象施設の種類   

① 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）   助 産 施 設   

第4粂第1項に規定する沖縄振興計画に基づく事業  乳  児  院   

として行う場合   母子生活支援施設  

保育所  

（保育所については、  

平成20年度から  

繰越を行った事業  

遇⊥L   

② 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別  児 童 福 祉施 設   

措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2   （保育所については、   

条第3項に規定する公害防止対策事業として行う場  平成20年度から   

円   繰越を行った事業  

泣選 

（∋ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備  乳  児  院   

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭  情緒庫書児短期治療施設   

和55年法律第63号）第2粂第1項に規定する地   

震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業   

のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造   

施設の改築として行う場合）   

④ 地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111  乳  児  院   

号）第2条第1項に規定する地震防災緊急事業五箇  情緒障害児短期治療施設   

年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表   

第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として   

行う場合）   

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第  保  育  所  

15号）第6条第1項に規定する過疎地域自立促進   （平成20年度から  

市町村計画に基づく事業として行う場合  繰越を行った事業  

に限るn）   

⑥ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第8粂第  保  育  所  

1項の規定に基づく山村振興計画に基づく事業とし  （平成20年度から  
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別表1－1  別表1－1  
算  定  基  準  算  定  基  準  

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備  創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備  

1 区 分  2 種 目  3   基  準  4  対 象 経 費  1 区 分  2 種 目  3  基  準  4  対 象 経 費  

施設整備  本体工事費  ア 定員l人当たり交付基礎点数  施設の整備（施設の整備と  施設整備   本体」二事費  ア 定員1人当たり交付基礎点数  施設の整備（施設の整備と  

を適川する場合   ー‥体的に整備されるものであ  を適用する場合   一体的に整備されるものであ  

（ア）別表2に掲げる定員l人当  って、地方厚生（支）局長が  （ア）別表2に掲げる定員1人当  って、地方厚生（支）局長が  

たり交付基礎点数に定員を乗  必要と認めた整備を含む。）  たり交付基礎点数に定員を乗  必要と認めた整備を含む。）  

じて得たものを基準とする。  に必要な工事費又は工事請負  じて得たものを基準とする。  に必要な工事費又は工事請負  

（イ）沖純振興特別措置法（平成  費（7 に定める費用を除  （イ）沖純振興特別措置法（平成  費（7 に定める費用を除  

14年法律第14号）第4粂  く。）及び工事事務費（工事  14年法律第14号）第4条  く。）及び工事事務費（工事  

に規定する沖純振興計画（以  施工のため直接必要な事務に  に規定する沖縄振興計画（以  施工のため直接必要な事務に  

F「沖純振興計画」と い  要する費用であって、旅費、  下 r沖純振興計画」と†、  要する費用であって、旅費、  

う。）に基づく事業として行  消耗品費、通信運搬費、印刷  う。）に基づく事業として行  消耗品費、通信運搬費、印刷  

う場合には別衣2に掲げる定  製本費及び設計監督料等をい  う場合には別表2に掲げる定  製本費及び設計監督料等をい  

貝l人当たり交付基礎点数に  い、その額は、‾「事費又は工  員1人当たり交付基礎点数に  い、その額は、工事費又は工  

定員を乗じて得たものを基準  粥請負費の2．6％に相当す  定員を乗じて得たものを基準  事請負費の2，6％に相当す  

とする。   る額を限度額とする。以下同  とする。   る額を限度額とする。以下同  

（ウ）公害の防止に関する事業に  じ。）並びに既存建物の買収  （ウ）公害の防止に関する事業に  じ。）並びに既存建物の買収  

係る国の財政上の特別措置に  のために必要な公有財産購入  係る国の財政上の特別措置に  のために必要な公有財産購入  

関する法律（昭和46年法律  費（PFl事業に限る。）。  関する法律（昭和46年法律  費（PFI事業に限る。）。  

第70号）第2条に規定する  ただし、別の補助金等又は  第70号）第2条に規定する  ただし、別の補助金等又は  

公害防止対策事業（以下「公  この種目とは別の種目におい  公害防止対策事業（以下「公  この種目とは別の種目におい  

害防止対策事業」という。）  て別途交付対象とする費用を  害防止対策事業」という。）  て別途交付対象とする費用を  

として行う場合には別表2に  除き（以下同じ。）、工事費  として行う場合には別表2に  除き（以下同じ。）、工事費  

掲げる定員1人当たり交付基  又は工事請負費には、これと  掲げる定員1人当たり交付基  又は工事請負費には、これと  

礎点数に定員を乗じて得たも  同等と認められる委託費、分  礎点数に定員を乗じて得たも  同等と認められる委託費、分  

のを基準とする。   担金及び適当と認められる購  のを基準とする。   担金及び適当と認められる購  

（エ）地腐防災対策畑化地域にお  入 費等 を 含む（以 下 同  （エ）地震防災対策強化地域にお  入費等 を含む（以下同  

ける地嘉対策緊急彗Ⅷ欄諸に  ける地震対策緊急整備事業に  

係る国の財政llの特別構常に  係る国の財政上の特別措置に  

関する法律（昭和55年法律  関する法律（昭和55年法律  

第63号）第2条に規定する  第63号）第2条に規定する  

地震対策緊急整備事業計画  地震対策緊急整備事業計画  

（以下「地震対策緊急整備事  （以下「地廣対策緊急整備事  

業計画」という。）に基づい  業計画」という。）に基づい  

て実施される事業のうち、同  て実施される事業のうち、同  

法別表第1に掲げる児壷福祉  法別表第1に掲げる児童福祉  

施設（木造施設の改築として  施設（木造施設の改築として  

行う拗合）として行う場合に  行う場合）として行う場合に  

は別表2に掲げる定員1人当   は別表2に掲げる定員1人当   

▲■     せl  ′ －         」Lp   



たり交付基礎点数に定員を乗  

じて待たものを基準とする。  

（オ）地震防災対策特別措置法  

（平成7年法律第111号）  

第2条に規定する地震防災緊  

急事業五箇年計画（以下、  

「地廃防災緊急事業五箇年計  

画」という。）に基づいて実  

施される事業のうち、同法別  

表第1に掲げる児童福祉施設  

（木造施設の改築と して行う  

場合）として行う場合には別  

表2に掲げる定員1人当たり  

交付基礎点数に定員を乗じて  

得たものを基準とする。  

イ 1施設当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1施設当た  

り交付基礎点数を基準とす  

る。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1施設当たり交付基礎  

点数を基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（エ）地靂対策緊急整備車業計画  

に基づいて実施される事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築として行う場合）として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（オ）地麗防災緊急事某五箇年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

る児童福祉施設（木造施設の  

改築として行う場合）として  

行う虜合には別表2に掲げる  

1施設当たり交付基礎点数を  

基準とする。   

たり交付基礎点数に定員を乗  

じて得たものを基準とする。  

（オ）地震防災対策特別措置法  

（平成7年法律第111号）  

第2粂に規定する地窟防災緊  

急彗i業五箇年計画（以下、  

「地扁防災緊急事業五箇年計  

画」という。）に基づいて実  

施される事業のうち、同法別  

表第1に掲げる児童福祉施設  

（木造施設の改築として行う  

場合）として行う場合には別  

衣2に掲げる定員1人当たり  

交付基礎点数に定員を乗じて  

得たものを基準とする。  

イ 1施設当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別衣2に掲げる1施設当た  

り交付基礎点数を基準とす  

る。  

（イ）沖縄振興計画に基づく＊業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1施設当たり交付基礎  

点数を基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（エ）地廉対策緊急整備事業計画  

に基づいて実施される事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築と して行う場合）として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（オ）地膚防災緊急事業五由年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

る児童福祉施設（木造施設の  

改築と して行う場合）として  

行う脇合には別表2に掲げる  

1施設当たり交付基礎点数を  

基準とする。  



ウ 1世帯当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1世帯当た  

り交付基礎点数に定員（世  

帯）を乗じて得たものを基準  

とする。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1世帯当たり交付基礎  

点数に定員（世帯）を乗じて  

得たものを基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

世帯当たり交付基礎点数に定  

員（世帯）を乗じて得たもの  

を基準とする。   

ウ 1世帯当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1世帯当た  

り交付基礎点数に定員（世  

帯）を乗じて得たものを基準  

とする。  

（イ）沖組振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1世帯当たり交付基礎  

点数に定員（世帯）を乗じて  

得たものを基準とする。  

（ウ）公害防止対策車業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

世帯当たり交付基礎点数に定  

員（世帯）を乗じて得たもの  

を基準とする。  

エ 1グループケア当たり交付基  

礎点数を適用する場合  

（ア）別衣2に掲げるlグループ  

ケア当たり交付基礎点数にグ  

ループケア数を乗じて得たも  

のを基準とする。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

凋＝こは別表2に  
掲げる1グループケア当たり  

交付基礎点数にグループケア  

数を乗じて得たものを基準と  

する。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

グループケア当たり交付基礎  

点数にグループケア数を乗じ  

て得たものを基準とする。  

（エ）地廣対策緊急整備事業計画  

刈れる事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築として行う場■含）・として行  

う場合には別表2に掲げる1  

グループケア当たり交付基礎  

点数にグル瑚じ  

て得たものを基準とする。  

（オ）地顔防災緊急事美玉箇年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

ト  



る児童福祉施設（木造施設の  

改築として行う場合心  

行う岬ヂる  

1グループケア当たり交付基  

礎点数にグル∵プケア数を乗  

じて得たものを基準とする（  

旦 一帥改築及び拡頗  

平成20年6ノ」12［】雇児発   

窮0612005号・厚生労働省鹿川均   

等・児歪家庭局長通知「次世代   

育成支援対策施設整備交付金に   

おける・部改築及び拡頗に係る   

交付金の算出方法の収扱いにつ   

いて」により算出されたものを   

基準とする。  

旦 豪雪地帯対策特別措置法（昭   

和37年法律第73号）第2条   

第2噴の規定に基づき指定され   

た特別豪雪地帯に所在する場合   

は、」二記に定める方法により算   

定されたものに対して0．08   

を乗じて得たものを加算する。   

皇 積雪寒冷地城（寒冷地手当支   

給規則（昭和39年総理府令第   

3 3号）別表1に掲げる地域   

（国家公務員の寒冷地手当支給   

地域）とする。）に所在する下   

記に掲げる対象施設の体育施設   

にあっては、1施設当た り   

26川00点数を基準とする。  

ただし、公害防止対策事業と   

して行う傷合には1施設当たり   

28，6川点数、地嘉対策緊急整備   

事業計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合及び地頭防災緊急事業五   

箇年計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別衣第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合には1施設当たり旦建  

三 一部改築及び拡張  
平成20年6月12日雇児発   

第0612005号厚生労働省雇用均   

等・児歪家庭局長通知 r次世代   

育成支援対策施設整備交付金に   

おける一部改築及び拡張に係る   

交付金の算出方法の取扱いにつ   

いて」により算出されたものを   

基準とする。  

互 豪雪地帯対策特別措置法（昭   

和3 7年法律第73号）第2条   

第2項の規定に基づき指定され   

た特別豪雪地帯に所在する場合   

は、上記に定める方法により算   

定されたものに対して0．08   

を乗じて得たものを加算する。  

旦 積雪寒冷地城（寒冷地手当支   

給規則（昭和3 9年総理府令第   

3 3号）別表1に掲げる地域   

（国家公務員の寒冷地手当支給   

地域）とする。）に所在する下   

記に掲げる対象施設の体育施設   

にあっては、1施設当たり   

25㍉50点数を基準とする。  

ただし、公害防止対策事業と   

して行う場合には1施設当たり   

2軋」10点数、地震対策緊急整備   

事業計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築と して行う場合）として行   

う場合及び地震防災緊急事業五   

箇年計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合には1施設当たり34，070   



点数を基準とする。  点数を基準とする。  

〈対象施設〉  〈対象施設）  

婦人保護施設、児童養護施設、  婦人保護施設、児童養護施設、  

情緒障害児短期治糠施設、児毒  情緒障害児短期治療施設、児童  

自立支援施設  自立支援施設  

ク地域に密着した独自の＊菜を  

実施するための場等を確保する  

整備であって、平成20年6月  

12日雇児発第0612008号厚生労  

働省雇用均等・児竜家庭局長通  

知「次世代育成支援対策施設整  

腑交付金における地域福祉の推  

進等を図るためのスペース（地  

城交流スペース）の整備につい  

て」に定める基準に適合する整  

腑を行うときは、別表2に定め  

る交付基礎点数を基準とする。  

特殊附帯工  別表2に掲げる1施設当たり交  特殊附帯工事費に必要な工  特殊附帯工  別表2に掲げる1施設当たり交  特殊附帯工事費に必要な工  

革労   付基礎点数を基準とする。   事費又は工事請負費  事費   付基礎点数を基準とする。   事費又は工事請負費  

解体撤去  ヱ 別表2に掲げる1旦位当たり  解体撤去に必要な工事費  解休撤去  別表2に掲げる1施設当たり交  解体撤去に必要な工事費  

工事費及び  又は工事請負費及び仮設施設  工事費及び  又は工事請負費及び仮設施設  

仮設施設  整備に必要な貸借料、工事費  仮設施設  整備に必要な賃借料、工事費  

整備工事費   整備工事費   又は工事請負費  

和37年法律策73号）第2粂  

第2墳の規定に基づき指定され  

た特別豪雪地帯に所在する場合  

は、1こ記に定めるガ法により算  

定されたものに対して0．08  

を乗じて得たものを加算する。  

（江）盛年度から繰越を行った事業については、曲年度に設定された算定基準を適川する。  （注）平成20年度から繰越を行った事業については、平成20年度に設定された算定基準を適用  

する。  

別表1－2 （略）  別表1－2（略）   

財  

・」ヒーー・－ムーヘヤ・・  ゝ－‥  －一－  

＿・‖．   



別 表 2  別 表 2   

交 付 基 礎 点 数 表  交 付 基 礎 点 数 表  

A地】i   B地1i   C地域   D地1王  A地1或   B地域   C地エー   D地1重  

北海道・宮城れ・秋田  北海道・宮城県・秋田  
県・山形線・茨城県・神  県・山形県・茨城県・神  

書森県・岩手れ・ネiも  ★桑県・岩手県・福島  
■．位   れ・東京都・古山県・山  ■．位   県・東京都・盲山県・山 梨県・長野県・沖A県    東川県 製県・長野県・沖縄県  

奈良県・1取県・広島  奈良井・鳥取県■広島  
県・熊本欄・鹿児島県   れ・熊本県・鹿児島県   

児手相談所一時保護施設本体   1人当たリ   乙1豊9   乙生娘  1且豊里  児i相談所一時保往施設本体  1人当たり   ⊥ヱ迎   遇   1．皇辿   ．u必  

8壬生孟馳鑓重量▲加纂   1立並呈た公  乙鮎坦  乙皇迎  

1人当たリ                    い＝蔓設計相当加算  ！初 度 設 備 相 当 加 井  1人当たリ  ヰ  

助産施設本体  迎       助  産  施  設  本  体  1人当たリ   乙鮎坦  

r初度設備相当加∫  ぷ迫  初正毅償相当加工  1人当たり   乙三豊  

羊L 児 院 本 体   ⊥廻       乳児院本体  ユ．邑之史   1丘邑企   1．豊王8   ユ．迎  

4ヰ  初丘毀傷相当加算（30人以下）  44  

初度股傭相当加算（30人以下）  
22  

御度投社格当加算（30人を超え る部分） u   
22  

吏規捜ク■ル丁7‘ヶ7量■加纂   ユ三並＝Z土 ヱ旦た旦   ⊥旦；坦  1且迎  

心 理 よ 法 王 量 斗 在I∫   1施設当たリ  Fむ璽▲法主土＝纂  1呈．旦隻9   1Z遡   1⊥ヱ19   出題迫  

子蕾て短期支は事1のための居王事  

加 暮  480   450   430   410  
子雷て短期支仕事暮のための居室曹  贅 ■     1人当たり  1乙1ヱ旦  1．皇之全         ⊥ま姐  

J 39  39  

410  390  370  350  き－▲′・・・、l「毒・・奏・こ・ n  1人当たリ 1人当たり  ヰ10   390   370   350  

1人当たり  皇旦9   
皇皇9   皇迎   皇（迎  ■児・■墟兜保書事義のための保★圭 尊を量儀する■合  書■加暮   皇ヱ9   主星里   ぷ迫   裏坦  厘竺蔓三幸空室車‾ 帽  

臣枕子生活＝壬＝加－  乙皇互生   乙坦9   乙；皿   乙迦  知子生活加績壬モー加暮  乙i辿   ヱ丘辿   乙ま迎   乙日立  

母 子 生 活 支 捜 施 設 本 体   1世帯当たり   呈且迫   皇」封迎   姐迫  母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たリ   且ヱ≦坦   皇丘18   皇．2豊里   皇且！迫  

初 度 毅傭 相当 加 暮   1世帯当たリ  初度投傭相当加井  4  

」．▼▼＿．．▼．＿＿．，▼▼＿＿ 

心 ず 書 法 壬 暮 ■ 加 事   1施設当たリ   む畳▲法主暮■加蔓   止丘≦迫  

1乙主星旦  

子1て短期支は事業のための居要事 正書加算  子tて短期支檀■義のための居壬鬱 t■加書  施股呈た盟  」ヱ且建  超遇  11ユ迫  乙迎  

拍…相当加井  」初虔設備相当加井  9  

トー川－【一」－、Ⅶ－【－－ 縫保事  
■児・■披児保★事業のための保書重  芸‡㌣官等彗  
讐を暮■する疇合  豊凶  

母子蒙摩響子★て文壇重書寸加■   四 旦迎  座日日r魔■子▼て支櫨重暮■加■  1人当たリ 1人当たり    亘皇9  主ZQ  gO  

「‾‾‾■  
声㌫当加算  3  1初度設ず相当加算   13   

⊥
‥
T
 
 
 



1人当たり   乙l迎   乙主星9   乙Z辿   lO   

t  初鷹投♯相当加■ H  1人当たり   4ヰ  

心 覆 t 法 璽 暮 ■ 加 算  1施設当たり   止且坦   ユ乙呈迎   ユ1ユ迫   ‖  

子★て短期文雄暮真のための量霊▼暮  ■ 加 算  1人当たり   920   8辿   三8塁  

ト1初廣設備相当加事   39  

’  

†戸車壷専車曹百官  皇王Q   550   皇迎   皇泣  

忘扁盲蒜這蒜諒l斎  170   160   150   †50  

L1．「  

巨損子生活…王暮…暮   乙旦！塵  乙旦王迎   乙左辺   10   

情緒陣書児短期治療施設本体   1人当たリ   乙旦u   乙工拉   乙腿   ヰ  

ヰ4  

【初度投書相当加■  1人当たリ      ・上il「一：l  

」；÷㌃；‾‘－■－  遁且迎   適且迫   1王』迫   追越   

l   

且子生活＝暮暮＝嘉   1施投呈た盟  乙邑1旦   乙逝哩   乙Z王立  

1人当たり  ⊥乙担   ⊥1遁   ユ．11塁   1』辿  

r‾劇‾■■‾■■▼【  

1人当たり  追   

児 暮 色 立 支 援 施 設 本 件   1人当たり   且A辿   ；は辿   且1Z旦   0  

≦初度毅傷相当加暮   1人当たり   叫  
円  

t・・‥1…・  1足並旦た公   』且坦   ユ乙遇   皿   11．旦皇9  

1子生活旗■重暮書加■  1施股旦た且   
卜  

乙引．8   乙迫9   乙乙辿   

i断＊M暮■加算   ⊥乙迎   1．ユヱ9   ⊥日立   ユ．旦辿  

向丘設備相当加算   37   

児暮書庭支援センター本体   1施設当たリ   エ塾坦   三丘些⊇   王ユ迎   且ヱ辿   

l■  1暮成施投本体  ⊥㌫迫   ユ』迎   ⊥乙坦   

甘■山i†「・≡ソー   44   

小親機住居型児t暮書事業所   1人当たり   
呈』迎  鮎必   

封．1迫  

初 度 毅 甘 粕 当 加 算  1人当たり   14   

児壬自立生活援助事業所  迅  過  730  

「W‾▲■一‘‾‾一【【，‾  

初度設備相当加■  

F初度数儀相当加■    1人当たり   ｝  

企靂‖121＝Z：±Zl▲加蔓   

●山■  M           1空也＝ヱ土 ヱ呈た盟  且出没  凶岨  呈．辿  剋   心 覆 ■ 法 童 暮 ● 加 暮  1施設当たり 1人当たり  1墓⊥迫  1乙皇主立   エ1．皇王立  鮎拉  
9   

初度数★相当加事 ■児・■後光優t事事のための曝書妻 書を量●する■合  
辿  

J － 1■l1’二  1人当たリ   170  160  150  

芦撫子生活加■璽書■加算   1生玉呈た旦  乙辿  乙英独   ㌫氾   乙！旦塁  

情緒  庫書児短期治療施設本体  1人当たリ   乙旦姓   乙出   ヱ且迎  
「▼‾「■【一一▲‾“‾【－‾  

喜初度設備相当加仁■ 円  1人当たり   44  

立通  

れ子生活■■量贅■加算   1盟主呈た盟   

岳州1全一い＝三＝加暮 岳心t一法重暮一加－  1之此＝之土 ヱ皇た曳  

乙邑辿  

i所鯵∩嚢■加暮  1人当たリ   呈』迎         乱乙迎  
初度殺傷相当加算  1人当たり   37   

児土自立支援施設本体   呈且辿  i且1旦  

ル■山パ■r■三ノl  44  

】山麓12丁＆＝Z‥生垂二  且ぷ迎   且鮎迎   ㌫乙迎   呈．迎  

心t■法王暮■加■   通⊥迎  遁且辿  山且；坦   11．Z皇9  

1子生活1一線重量■加仁■  ユ丘重旦た曳  退泣  乙ま迎  Zヱ1虫   乙戯  

▲l帯Iln■■血書  ⊥乙辿  1ユ旦塁  ⊥1旦9  

「】‾‾－【’■▼ 1初度数…当…   7  

児暮＃庇支援センター本体   1施設当たり   旦．凹   上皇迎   乙巴迫   猥   

1暮成施設本体  ユ．封迎   1ユ之⊇   1且迫  
「∬Ⅶ‾  
喜初度設備相当加算   

小規  横住居型児童義J＝l業所  一   ●   ●●   

▼  

＝の度＃ト繍相＝当加】 H   

児暮自 立生活援助事 業所   1人当たり   －  ●：■  乙泣虫  

1人当たり  l  

撃 

．、  

一  －i■とご－ぷも㌧玉」■モー‾挙 ノ・一  ー1筐：－＿ご－一▲＿．・†、亡 ・  ′－ ＿．▲＿・・上こ   ′⊥F ＿－．．．．．． rr‾  こ■＿■＿ 「．．＿． ・＝  



皇．姐旦   ・…  ・ ・′        妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たリ   迅迫   旦且辿   皇ヱ坦   出j担  

初……当…   1人当たリ  44  4ヰ  

日中支鰻（デイケ丁）利用曽のための居 圭を曇■丁る■含の加■  1人当たり   

主且坦  
＝・ 卓秦L一幸≡二＝－．，・．二  
壬をt■する■合の加算   姐迎   辿坦   乙且皇虫   7  

】初……当州  1人当たり   3，  ∃初…朋州  1人当たり   ユ9  

婦 人 相 談 所 一 時 保Il施 設   1世帯当たり   乙1盟   ●・●  ・・－  ；一●      婦人 相 談 所 一 時 保雄 施 設  1せ♯当たリ   乙日立   乙且1£   1．皇19  

初 度 投傷相 当 加井   1世帯当たり  ヰヰ  初丘投傷相当加井  ■l  

トー  
トむq■法重暮■加暮  ユ且1迎  ⊥1ヱ皇立  いb糧■法重量t加工   1乙塾鰻   1乙追白   11ヱ19  

“ て良書妻書書加暮  星延  550   皇迎   皇！担  伯 僕▼■重暮■加∫  
ト  

旦三塁   550   皇Z旦   裏坦  
L   

弓筆書重量■加暮    1人当たり   旦担   550   主迎   蔓延  ≒事tt■■加暮  1人当たリ   亘三9   550   皇之旦   裏坦  

婦人保珪施設本体  呈且辿   ⊇」乙l迎   乙邑89    婦 人 像 杜 絶 設 本 体  1世＃当たり  呈』迎   旦」．；迫   Z且担  呈．凹  

初度設備相当加井  1世＃当たり  ヰ4  

柑 ほ  ¶‾「  

I＝＝＝＝■＝  ．迫⊥迎   1乙；泣虫   j 心 ■ ▲ 法 主 義 ■ 加 霊  1施投当たリ   1乙皇土9   1乙㌫坦   11．ヱ1虫   l】 0  

（注）1豪雪地帯対策特別拝t法（昭和37年法律第乃号）第2条第2Ⅰ真の規定に基づき指定された特別豪t地域に所在する場合は、A地域基準点散を適用          （注）1豪書地静対篇惜別繕t法（昭和37年法律第73号）第2粂第2項の規定に基づき措定された特別豪雷地域に所在する場合は、A地域基準点数を適用  
し、さらにその定める方法により霊定された点数に対して、0．08を彙じて得られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  し、さらにその定める方法により井定された点数lこ対して、0．08を彙じて得られた点数を加★すること。（小敵点以下切捨て）  

2 改築丑備に係る初度毀傷相当加井は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労鞠大臣の必要と紘めたポイントであること。  2 改築蓋儀に係る初度設備相当加事は、交付墓ヰ点数の2分の1以内で厚生労■大臣の必要と扱めたポイントであること。  
3 一部改築及び拡弧こ係る交付益礎点数は、「次世代書成支援対策施設整傷交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の事定方法の取扱いに  3 一部改豪及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代書成支檀対策施設整傷交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の暮定方法の取扱いに  
ついてJ（t児乗算0812005号平成20年8月t2日厚生労■省t用均等・児暮書鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  ついて」（1児発第0引2∞5号平成20年8月12日厚生労≠省t用均等・児王女鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  

4 母子生活支檀施設に小親機分園型母子生活支援施股を投正する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する．  4 母子生活支檀施設に小親機分薗聖母子生活支檀施設を設置する場合には、母子生活支援施投の交付基礎点数を適用する。  
5 児暮事捜施設lこ地域小規摸児暮■捷施設を投書する場合には、児壬暮雄施設の交付墓ヰ点数を書用する．  5 児暮暮旺施設に地域小旗捜児暮暮捜施投を投■する糧食には、児玉養護施設の交付基礎点数を適用する。  
6 享し児院、母子生活支擾施設、児童暮捜施設、情緒障害児短期治療施設、児玉自立支援施設、婦人良性施設で一時保Il委託を受け入れるための蔓  6 乳児院、母子生活支援施設、児1t抹施臥情緒♯書児短期治療施臥児暮自立支援施設、婦人保護施投で一時保雄委託を受け入れるための整  
傭をする場合には、当旗本体及び初鷹設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  ヰをする坤合には、当該本体及び初度数傷相当加暮（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  
7「病児・病後児保青書業のための良書主事を豊傷する場合」については、「保書対策等促進事業の実施について（平成20年6月8日足児発第080900t  7 り舞児・病後児保書事業のための保書圭等を生傷する場合」については、r保書対策等促進事業の実施lこついて（平成20年6月9日1児失策0609001  
号通知）」に基づき、病児・痍後児保書事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保書重等を整備する場合に限る。  号通知）」に暮づき、病児・■緩児保書事業のうち痍児対応型及び病後児対応型を実施するための保書重等を整備する場合に限る。  
8 血年丘から繰越を行った事業については、迫年度に設定された交付基ヰ点数を適用する。  8生成ヱ旦年度から繰越を行った■集については、王立乙9年廣に設定された交付基礎点数を適用する。   
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■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に規定する  
沖縄振興計画に基づく事業として行う場合）  

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4粂第1項に規定する   
沖縄振興計画に基づく事業として行う場合）  

単 位   ■■・∴ 二   

助  産  施  設  本  体  1人当たり   過   

初 度 重臣 備 相 当 加 算  1人当たり   44（）   

乳   児   院   本   体  1人当たり   呈⊥乙旦   

㈲膿儀傭相当加算（30人以下）  1人当たり   60   

‾  
恒産碧繭吉幣ヂi 凹  1人当たり   30  

「   ▲‾ ▲ ‾m▼   

L】＿ 】 一＿‖＿＿ 
l心…法主藍…算  1施設当たり   退去∈迫  

】子育て短期支欄事暮のための居室書 ・ト ■  1人当たり   640   

」」度設備相当…  1人当たリ   
50   

l年齢延長児を受け入れるための居室讐  1人当たリ   550   
トーーーー劇－－－－，・・－－－－－一一‘■■‘▲  

二軍箪竺筆写竺 
一一   

博子 生活罰磯重 丑年加暮  ユ施蕊呈た旦   呈丘辿   

母 子 生 活 支 蛙 施 設 本 体  1世帯当たり   軋鎚坦   

初度設備相 当 加 算  1世帯当たり   70   

心理療法 圭 暮ヰ加 暮  1施設当たり   1旦A≧旦  

j子雷て短期支嬢事義のための愚妻等  1世帯当たリ   
暮  ヰ  加  暮   姐迎  

¢0   

当…  1世帯当たリ  

L病児・病後児保書事暮のための保書重専  1人当たリ   鮎迫   

」  母子蒙由一子†て支援重畳■加暮  1人当たリ   1．呈呈9  

20   

単 位   沖縄県   

助  産  施  投  本  体  1人当たリ   且邑≦坦  

1人当たり   440   

乳   児   院   本   体  1人当たり   呈遡   

ブ ▼．‘†「■≡l   ●  1人当たリ   60   

初度設備相当加算（30人を超え  1人当たリ   30   

乙越   
ヱ呈た旦  

心 糧 覆 法 室 暮 ■ 加■  1施設当たリ   艮且辿   

640   

50   

並立12二丘ニZ二土工量生血暮  ユヱ也＝2土                  子書て短期支縫事薫のための居室事  1人当たり    手  傷  加  暮  「一‘‾’▼1u¶  1人当たリ    i初度設備相当加井  年齢猛畏児を受け入れるための居室響  1人当たり   550   

ー【－【－－一－ 
桐児・病後児良書事真のための保青室蠣   1人当たり   ヱ旦9   

「一一一一′一－′＝－－，・，」   

博子生活鞘は妻整備加井 h  l・溝   ＆虫辿   

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たり   豊丘迫  

「初虔牧傭相当加算  1世帯当たリ   70  

1心理■法重量■加算  1施毀当たり   j且三色墾   

子青て短期支欄事真のための居室零  1世帯当たり  A且辿  

反故備相当…  1世帯当たり   

病児・病後児保書事義のための保＃圭事  1人当たり   
を  贅 ■  す る  場  合   

母子モ脇書子1て文雄主事■加事  j  

60   

1．呈旦9   

主・・■t r・働■  1人当たリ  

≡司   

（注）1改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
2一部改築及び拡張に係る交付よ礎点数lよ、「次世代育成支撲対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る  
交付金の暮定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児i家庭局長通  
知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
3母子生活支援施設に小規模分匪聖母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適  
用する 
。   4乳児院及び母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初産設備相  
当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  

5鳩動病後児保育事業のための偉才圭等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成  
20年8月9日t児乗算00㈹00l号通知〉」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施する  
ための保育室等を整備する場合に限る。  
6王政≧旦年度から繰越を行った事業については、王威旦旦年度に設定された交付基礎点数を適用する。  

（注）1改簗整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
2 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、r次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡矧こ係る  
交付金の算定方法の取扱いについて」（1児乗算0612∞5号 平成20年6月12日厚生労働省t用均等・児童家庭局長通  
知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
3 母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を没書する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を連  
用する 
。   4 乳児院及び母子生活支緩施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相  
当加算（一人当たり）の交付暮礎点数を適用する。  

5「病児・病後児保育事業のための保書主筆を整備する場合Jについては、「保書対策等促進事業の実施について（平成  
20年8月9日t児発第08090別号通知）」に▲づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施する  
ための保育室等を整備する場合に限る。  
6飽年度から繰越を行った事業については、軋年度に設定された交付基礎点数を適用する。  

■  
こ ■  

】  
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■交付基礎点数表（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2条         ■交付基礎点数表（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2条   
第3項に規定する公害防止対策事業として行う場合）  第3項に規定する公害防止対策事業として行う場合）  

A地ユ童   β地1支   C地1壬   D地1ま  A他】ま  B地域  C地域  D地域  

北海道・富媚欄卜秋田  北海道・宮城県・秋田  
れ・山形県・茨城れ・榊  県・山形県・茨城県・榊  

書さ県・岩手れ・橿1  t森県・岩手れ■積も  
■ 也   県・東京載・書山県・山  ヰ 位   れ・東京都・書山県・山  

梨れ・長野県・沖縄県  製県・長野県・沖縄≠  
乗員燥・■取県・広も  奈良県・■取県・広も  
れ■熊本県・産児1膚   県・熊本れ・鹿児島県   

助  産  施  政  本  体  1人当たり   2且迎   乙ぷ辿   乙主星企  助産施設本体  乙旦1塁   乙鮎坦   ヱ丘建   乙土！旦  

㍉＝＝針叶相当加算  1人当たり  初虔投■相当加算   

乳 児 院 本 体  ■  ●●       乳児扶本体  ＝ ●  ●－  ・■  ＝  ● ●  ユ丘迎  

Ji、I「一≡Il   ◆9  初度設備相当加■（30人以下）   49  

卜初丘投備相当加算（30人を超え る 食8 分）  1人当たり   
24  

初度毅∬相当加井（30人を超え る卸分）  
2ヰ  

け用‖＝：血＝】一±Z靂■加工 ト¶仙【－－一1・・  1∠止＝2土 ヱ皇た吏   ⊥退q   ⊥邑遁   1丘皇虫   ユ．主19  

1施設当たり  ユ出し∃担  心理■法主暮■加算  ユ且之皇⊇   ユ立退旦   週』迎  1乙組g  

1人当たり  
500   ヰ70   450  

遁⊥建 170  ロ   トー、・－－一－－－¶・－－－ ‖  
1人当たリ  43  

1人当たリ   

1人当たリ  

ヰ50  430  小0  1人当たリ  430  」‖0   390  ；・t．一 
予後門事㌢等  全盛  旦19  皇坦  瞥を暮■する叫 旦呈9  旦Z9  旦些  

■児・■橡児侵▼事薫のための侵書壬 合  1人当たリ  

乙互生9  冒・子生活…壬暮…算  1並足呈上史  乙ヱ旦9  乙旦基金  乙退迎  呈且迎  

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たり   血生迎   旦⊥王立   邑彪迎   皇丘姐    母子生活支援施設本体   軋鮎坦   皇且迫   皇ユ皇塁  

初 度 設 備 相 当 加 算  1世帯当たリ   49  初度設備用当加事   49 

心書止法主1サ加暮  心理■法主曇■加暮  

r子tて短料文雄■暮のための居婁事虚  ● 加 暮  ㌢子短扁ii論i ＋■加■   
1皇』迫 3丘迎  

■  
遇 ⊇丘辿  

43  13 

玉皇塁  ・」ヒーr・き・さ・≦  1人当たリ   
■児・■瞳児侵雷事業のための俣書重 専を霊■ナる■合  1人当たり  】 ！初度設備相当加井  1世帯当たり  ！初度設備相当加暮  1世帯当たリ  旦（迎  

声㌫子★て支…■㌫  1人当たリ  ヱ三塁  座子雷鳥響子1て支檀重義■加暮  1人当たリ   旦皇虫   旦皇9  810  780  皇生壁  ～  「   
7 土 i▲「 ●；  ！  1人当たり  15  j初度設備相当加算  1人当たリ  

⊥
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児 主 義 往 施 股 本 体   1人当たり   過         児 暮 暮 往 施 設 本 体  1人当たり   乙王ヱ塁   Z丘皇旦   乙ま皇9   0  

初度 設 鷹 相 当 加暮  1人当たり   49  ヰ9  

企洩1全二島＝2：土工量1皿暮  ユ∠也＝王立  且旦坐  
ヱ呈た曳  4且泣  地        ⊇丘建  

心 ■ ■ 法 重 暮 ● 加 嘉  1施投当たり   I心t●まtt●血書  1豊丘建   週丘邑9   週塵辿   

嬢事暮のための専董専暮 加算  
止且辿  1題       1むユ立       1乙並立  初丘設■相当加井 」  1人当たり                                                                            「‾℡▼‾√－】‾‾▼－‾▲‾‾■ l子★て簸期支は■■のための患壬讐暮 L■加■ u  

1且建   皇鎚   旦1旦  

1人当たり  ⊥鮎盟  呈王立  
初度毅備相当加算  ■3  】∃初虎毀傷相当加■  ▲3  

璧担  旦1虫  
転読i再索‾   

侵t暮義のための良書重 ●する場合  
皇迎   卓也   皇生色  

れるためのほふく1又は暮 を暮■する■含   190  180  170  160  1人当たり  190  180  け0  †80  

■子生活∬■i量■加∫  ⊥此  ム』8  乙凹  乙邑鯉  乙ま迎  1施設呈た且  一：：‡完ニニン    乙王卓立  乙丘迎  ヱ』迎   了  

惰縞■書児短期治■施設本体  五日泣  皇』迎  乙皇皇9   乙王皇企  且ヱ辿   遇   乙且皇Q   740  

岳初度投書相当加算  49 j初度投書相当加算  ，  

ト【一Ⅳ－－岬   
1之止＝ヱ土 ◆  

且旦乙  
「‾‾「‾ 上三＝暮＝  乙1』迫   皿  1皇』辿   

雛子生活H＝＝加－   乙三塁¢  乙昼迎  且皇l迎  

1人当たり                   i 簡 ■ n 霊 ■ 加 暮  ⊥迦   ユj辿   ⊥2迎   1】0  1施毅当たり 1盤蓋為た址 1人当たり   Q 益且迫 乙旦旦旦 ユユ迎    ヨ止墟 む止担 1且辿  
Jまi▲「●≡l  l  初虞毀傷相当加算  1人当たり   ll  

児暮自立文壇施毅本体   ：・●  洲  ′・－  児 壬 自 立 支 援 農 技 本 件  1人当たリ   且星型   a且辿   且皇皇9   0  

初度役儀相当加井  48  初 産 没 頭 相 当 加 井  1人当たり   49  
坐醜1生：慶＝2：女Ⅰ量■加纂   1空也＝壬生  a且建  

ヱ呈た公          且  1  卜‾‾  

⊥乙皇Z立  J心t■法主瞥■加∫  1施設当たり   ユ剋   ぷほ鎚   1乙皇旦仝   

二貞＿▼．．＝宰肖ノ．   1施設当たり   乙ま鎚  岳且子生活＝霊＝加暮  1凰温風た址   乙ヱ辿   乙旦迎   乙≡ほ迫   乙ま迎  

遮 断 部 n 暮 ■ 加 暮  1人当たり   ⊥L迎  i布触n蔓■加■  ⊥呈辿   ユヱ辿   1且辿   山盛  
土星迎        ま凶        皇」j迫                           迅』拉       適劇迎       過⊥迅  l   

仙 ぐ「 ●：  l  1人当たり   4l  初度投備相当加算  1人当たり   41  

児童書庵支援センター本体   1施設当たり   剋   旦且担   ヱ且王9   三屋辿    児暮家庭支援センター本体  1施設当たり   出と迎   王uは泣   王．出塁   T O  

（注）1暮t地帯対策特別播t法（昭和37年法律篇78号）第2粂第2項の規定に基づき措定された特別暮卓也域に所在する場合は、A地域暮箋点数をi   
用し、さらにその定める方法により暮定された点数に対して、0．08を先じて得られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  用し、さらにその定める方法により暮定された点数に対して、0．08を乗じて得られた点数を加事すること。（小数点以下切捨て）  

2改築蓋備に係る初度数儀相当加算は、交付■鍵点敷の2分の1以内で隕生労■大臣の必雷と艶めたポイントであること．  2改築暮儀に係る初度投傷相当加★は∴交付主従点数の2分の1以内で厚生労≠大臣の必軍と認めたポイントであること 
3一部改築及び拡張Iこ係る交付i儀点数は、r次世代書成支雄対策施設曇■交付金における一節改築及び拡凱こ係る交付金の事定方法の取扱いに  。 3一部改豪農び拡報lこ係る交付墓ヰ点数は、r次世代書成支援対策施設嚢中交付金における一部改姜及び拡張こ係る交付金の暮定方法の取扱いに  
ついてj（1児発★Ol12005号平成20年¢月12E】厚生労≠省t用均等・児王女庭局長通知）によるものとする．（小数点以下切捨て）  ついて」（1児乗算伽t2∝〉5号平成20年8月128厚生労♯雀t用均等・児土豪庇局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  

4母子生活支捜施設に小親機分間聖母子生活支援施設を設■する場合には、母子生活支援施設の交付暮礁点数を適用する。  4母子生活支援施設に小規模分闇聖母子生活支援施設を没書する場合には、母子生活支緩施設の交付基礎点数を適用する。  
5児暮■雄施設－こ地域小親機児暮■雄施設を投書する鳩舎には、児暮暮オ施設の交付基＃点触を適用する。  5児玉暮穫施設に地域小規機児暮暮護施設を投tする壌合には、児主義護施設の交付基ヰ点数を適用する 
6乳児院、母子生活支捜施投、児童義雄施設、情緒陣書児短期治療施設、児暮自立支舶投で一時保捜垂託を受け入れるためのを儀をする場合に  。 6乳児院、母子生活支ば施設、児暮薫煙鹿毅、情緒陣書児短期治ホ施臥児暮白土支雄施投で一時保雄委託を受け入れるための整備をする場合に  
は、当該本体及び初度数儀相当加★（一人当たり）の交付暮ヰ点数を適用する，  は、当抜本体及び初度投1相当加算（一人当たり）の交付暮礎点数を適用する．  
7「鋼児・痍後児保書事業のための保★圭等を整備する場合」については、「焦書対策響促進事業の実施について（平成20年¢月9日t児失策0800001  7「病児・病後児保書事業のための保書主筆を豊傭する場合」については、「保書対策等促進事業の実施l＝ついて（平成20年8月柑t児発第0009∝）1  
号通知）」によづき、カ児・ホ後児保青事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育皇等を書儀する犠合に限る。  号通知）」に基づき、■児・痛快児保書事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保書圭等を整備する場合に限る。  

8敵年広から繰越を行った事暮については、血年度に改定された交付▲礁点数をi用する。  8空虚之史年度から繰越を行った事業については、生血迫年度に投定された交付暮ヰ点数を壬用する。   

！毎  

‘‾  －ーーー■  ‥一 
・－－・－ ・・  一－－・・－・■・ ■－・－   

・ ＿．こ＿  



■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る園の財政上の特別措置に関する法律 （昭和55年法律第63号）第2条第1項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち 

、同法別表第1に掲げる社会福祉施設 （木造施設の改築としてう合  

行場）及び地震防災対策特別措置法（平成7年法律案111号）第2粂第1項に規定する地震防 災緊急事薬玉箇年計画に基づいて実施される事業のうち同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合） として行う場合）  

として行う場合）  

A鰻壇   白地墟   C士鰻1孟   D土地域  A士釣上豪  地Ii  C地域  D納足  

北海道・宮城れ・秋田  
県・山形県・茨城県・櫓  北海道・宮城れ・秋田  

県・山形県・茨城県・神  ★森県・岩手県・積も  t森県・岩手れ・福島  
■ 也   県・東京都・書山県・山  ■位   県・東京欄・古山県・山  

岡   製県・長野県・沖縄県  
兼良県・．■取県・広島  衰良県・鳥取県・広島  
県・熊本県・鹿児島県   県■熊本欄・鹿児島≠   

乳 児 院 本 体  乙迦  乙1！迎  1．皇旦¢  乳 児 院 本 体  乙1三塁  乙廻   ⊥且迫   1且亀虫  

初度設備相当加井（30人以下）   59 制度投磁相当加井（30人以下）   59  

初丘投傭相当加井（30人を超え る部分）  
30 

初輔備相当加算（30人を超え  る 部 分）  1人当たり   
30  

小慮1ク■ル・丁7－セr靂■加算   乙上皇旦  

心理t法主書■加暮  ⊥ヱ丘迫  心 理 ■ 法 重 量 ■ 加 暮  1施投当たリ   

≡子書て別支鰻事義のための唐土書暮 一加算  ヰ書て短期支雄事業のための居重曹聾 ■加井  640  
迅迫 ⊥む】旦9 61     1且辿  

1乙建立        幽      1豊．ヱミ坦  
鹿設…当相  3   1人当たり   5  

L▼＿空竺聖竺二  
550  530   500  470  550   530  500   470  

・キー延長児を受け入九るための居重讐 書■加∫  
■児・■牡児保★事霊のための保★玉 鴨を暮■する場合  1人当たリ  ヱ旦旦  ヱ生白  ヱ！辿  

旦互9  ，■児・■醜児曝書事稟のための良書垂 ；事を書▲ナる鳩舎   ヱヱg  芸坦  旦些   
ト＿一空 年肘延長児を受け入れるための居室専 書■加暮   

！親子生活誌㌃Jご  ユ塩基呈た⊥   呈』辿   ヨ止建   遇   ヱ且辿  rこ生’去…至……  ユ血盟呈た史  主ょ辿  乙」j旦  旦且辿   Z且迫  

情緒障害児短期治療用＝駄本体  呈且坦   遇    情緒障害児短期治療施設本体  呈ユ辿   ⊇jヱ9  旦．皇担   旦且担  呈丘1旦   呈且担  

初度設備相当加算  9  59  
】初度設備相当加算   

旬月‖‖一也＝2二女Z丘▲加暮  
Z旦た史   4．三塁9   

‥ト♯法主豊嶋月＝  1施設当たり   
ヱ皇ヱ隻9  ；迫且王立   ；追ユ迫  

L竺ヱニこ竺▲竺▲三㌣し  

1立並旦た公  ㌫迫¢   呈．1旦9  旦且担   乙邑王9  

・一」∴・l  
「¶仙仙¶‾－‾ 
㍉一所モーM暮■加算   ⊥生娘   ⊥型迎  

n ■ ヒ竺竺三竺？竺   

」札子生活…圭＝…  

u  

Jま・・肝・≡！   初度設備相当加算  50  

（注）1書零地帯対策特別措置法（昭和37年法律篇73号）第2粂第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地紺こ所在する場合は、A地域基準点数を逼  用し 
、さらにその定める方法により算定された点蜘二対して、008を乗じて得られた点数を加算すること。（小数点以下切捨て）  用し、さらにその定める方法により算定された点軌こ対して、0．08を乗じて締られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  

2改豪整備に係る初度毅♯相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  2改集整附こ係る初度投庸相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と放めたポイントであること。  
3一部改築及び拡張に係る交付基礎点勤凋、「次せ代書成支壇対策施設暮備交付金における一部改豪及び拡朴こ係る交付金の暮定方法の取扱し、に  3一部改築及び拡乳こ係る交付基礫点勧lよ、「次世代▼成支援対策施般贅蘭交付金における一部改築及び拡張こ係る交付金の算定方法の取扱いに  
ついて」（雇児発第06】2005号平成20年6月12日厚生労鵬省雇用均等・児主菜鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  つし＼て」（書児発第0612005号平成20年8月128厚生労働省雇用均等・児童手腐局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
4「病児・病後児保青書真のための保書重等を警備する場合jについては、「保書対策等促進事業の実射＝ついて（平成20年6月柑雇児発第060900l  4「病児・病後児保書事業のための保書皇等を整備する鳩舎」については、r保書対策等促進事業の実施lこついて（平成20年6月9日雇児先業060900】  
号通知）」に基づき、病児・病後児採寸事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整♯する場合に限る。  号通知）」に基づき、病児・病後児保書■其のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を♯傭する場合に限る。  
5乳児院、情緒障育児短期治療施設で一時保雄委託を受け入れるための整備をする場合には当該本欄及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付  5乳児院、情緒障害児短期治療施設で一時保護費託を受け入れるための整備をする場合には当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付  
基礎点数を適用する。  基礎点数を適用する．  
6飽年足から繰越を行った事業については、血年度に設定された交付基礎点数を適用する。  6呈出年度からは越を行った事業にういては、空虚之生年度に設定された交付基礎点数を適用する。   

⊥
m
T
 
 
 



地よ対策緊急整備事  地文対策緊急整備事業  
■ 位  積  華  沖縄振興吉十画に基づ くとて  公害防止対策事業と    集計画、地書防災繁 五に  ■ 位  機  準  沖■擾興肘軋こ基づく 事業として行う鳩舎  公書防止対策車集とし て行う場合   計軋地吉防災柴島事 薬玉箇年計圃に基づ  

■菓し行う壌合   して行う犠合    急事兼箇年計画  
基づく暮雫の場合  事業の場合  

児童‡巨政所一時保雄施設  1人当たり   邑隻  児玉相談所一時保護施設  1人当たリ   姐  

助    産    施    設  1人当たり   ユ迦   1辿  助    産    施    設  1人当たリ   ユ呈豊   呈旦±   ユ皇旦  

乳  児  院  1人当たリ   鎚   1旦王   泣   1虻    乳  児  院  1人当たリ   丑   豊丘  

母 子 生 活 支 援 施 設  1せ帯当たり   迫ヱ   皇旦1   旦ほ  母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   ぷは   皇ZA   旦1旦  

児  童  暮  捜  施  投  1人当たリ   1旦隻  児  王  手  注  施  設  1人当たり   1旦Z  

情緒障害児短期治療施設  1人当たリ   週1  退色   ．迅旦    情緒陣育児短期治療施投  1人当たり   』旦  1皇皇   ぷ迫  

児 玉 自 立 支 援 施 設  1人当たり   ⊥Z旦  児 王 自 立 支 援 施 設  1人当たり   ⊥迫  1坦  

児 壬 家虚 支 檀 セ ン タ ー  1施投当たり   i皇王  児 童 ま 庭 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   ま皇旦  

■  員  暮  成  施  設  1人当たり   ヱ皇  書  員  暮  成  施  設  1人当たリ   ヱ±  

小規操住居型児玉暮書事業所  1人当たり   立地  小規模住居型児玉糞す事業所  1人当たり   

児壬自立生活援助事業所  1人当たり   ㌫迫  児童自 立生活援助事業所  1人当たリ   乙邑皇  

妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   之邑王  妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   之邑呈  

婦人相談所一時保雄施設  1世帯当たり   旦9  婦人相談所一時保護施設  1せ帯当たリ   迎  

婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   1隻旦  婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   

（注）1暮t撫養封書輪別措蕎鶉r腑加37立法撞★7ご】皐）甘ク魯tク畑の細膚に基づ≠抱曽き九卜特別暮t蝕墟に所存すふ壇含比＿上貯点軌  
射l＿丁00且妄】■l二丁場ら九卜占馳をナ瓜■するこ′＿い1＼軌点以下りl捨て1  

ヱ」駈年度から繰越を行った事業については、血年度に投定された交付基礎点数を適用する．  
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地吉対策緊急整備事  地正対策緊急整備事業  
麟．位  攫  準  沖縄振興計画に基づ く手業として行う鳩舎  公害防止対策車集と して行う増含   集計画、地震防災繁 急事薬玉盛年計画に  単 位  標  準  沖縄振興計画に基づく 事業としてう合  公害防止対策事業とし て う 合   計画、地震防災緊急事 集五計画にづく  

行場   行 場     箇年基 事業の場合  
基づく事業の場合  

児童割＝淡所一時僅は施設  1人当たリ   1む  児t相談所一時保独施設  1人当たり   

助    産    施    設  1人当たり   j迫Z   まヱ旦  助    産    施    設  1人当たリ   旦Z旦   呈ヱ豊  

乳  児  院  1人当たリ   ⊥出   ⊥旦旦   1皇皇   1旦皇    乳  児  院  1人当たリ   ⊥旦旦   ユ旦豊   1鎚  

母 子 生 活 支 撞 施 設  1せ諮当たり   i娼   工退   皇旦皇  母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   皇18   ヱ旦象   主星皇  

児  壬  暮  ほ  施  設  1人当たり   む旦  a姐  児  玉  糞  護  施  設  1人当たり   之1旦   

情緒障害児短期治療施投  1人当たり   並2  Z邑皇   †I緒障害児短期治療施設  1人当たり   岩坦  旦坐  

児 壬 自 立 支 援 施 設  1人当たリ   迎皇  呈皇Z  児 童 自 立 支 援 施 設  1人当たり   退室  呈蔓丘  

児 童 安 産 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   ヱZ旦  ヱ旦Z  児 玉 有 産 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   11ユ  三重追  

職  員  養  成  施  設  1人当たリ   1呈皇  職  員  養  成  施  設  1人当たリ   1皇室  

小規捜住居型児童養育事業所  1人当たり   ⊥ヱ王9  小規横位居型児童t電車某所  1人当たリ   1ヱ1姐  

児壬 自 立生活援助事業所  1人当たり   ⊥！呈旦  児壬自 立生活援助事業所  1人当たリ   ⊥封建  

妊 産 嬢 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   i建  妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たリ   皇1g  

婦人相談所一時保腹施設  1世帯当たり   出塁  婦人相談所一時保護施設  1世帯当たり   ユ更  

婦  人  保 Il 施  投  1世帯当たり   婦  人  保  護  施  設  1せ帯当たり   ヱ旦皇  

封Lて」008を隻l：て積ら九卜占執事加暮寸るこ′＿川 
（注）1暮℡地帯射鴇特別措甘連r膵知37定法住宅73阜）t2蚤ま2工畜の細告に基づき指定き九卜性別暮t地建に所存する鳩舎は＿上貯点軌  

、数点以下切捨  

乙＿＿虹年度から繰越を行った事業については、煎年度に設定された交付基礎点数を適用する。  
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■積雪寒冷地域体育施設交付基礎点数表  ■積雪寒冷地域体育施設交付基礎点数表  

地ま対策緊急整備事業  地震対策緊急整備事業   
標 準 公害防止対策事業とし計画、地震防災緊急事     て行う場合美玉箇年計画に基づく   横 準 公害防止対策事業とし計画、地震防災緊急事     て行う場合美玉箇年計画に基づく   

事 業 の 場 合   事 業 の 場 合   

婦人保護施設、児童養護   婦人保護施設、児童兼護   

呈旦迎   蓑遡   

設   設   

児童養護施設、情緒障害   児童事護施設、情緒障害   
児短期治療地層、児童自  呈出辻旦   児短期治療施設、児童自  呈邑⊥建   
立支援施設  立支援施設  

情緒障害児短期治療施設   迦丘担  旦豊且辿  

（注）  

五年度から繰越を行った事業については、丑年度に設定された交付基礎点数を適用する。  
（注）里幽年度から繰越を行った事業については、里且担年度に設定された交付基礎点数を適用  

する。   

■地域交流スペース 交付基礎点数表   ■地域交流スペース 交付基礎点数表  

地域交流スペース防災拠点型  

本体点数   遁且坦  週A坦  本体点数   受且通  過且辿  

初産設備相当加算  迅迫   地域交流スペース防災拠点型                            皇坐  初産設備相当加算  辿  ⊥裏迫   

（注）   

盈年度から繰越を行った事業については、且年度に設定された交付基礎点数を適用する。   
（注）空虚塾年度から繰越を行った事業については、王威迎年度に設定された交付基礎点数を適用   

する。   

■余裕教皇活用促進事業 交付基礎点数表   ■余裕教室活用促進事業交付基礎点数表  

本体点数   ＿迫A坦  本体点戴   皿  

初度設備相当加井  余裕教皇活用促進事業  初産設＃相当加井  呈且建   

く注）   

盟年度から繰越を行った事集については、五年度に設定された交付基礎点数を適用する。   

余裕教室活用促進事業  
（注）王威迎年度から繰越を行った事業については、王威毘年度に設定された交付基礎点数を適用   

する。  
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■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表   ■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表   

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備   
（既存施設における整備事業）   

基準点数（1「げ当たり）  6   ス プ リ ン ク ラ ー 設 備    （既存施設における整備事業）                      基準点数（1ポ当たり）                  6   

※創設、増築、増改築、改築、拡弓長及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   ※創設、増築、増改築、改築、拡弓長及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表   ■屋内消火栓設備 交付基礎点数表   

屋  内  消  火  栓 設 備   屋 内 消  火 栓 設 備   
（既存施設における整備事業）   （既存施設における整備事業）   

基準点数  厚生労働大臣が別に定める点数   基準点数  厚生労働大臣が別に定める点数   

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   ※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■特殊附帯工事交付基礎点数表  ■特殊附帯工事交付基礎点数表  

地震対策緊急整備  地震対策緊急整備   
讐警 

彗響苦難モ警誓禁貢嘉護憲覧   
標準  

標準 菅笠磐崇     場  合   場  合   

標準  旦A辺  標準  退迫  

乳児院   乱〔迫9  乳児院   ＆墜坦  

設、母子生活支  遁遇  生活支 
1且凹   

助産施設、乳児院、母  
助産施設、乳児院、母  

子生活支援施設、児童  子生活支援施設」監査  
伍、児童養護施設、情  

ヱ』  緒障害児短期治療施  軋塑旦  

立支援施設、児童家虚  設、児童自立支援施  

支援センター  
設、児童家庭支援セン  
ター   

障害児短  旦戯  障害児短  旦週  

（注）並年度から繰越を行った事業については、血年度に設定された交付基礎点数を適用する。   （注）王威塑年度から繰越を行った事業については、王威呈9年度に設定された交付基礎点数を適用する。   
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算  基  準  

（そ  の  他  施  設）  

算  基  準  

（そ   の  他   施  設）  

l 区 分  2 種 目  3  基  準  4 対 象 経 費   

施設整備  本体工事費  次に掲げる点数とし、改築及び大  施設整備に必要な  

規模修繕等の工事費については、厚  工事費又はエ事請負  

生労働大臣が必要と経めた点数とす  

る。  

厚生労働大臣が必要と誰めた面積  

鉄筋 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

ブロック厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

木造 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数   

解体撤去  別表2に掲げる1施設当たり交付  解体撤去に必要な  

工事費及び  工事費又は工事請負  

仮設施設  費及び仮設施設整備  

盤備工事費   に必要な賃借料、工  

事費又は工事請負費   

1 区 分  2 種 目  3  基  準  4 対 象 経 費   

施設整備  本体工事費  次に抱げる点数とし、改築及び大  施設整備に必要な  

規模修繕等の工事費については、厚  工事費又は工事請負  

堂労働大臣が必要と蕗めた点数とす  

る。  

厚生労働大臣が必要と認めた面積  

鉄筋 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

ブロック厚生労働大臣が必  

要と絡めた点数  

木造 厚生労働大臣が必  

安と認めた点数   

解体撤去  厚生労働大臣が必要と認めた施設  解体撤去に必要な  

工事拷及び  工事費又は工事請負  

仮設施設  費及び仮設施設整備  

整備工事費   に必要な賃借料、工  

辛党又は工事請負鎖  

■l  
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別表4  別表4  

算定基準  算定基 準   

（余裕教室活用促進事業）  （余裕教室活用促進事業）  

1区 分   2 基  準   3  対  象  経  費  1区 分   2 基  準   3  対  象  経  費  

施設整備  余裕教室を児童福祉施設等に  （l）余裕教室を社会福祉施設等に改築（施設  施設盤備   余裕教室を児童福祉施設等に  （1）余裕教室を封二会福祉施設等に改築（施設  

改築する場合は、別表2に掲げ  の盤備と一一体的に整備されるものであって、  改築する場合は、別表2に掲げ  の整備と一体的に整備されるものであって、  

る交付基礎点数13，44 0点  地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を  る交付基礎点数13，210点  地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を  

（なお、初度設備科当を併せて  含む。）するために必要な工事費又は工事  （なお、初度設備相当を併せて  含む。）するために必要な工事費又は工事  

整備する場合は、j 整備する場合は、旦⊥旦j＿旦点  請負費及び工事事務費  

を加えたものとする。）とす  （2）暖房設備工事費  を加えたものとする。）とす  （2）暖房設備工事費  

る。   暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  る。   暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（3）冷房設備工事費  （3）冷房設備工事費  

冷房設備に必要な工事費又は工事請負費  冷房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（4）冷暖房設備工事費  （4）冷暖房設備工事費  

冷暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  冷暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（5）沖・化槽設備工事費  （5）浄化槽設備工事費  

浄化槽設備に必要な工事費又は工事請負費  浄化槽設備に必要な工事費又は工事請負費  

（注）前年度から鍵越を子ナった事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。  （注）i巨成20年度から繰越を打った事業については、平成20年度に設定された算定基準を  

適用する。   
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平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画書  平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画書  

都道府県・市区町村名  都道府県・市区町村名  

1．－3．（略）  

4．管内における現在の状況と今後の推移について   

（1）～（2）（略）  

（3）保育所の状況について（施設ごとに記載すること）  

今般の整備計画を申請するに当たって、卿ソトワークの状況等）  

や現在の問㈱と（整備が実施された場合の状況、待機児童が存在する場  

合にはその解消計画、改善点等）を詳細に記載すること。  

なお、記載内容を示す根拠となり、太計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。  

ただし、地域における子育て相談事業の処理件数（過去3年分）やその他事業の実施状況を必ず添付  

するこL  

また、様式1－4についても作成されたい。  

（4）子育て支援のための拠点施設の状況について（施設ごとに記載すること〉  

今般の整備計画を申請するに当たって∴現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）  

や現在の問題点、輝こ言己  

載するこL  

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。  

ただし、地域における子育て相談事実の処理件数（過去3年分）や子育て支援サービス等の実施状況  

を必ず添付すること。  

1．～3．（略）  

4．管内における現在の状況と今後の推移について  

（1）－（2）（咤）  

（削除）  

5．（略）  5．（略）   



様式1－2 記入要領  

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の場合は、都道府県名も必ず記入すること。  

1．整備計画の概要  

整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・r施設名」・「設置主体」イ所在地」イ整備区分」イ対象経費   

の実支出（予定）額」・「交付金申請額」イ年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入すること。   

※「所在地」：市町村名まで記入すること。   

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老 等   

※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。   

※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～平成  年度●●％」  

と記入すること。   

※「抵当権設定の有無」：平成20年4月17日雇児発第0417001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財  

産処分について」の別添1r厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第3の3の（1）に  

規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。   

※1つの施設で複数の整備区分がある場合でも、1つを記入し、整備区分については、主たる整備区分（整備計  

画に基づく主な整備目的）を記入すること。  

様式1－2 記入要領  

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の鳩舎は、都道府県名も必ず記入すること。  

1．整備計画の概要  

整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・「施設名」・「設置主体い「所在地」・r整備区分」・「対象経   

費の実支出（予定）額」イ交付金申請額」・r年次計画」イ抵当権設定の有無」を記入すること。   

※「所在地」：市町村名まで記入すること。   

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老 等   

※「交付金申請鏡」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。   

※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～平成  年度●●％」  

と記入すること。   

※「抵当権設定の有無」：平成20年4月17日雇児発第鋸17001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る   

財産処分について」の別添1「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第3の3の（1）  

に規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。   

※1つの施設で複数の整備区分がある場合でも、1つを記入し、整備区分については、主たる整備区分（整備   

計画に基づく主な整備目的）を記入すること。ただし、同一の保育掛こおいて大規模修繕を他の整備区分と  

併せて協議する場合は、別に記入すること。  

2．～5．（略）  2．－5．（略）  
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別紙 2   

様式 1－4  

事 業 実 績 報 告 書  

1 交付金における実施施設の概要   

（1）～（3） （略）   

（4）入所（利用）定員  

別紙 2   

様式 1－4  

事 業 実 績 報 告 書  

1 交付金における実施施設の概要   

（1）～（3） （略）   

（4）入所（利用）定員  

現 在 定 員   増 加 定 員   合  計   

人   人   人   

（世帯）   （世帯）   （世帯）   

現 在 定 員   増 加 定 員   合  計   

人   人   人   

（世帯）   （世帯）   （世帯）   

（注）母子生活支援施設については、利用世帯数及び利用定員を記入すること。   

2 （略）  

（注）母子生活支援施設については、利用世帯数を記入すること。   

2 （略）  ■艶  

別紙 2 様式 l－5 ～ 別紙 7（略）  別紙 2 様式 l－5 ～ 別紙 7（略）  

一▲．■ニ ㍗∴＝ヂナ書‘一†＝や－J一」√吋二一 号ノ・鶴・軸1■．ノ組坤転。－≠∴殖蛋ユ空㌣・d鍍王．   



別 紙  

新 旧 対 照 表（案）  

改  正  後  現  行  

次世代育成支援対策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて  

標記については、従来から、社会福祉施設等施設整備費で老朽化した児童福祉施設等の改修や  
入所者等のニーズに合わせた施設の改修等を進めてきたところであるが、今般、この取扱いにつ  
いては、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号厚生労働事務次官通知の別紙「次  
世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」によるもののほか、次によることとし、平成20年  
4月1日から適用することとしたので、社会福祉法人等に周知徹底を図るとともに、この取扱い  
について遺憾なきを期されたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726005号「次世代育成支援対策施設整備交付金におけ  
る大規模修繕等の取扱いについて」は廃止する。   
おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるもの  

とする。   

1 対象事業  （略）   

2 交付金の対象基準  
（1）原則として、1施設の対象経費の実支出額を2，000で除して得た交付基礎点数が次に   

より算出された交付基礎点数以上（ただし、1の（6）の事業については、特殊附帯工事費交   
付金実施要綱3に革め与交付基礎点数以内）のものであり、かつ、これにより算出された交   
付基礎点数が5，000点以上のものとする（ただし、入所施設以外の施設については、  
2，500点以上のものとする。）。  

（略）  

（2）～（3）（略）  

3 （略）  

次世代育成支援対策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて  

標記については、従来から、社会福祉施設等施設整備費で老朽化した児童福祉施設等の改修や  
入所者等のニーズに合わせた施設の改修等を進めてきたところであるが、今般、この取扱いにつ  
いては、平成20年6月12日厚生労働省発層児第0612001号厚生労働事務次官通知の別紙「次  
世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」によるもののほか、次によることとし、平成20年  
4月1日から適用することとしたので、社会福祉法人等に周知徹底を図るとともに、この取扱い  
について遺憾なきを期されたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726005号「次世代育成支援対策施設整備交付金におけ  
る大規模修繕等の取扱いについて」は廃止する。   
おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるもの  

とする。   

1 対象事業  （略）   

2 交付金の対象基準  
（1）原則として、1施設の対象経費の実支出額を2，000で除して得た交付基礎点数が次に   

より算出された交付基礎点数以上（ただし、1の〈6）の事業については、特殊附帯工事費交  
付金実施要綱に基づき、交付基礎点数6，360点以内）のものであり、かつ、これにより   

算出された交付基礎点数が5，000点以上のものとする（ただし、入所施設以外の施設に   
ついては、2，500点以上のものとする。）。  

（略）  

（2）～（3）（略）  

3 （略）  

（
抽
選
N
）
 
 
 



別 紙  
新 旧 対 照 表（案）  

現  行  改  正  後  

次世代育成支援対策施設整備交付金における  
スプリンクラー設備等の取扱いについて  

標記の交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号厚生労働  
事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」により行うこととされてい  
るが、その取扱いに当たっては次によることとし、平成20年4月1日から適用することとした  
ので、社会福祉法人等に周知徹底を図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726006号「次世代育成支援対策施設整備交付金における  
スプリンクラー設備等の取扱いについて」は廃止する。   
おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるもの  

とする。   

第1 スプリンクラー設備  

1～4 （略）  

5 その他  

（1） （略）  

（2）スプリンクラー設備の代替えとしての性格を有するパッケージ型蜃内消火盤設備におい  

ても同様の取扱いとすること。  
ただし、次の条件のいずれかを満たす場合についてのみ認められるものであること。  

ア～エ （略）  

次世代育成支援対策施設整備交付金における  
スプリンクラー設備等の取扱いについて  

標記の交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号厚生労  
働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」により行うこととされて  
いるが、その取扱いに当たっては次によることとし、平成20年4月1日から適用することとし  
たので、社会福祉法人等に周知徹底を図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726006号「次世代育成支援対策施設整備交付金におけ  
るスプリンクラー設備等の取扱いについて」は廃止する。   
おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるもの  

とする。   

第1 スプリンクラー設備   

1～4 （略）  

5 その他   

（1） （略）   

（2）スプリンクラー設備の代替えとしての性格を有するパッケージ型自動消火設備において  

も同様の取扱いとすること。  
ただし、次の条件のいずれかを満たす場合についてのみ認められるものであること。  

ア～エ （略）  

第2 屋内消火栓設備   
1～2 （略）  

3 交付基準   

（1） （略）   
（2）パッケージ型消火栓設備を設置する場合  

交付基礎点数  
当該設備を設置する個数に194点以内を乗じたもの  

4～5 （略）  

慧  

第2 屋内消火栓設備  
1～2 （略）  

3 交付基準  

（1） （略）  

（2）パッケージ型星邸肖火栓設備を設置する場合  

交付基礎点数  
当該設備を設置する個数に194点以内を乗じたもの  

4～5 （略）  

（
塘
挙
0
）
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別 紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金における  
特殊附帯工事の取扱いについて   

次世代育成支援対策施設整備交付金における  

特殊附帯工事の取扱いについて   

標記の交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号  

厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下「交  

付要綱」という。）により行うこととされているが、その取扱いに当たっては別紙のとお  

り「次世代育成支援対策施設整備（特殊附帯工事費）交付金実施要綱」を定め実施するこ  

ととし、平成20年4月1日から適用することとしたので、社会福祉法人等に周知徹底を  

図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726007号「次世代育成支援対策施設整備交付金  

における特殊附帯工事の取扱いについて」は廃止する。   

おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によ  

るものとする。   

別紙  

次世代育成支援対策施設整備（特殊附帯工事費）  

交付金実施要綱   

1   （略）   

2 対象事業  

（1） 略   

（2）消融雪設備整備  

ア （略）  

イ 対象施設  

交付要綱の別表1－1に定める特別豪雪地域に所在する交付要綱の4に掲げる施  

設であって、消融雪設傭の整備が特に必要と認められる施設  

り （略）  

3 交付基準  

交付基礎点数6，470点を交付基準とする。   

標記の交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号  

厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下「交  

付要綱」という。）により行うこととされているが、その取扱いに当たっては別紙のとお  

り「次世代育成支援対策施設整備（特殊附帯工事費）交付金実施要綱Jを定め実施するこ  

ととし、平成20年4月1日から適用することとしたので、社会福祉法人等に周知徹底を  

図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726007号「次世代育成支援対策施設整備交付金  

における特殊附帯工事の取扱いについて」は廃止する。   
おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によ  

るものとする。   

別紙  

次世代育成支援対策施設整備（特殊附帯工事費）  

交付金実施要綱  

1  （略）   

2 対象事業  

（1） 略   

（2）消融雪設備整備  

ア （略）  

イ 対象施設  

交付要綱の別表1－1に定める特別豪雪地域に所在する同別表＝に掲げる施  
設であって、消融雪設備の整備が特に必要と認められる施設  

り （略）  

3 交付基準  

（1）】．施設ごとの…こ係る対象経費の実支出額の合計額と、総事業  

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は寄付金収入額を除く。）を控除  ただし、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条に規定する沖縄振  

興計画（以下「沖縄振興計画」という。）に基づく事業として行う場合には別表の1  

に掲げる交付基礎点数、公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関す  

る法律（昭和46年法律第70号）第2粂に規定する公害防止対策事業（以下「公害  

防止対策事業」という。）として行う場合には別表の2に掲げる交付基礎点数、地震  

防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関す  

る法律（昭和55年法律第63号）第2条に規定する地稟対策緊急整備事業計画（以  

⊥地史出過払  
（2）（1）により選定された額を2，000で除したものと、  交付基礎点数6  

点とを比較して少ない方を交付基準とする。   

ただし、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条に規定する沖縄振  

興計画（以下「沖縄振興計画」という。）に基づく事業として行う場合には別表の1  

に掲げる交付基礎点数土、公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関  
（
碑
茸
皇
 
 
 



下「地震対策緊急整備事業計画」という。）に基づいて実施される事業のうち、同嘩   する法律（昭和46年法律第70号）第2粂に規定する公害防止対策事業（以下「公   

別表第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場合及   害防止対策事業」という。）として行う場合には別表の2に掲げる交付基礎点数土、   

び地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111号）第2条に規定する地震防災緊   地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に   

急事業五箇年計画（以下「地震防災緊急事業五箇年計画」という。）に基づいて実施   関する法律（昭和55年法律第63号）第2条に規定する地震対策緊急整備事業計画   

される事業のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として行う   （以下「地震対策緊急整備事業計画」という。）に基づいて実施される事業のうち、   

場合）として行う場合には別表の3に掲げる交付基痍点数を交付金基準とする。   同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場   

なお、前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数   合及び地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111号）第2条に規定する地震防   
を交付基準とする。  災緊急事業五箇年計画（以下「地震防災緊急事業五箇年計画」という。）に基づいて  

実施される事業のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として  

行う場合）として行う場合には別表の3に掲げる交付基礎点数とを比較して少ない方  

を交付金基準とする。  
なお、前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数  

とを比較して少ない方を交付基準とする。  

別表  別表   

1 沖縄振興計画に基づく事業として行う場合   1 沖縄振興計画に基づく事業として行う場合   

施  設   の  種  類  交付基礎点数   

乳児院  8，900   施   設   の   種   類          交付基礎点数                       乳児院                               9，060                                   助産施設、母子生活支援施設  10，190  助産施設、母子生活支援施設、保育所  10、010  

2公害防止対策事業として行う場合  2公害防止対策事業として行う場合   

施  設  の   種   類  交付基礎点数   施  設   の  種  類  交付基礎点数   

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害   助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童養護施設、   

児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター  7，110  情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援セン 6，990  

ター  

3地震対策緊急整備事業計画のうち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造施  3地震対策緊急整備事業計画のうち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造施   

設の改築として行う場合）として行う場合及び地震防災緊急事業五箇年計画に基づ   設の改築として行う場合）として行う場合及び地震防災緊急事業五箇年計画に基づ   

いて実施される事業のうち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築   いて実施される事業のうち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築   

として行う場合）として行う場合   として行う場合）として行う場合   

施   設  の   種   類  交付基礎点数   施  設  の  種   類  交付基礎点数   

乳児院、情緒障害児短期治療施設  8，620   乳児院、情緒障害児短期治療施設  8，470  

「  



別 紙  

新 旧 対 照 表（案）  

改  正  後  現  行  

次世代育成支援対策施設整備交付金における  

解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費の取扱いについて   

次世代育成支援対策施設整備交付金における  

解体撤去工事費及び仮設施設整傭工事費の取扱いについて   

次世代育成支援対策施設整備交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612  

001号厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下「交付要綱」  

という。）により行うこととされているが、標記の取扱いに当たっては、別紙のとおり「次世代育成支援対策施設  

整備（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）交付金実施要綱」を定め、平成20年4月1日から適用するこ  

ととしたので、了知の上、社会福祉法人等に周知徹底を図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726010号「次世代育成支援対策施設整備交付金における解体撤去  

工事費及び仮設施設整備工事費の取扱いについて」は廃止する。   

おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。   

別紙  

次世代育成支援対策施設整備（解体撤去工事費・仮設施設  

整備工事費）交付金実施要綱  

1及び2（略）  

3 仮設施設整備工事費  

（1）及び（2）（略）  

（3）交付基準額の算定   

① ②に掲げる施設以外の施設  

ア～エ（略）  

オ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特  

別豪雪地域に所在する場合は、上記に定める方法により算定されたものに対して0」〕8を乗じて得  

たものを加算する。   

次世代育成支援対策施設整備交付金の交付については、平成20年6月12日厚生労働省発雇児第061  

2001号厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下「交付要  

綱」という。）により行うこととされているが、標記の取扱いに当たっては、別紙のとおり「次世代育成支援対策  

施設整備（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）交付金実施要綱」を定め、平成20年4月1日から適用  

することとしたので、了知の上、社会福祉法人等に周知徹底を図るよう配慮願いたい。   

なお、平成19年7月26日雇児発第0726010号「次世代育成支援対策施設整備交付金における解体撤  

去工事費及び仮設施設整備工事費の取扱いについて」は廃止する。   

おって、平成19年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。   

別紙  

次世代育成支援対策施設整傭（解体撤去工事費・仮設施設  

整備工事費）交付金実施要綱  

1及び2（略）  

3 仮設施設整備工事費  

（1）及び（2）（略）  

（3）交付基準額の算定   

（丑 ②に掲げる施設以外の施設  

ア～エ（略）   

②（略）  

（4）（略）  

②（略）  

（4）（略）  

（
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（別添）  次世代育成支援対策交付金交付要綱一部改正新旧対照表（案）  

平成22年度  平成21年度  

（別紙）  （別紙）  

次世代育成支援対策交付金交付要綱   

（通則）  

1次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号。以下「次世代法」   
という。）第11条第1項の規定に基づく次世代育成支援対策交付金（以下  
「交付金」という。）の交付については、予算の範囲内において交付するも   

のとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律  
第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭  
和30年政令第255号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12  

年芸志芸令第6号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところに   
よる。   

（交付の目的）  

2 この交付金は、次世代法第8条第1項の規定に基づき市町村（特別区を含   
む。以下同じ。）が策定する市町村行動計画（以下「行動計画」という。）に   
基づく措置のうち、次世代育成支援対策に資する事業に要する経費に充てるた   
め交付することにより、行動計画に基づく次世代育成支援対策の着実な推進   
を図ることを目的とする。   

（交付の対象）  

3 この交付金は、市町村が行動計画により毎年度策定する別紙様式第1（別表3）   
による事業計画（以下「事業計画」という。）に基づく次の事業を交付の対象とす   
る。  

（1）特定事業  

平成20年11月28日雇閻舞1128003号厚生労働省雇用均等・児童家   
庭局長通知「次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準につ   

いて」（以下「評価基準通知」という。）に基づく次の事業   
ア 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）  

評価基準通知の1の（1）に基づき、市町村が行う事業  
イ 養育支援訪問事業  

評価基準通知の1の（2）に基づき、市町村が行う事業  
ウ ファミリー・サポート・センター事業  

評価基準通知の1の（3）に基づき、・市町村が行う事業又は民間が実施す  

次世代育成支援対策交付金交付要綱   

（通則）  

1 （略）  

（交付の目的）  

2 （略）  

（交付の対象）  

3 この交付金は、市町村が行動計画により毎年度策定する別紙様式第1（別表3）  
による事業計画（以下「事業計画」という。）に基づく次の事業を交付の対象とす   

る。  

（1）特定事業  

平成20年11月28日雇儲策1128003号厚生労働省雇用均等・児童家   
庭局長通知「次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準につ   
いて」（以下「評価基準通知」という。）に基づく次の事業  

ア （略）  

イ （略）  

ウ （略）  
（
碑
茸
の
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…劇・一・F、′‥← 一・鵬・・三′一一、・もL ■州㌧ノ■畑一組・・・叩－わ′ぎ∴ チー肇ご華ゃ草虹・ゝ－〟巡ご貞ibし－¢一一一触サニ一・適‾」勺■一一叫＆亮一′h〟・′・ぺ・   ＿  ■■－－＿．     ▼ヤ サ   



る事業に対して市町村が補助する事業  

工 子育て短期支援事業   

評価基準通知の1の（4）に基づき、市町村が行う事業  

オ 延長保育促進事業  

評価基準通知の1の（5）に基づき、市町村が民間に委託して実施する事   
業又は民間が実施する事業に対して市町村が補助する事業  

エ （略）   

オ 地域子育て支援拠点事業   
評価基準通知の1の（5）に基づき、市町村が行う事業又は民間が実  
施する事業に対して市町村が補助する事業  

カ ー時預かり事業  
評価基準通知の1♂）（6：＝こ基づき、市町村が行う事業又は民間が実  
施する事業に対して市町村が補助する事業  

（2）その他の事業  

評価基準通知の2及び3の要件を備える事業であって、厚生労働大臣が  
認めた事業   

（対象外事業及び費用）  

4 この交付金は、次に掲げる事業及び費用については、交付の対象としない   
ものとする。  

（1）個人に金銭給付を行い、又は保育料等個人の負担を直接的に軽減する事  
業  

（2）国が別途定める国庫負担金、補助金及び交付金の交付の対象となる事業  
（3）今までに一般財源化された事業  
（4）認可外保育施設の運営に係る経責の一部を負担し、又は補助している事  

業  

（5）平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号厚生労働事   
務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」の7に  
掲げる費用  

（6）市及び福祉事務所を設置する町村において、平成呈⊥年度中に要保護児  
童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）が設置されていない   

場合には、3（2）その他事業のうち、評価基準通知の3の要件を備える  
事業に要するすべての経費   

（交付額の算定方法）  

5 この交付金の交付額の算定については、評価基準通知に定める評価基準（以   

下「評価基準」という。）に基づく基準点数を基礎とし、次により算出する。  

ただし、算出された合計額に1，000円未満の端数が生じた場合には、   
これを切り捨てるものとする。  

（1）3の（1）及び（2）に掲げる事業について、評価基準により設定され   
た基準点数の合計点等を基に厚生労働大臣が認めた額と、事業計画に掲げ   

る事業の総事業費の合計額から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等営   
利を目的としない法人の場合は寄付金収入額を除く。）の合計額を控除し   
た額に2分の1を乗じた額とを比較して、少ない方の額を選定し交付額と  

（2） （略）  

（対象外事業及び費用）  

4 （略）   

（1） （略）   

（2） （略）  

（3） （略）  

（4） （略）   

（5） （略）  

（6）市及び福祉事務所を設置する町村において、平成之之年度中に要保護児  
童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）が設置されていない   
場合には、3（2）その他事業のうち、評価基準通知の3の要件を備える   
事業に要するすべての経費   

（交付額の算定方法）  

5 （略）  

（1） （略）   



する。  

（2）なお、前年度において交付金による事業実績がある市町村においては、   
（1）において、評価基準により設定された基準点数の合計点に、下表に   

掲げる執行率（前年度基準点数の合計（実績）／前年度基準点数の合計（計   

画））に応じて定める減額率を乗じることとする。   
（表）  

（2） （略）  

執行率   90％以上  90％未満   
減額率   減額なし   0．9   

（交付の条件）  

6 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（1） （略）  

（交付の条件）  

6 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  
（1）市町村が事業を実施する場合（（2）に掲げる場合を除く。）   

ア 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働  
大臣の承認を受けなければならない。   

イ 事業を中止し、又は廃止する場合は、厚生労働大臣の承認を受けなけ  
ればならない。   

り 事業が、予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となっ  
た場合には、速やかに厚生労働大臣に報告し、その指示を受けなければ  
ならない。   

工 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価50万円以上の機  
械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法  
律施行令第14条第1項第2号の規定により、厚生労働大臣が別に定め  
る期間を経過するまで厚生労働大臣の承認を受けないでこの交付金の交  
付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又  
は廃棄してはならない。   

オ 厚生労働大臣の承認を受けて前号に定める財産を処分することにより  
収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させるこ  
とがある。   

力 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後  
においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的  
な運営を図らなければならない。   

キ この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様  
式第2による調書を作成し、これを事業完7の日（事業の中止又は廃止  
の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後  
5年間保管しておかなければならない。  

（2）市町村が民間の実施する事業に対して補助する場合  
ア （1）のア、イ、り及びキに掲げる条件   
イ 市町村が民間が実施する事業に対してこの交付金を財源に補助金を交  

付する場合には、民間に対して次の条件を付さなければならない。   
（ア）（1）のア、イ及びりに掲げる条件  

二  

（2） （略）  
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この場合において「厚生労働大臣」とあるのは「市町村長」と読み  
替えるものとする。   

（イ）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以  
上の機械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に  

関する法律施行令第14条第1項第2号の規定により、厚生労働大臣  
が別に定める期間を経過するまで市町村長の承認を受けないで、この  

補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担  
保に供し、又は廃棄してはならない。  

（ウ）市町村長の承認を受けて前号に定める財産を処分することにより収  
入があった場合には、その収入の全部又は一部を市町村に納付させる  

ことがある。   

（エ）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業  
完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、そ  

の効率的な運営を図らなければならない。  
（オ）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に  

係る消責税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別  

紙様式第4により速やかに市町村長に報告しなければならない。  

なお、民間事業者が全国的に事業を展開する組織の一部（又は一支  
社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、  

本部（又は本社、本所等）で、消費税及び地方消費税の申告を行って  
いる場合は、本部の課税売上割合等の申告に基づき報告を行うこと。  

また、市町村長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又  

は一部を市町村に納付させることがある。   

（力）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入  
及び支出についての証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類  

を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その  
承認を受けた日）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければ  
ならない。  

ウ イにより付した条件に基づき市町村長が承認又は指示する場合には、  

あらかじめ厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。  
エ 民間事業者から財産の処分による収入又は補助金に係る消費税及び地  

方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、  
その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。  

オ 民間事業者がイにより付した条件に違反した場合には、この交付金の  

全部又は一部を国庫に納付させることがある。   

（申請手続）  

7 この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。  
（申請手続）  

7 この交付金の交付の申請は、別結様式琶＝こよる申請書lこ関係書類を添え   
て、別に指示する期日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。， （1）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づ  

き、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合  



ヱ 補助事業者は、別紙様式第1仁よる申請書に関係書類を添えて、都道   
府県知事が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。  

土 都連府県知事は、アの卑講書を受理したときは、こ科  
するものとする  め る日までに厚生労働大   まとめのうえ、別に定  

（2）（1）以外の  
補助事業者は、卿こ定め   

榊。   

（変更申請手続）  

8 この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交   

付申請等を行う場合には、7に定める申請手続に従い、毎年度1月末日まで   
仁行うものとする。   

（交付決定までの標準期間）  

亘望二   
号、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合lこおいてし   
都道府県知事は7の（1）瑚81こよる申請書が到達した日力、ら   
起算㈱和二厚生労働大臣lこ提出するものとし、厚生澄   
働大臣は、者御中請書が到達した日から起算して原則として  

3些   

決定を含む。）御   

玉幽魂虹 

旭 補助金等に係る予算の執行の適正化l堰   
き、補助金等の交付に関する事務の一部を都運府県が行う場合、都道府県剋   車㈱巨（決定の変更   
を含む㈱   

交付決定の通知を行う坤   

（交付金の概算払）  

u 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承   
認額の範囲内において概算払をすることができる。   

（実績報告）  

1呈 主旦変位竜の旦茎葉穣劉生1ま」次⊆皐づ竺わ生け旦嵯套をな主1∴  

（1）補助金等に係る予算の執卿  
き、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合  

（変更申請手続）  

8 （略）  

（交付決定までの標準期間）  

9 厚生労働大臣は、7’又は8による申請書が至嘩した日から起算して原則と   
して2月以内に交付の決定（決定の変更を含む。）㈱  鴇l  

（交付決定の通鱒）  

（削除）  

（交付金の概算払）  

週（略）  

（実績報告）  

吐 この交付金の事業実績報告は、別紙様式第3による報告書に関係書類を   
添えて、事業の完了の日から起算して1月を経過した日（6の（1）の千又  

場合には、  は 廃止の承認を受けた   しくはっにより事業の中止又  は（2）のア若  

■  
『  

－ 
i＿ ． 

． 

一 i ＿・－、．．＿   ．  



当該承認通知を受理した日から起算して1月を経過した日）又は翌年度4月  
10日までに厚生労働大臣に提出して行わなければならない。  

ヱ 補助事業者は、㈱こ関係書類を添えて、都道府   
県知事が定める日までに都道府県に提出して行わなければならない。  

土 都道府県知事は、アの報告書を受理したときは、これを審査し、とり   
まとめのうえ、∃和算して1月を経過したE】（6の   
（1）のイ又は（2）のア≡若しくはウlこより事業の中止又は廃止の承認   

を受けた場合には、制哩した日力、ら1月を経過した日）   
又は翌年度4月10日のいずれか早い日までに厚生労働大臣に提出して   
行わなければならない。  

（2）（1）以外の場合  
補助事業者は、働こ関係書類を添えて、事業の   

完了の日から起算して1月を経過した日（6の（1）のイ又は（2）のア   
若しくはりにより事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認   
通知を受理した日から1月を経過した日）又は翌年度4月10日のいずれ  
か早い日までに厚生労働大臣に提出して行わなければならない。   

（交付金の額の確定の通知）  

廷 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づ   
き、㈲二関する事務の一部を都道府県が行う場合、都道府県知   
事は、市町村分に係る交付金について厚生労働大臣の確定通知があったとき   
には、市町村長に対し、別紙2の様式により通知を行うものとする。   

（交付金の返還）  

1旦 厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既に   
その額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える   
部分について国庫に返還することを命ずる。   

（その他）  

1旦 特別の事情により5，7，8及び⊥ヱに定める算定方法、手続によるこ   
とができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定める   
ところによるものとする。  

（交付金の額の確定の通知）  

（削除）  

（交付金の返還）  

週 （略）  

（その他）  

坦 特別の事情により5，7，8及び⊥⊥に定める算定方法、手続によるこ   
とができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定める   
ところによるものとする。   



平成22年度  平成21年度  

別紙様式第1  別紙様式第1  

番  号  

平成  年  月  日  

厚生労働大臣 殿  

市 町村長  

特別区区長  

■†  
平成  年度次世代育成支援対策交付金の交付申請について  

（略）   

標記について、次により国庫交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。   

1．国庫交付金交付申請額  金  円   

2．平成 年度次世代育成支援対策交付金所要額調書（別表1）   

3．平成 年度次世代育成支援対策交付金の事業内容及び取組内容等調書（別表2）   

4．平成 年度次世代育成支援対策交付金事業計画書（別表3）  

添付書類  

（1）当該年度の歳入歳出予算（見込）書抄本（当該補助事業の支出予定額を備考  

欄に明記すること。）  

（2）その他参考となる資料  

※ それぞれの事業において、市町村が定める利用料の設定がある場合は、そ  

の基準額がわかる資料を添付すること。  

▲一一塾二＿－－L一二」－ －ノ ∴1れ  ■∴▲と二．＿－¶一 」 ’、一ノ ；＿′’  
・－幣・・畢・戎1一す・？誓攣隼－▲拠J・r tT些「二積悪二瓶千慮こ⊥粗エ・▼撃撃－ごイ戊却・・層篭溢ム」明－－∴・季題キぎ一如すニ、せ盈㌦⊥鍋島∴整▼す㌔正廿耳旭・1ご－さ砥ニーゝ華嵐」－一′ナ挫宣し  

■∴▲ヨヒ ＿－→一山 －一 鴫  ‾▲塾：二 ＿－－＿ユー＼∵∵ 三＿・‾’  ‾一・ヨヒ．＿・㌧ ー一 ，＿  ▲一・ヨヒ ＿・－ ＿ 」   
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平成21年度  平成22年度  

厚生労働省発雇児第……●号  

平成  年度次世代育成支援対策交付金交付決定通知書  

00市  

○月○日 00号で申請のあった平成  年度次世代育成支援対策交付金について  

は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）  

第6条第1項の規定により、平成○年○月○日厚生労働省発雇児第000号をもって  
次のとおり交付することに決定されたので、同法第8条の規定により通知する。  

平成○年○月○日  

00県知事 00 00   

1 交付金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、平成20年11月2   

8日厚生労働省発雇児第1128002号厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援  対策交付金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）の3に定める事業であり、その   
内容は○月○日00号申請書記載のとおりである。   

2 事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が   

変更された場合において、事業に要する経費又は交付金の額が変更されるときは、   

別に通知するところによるものとする。  

（削除）   

事業に要する経費  金  

交 付 金 の 額  金  

3 交付金の額の確定は、交付要綱の5に定める交付額の算定方法により行うもので   

ある。   

4 この交付金は、交付要綱の6に掲げる事項を条件として交付するものである。   

5 事業に係る事業実績報告は、交付要綱の12に定めるところにより行わなければ   
ならない。   

6 この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る予算の   

執行の適正化に関する法律第9条第1項の規定による申請の取下げができる期間は、   

平成00年○月00日とする。  



‘‾ 
・ ・ーー  ・・ 

＿＿   ＿ ＿ ＿ ．   



平成21年度   平成22年度   

湧裏1  

平成年度次世代育成支援対策交付金所要額調書  

蓼薪鵬しは） 珊閏鮒釣励）重用 離相原甥賊が淋舶  
持場榊似顔 仏－B） 碁相 かた轡 醐  

同相名汀衡  
B C D E F  

円 円 円 円 円 円  
（略）   

組1．舛－ム色に色勇I軌たセルの裾入する．そ棚外胱ルは永よ相I計‡れる．  

2．鵬勧棚餌男帆当領敬服入す軋  

3，胤C媚に2射場軋て取財用加納る．  

用闘珊献すむと．  

5．弧耽馳珊激を雌／nす抽少桐畑冊助甑．  

⊥
岩
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

錮未2   

出講2   平成22年塵灰世代育成支劉策交付金の■某開及び班内粥■事  
埴21年よ次世代輌支朗缶交付彙の，糾轡及び珊内的■事  

義；靂腐れ毛   

市区■r村名   
旦当節書（沃i・瞞）  

相当春氏名  
（蔓i又lコ†Ⅶ珊））  

ールアドレス  
市■J河コード  一   

桓上の注1暮側  【  
夫脚－（グノーム色にbl贈れn、るセル粍臥し・†旭柵■に■】臥山正・  

ホ■I‖コード  

ム亀鴎つ㈱n．さ亡ん，。E入しモれ脚．。1】臥血比   
！戦2Z車脚）該当する朋にユ・て・∧一鶴亀疇8チェ，クーDに0‡入力し・8■・C■に22年鵬（重たu■事  

‡繁  ‘ 
・ 1・ 

l（Cl■Jれ児初■全戸劃■一事■〝）み）   ・・′・′ 

． 

喜・二・幸 ・，一 
声‥一こ－≠≠－Jノ■ － 

髄77ミリーづボー・センター沸わ「ひとり脚の77ミリー・，ポヰセント一丸兜・岬■児の冊■、岬毒机）の刈R貪汎にユlてほ ：l畢明文輝初の書含tユ、謬事のほ畑すろこと・  
l利用文■1Iの■含l】．pの1を入力丁ること・   1米一憫ぬ、り■事に1てu、酬lこカわ、糊を通すること・（事触わ嘩よ透中と左るも正についぺtlか配して入力す㍍と・） 

－※上妃以外の事椚、21年■カち醐■こ取り乱》〉で・事■印轄カt年よ遼中となる》）にユ、てりし5－8月■緋〉■郎   ※上払l外の事※て、22年舶ち織lこ慣用C切で、事¶■炒嘩よ遼中とりるものについて■】・5‾8月■始の■糾  
0．T帥芹（暮¶■）、9－12月■絶て○・6か＃（■礪－）、1月鼠←■絶て○・2ちか轟（■幕■）として入力丁るものとすも・  

．   

として入よけてた戒と丁る●  

恒舶一≠ナさhれ、るところuし▲■膵0替入れた暮倉・■1L脚け1青入力丁ろこと・   」￥  】   

くIl■1〉   く訂■1〉   

●■児暮E全戸馳持■■（こん亡ちは赤ちやん●濃）   

●以下lこ岬ナも■B企仙 1・▲■の打一利i■こ0モ人九′・朗■こ全戸b坤事事のY●とな●全T▲■t 

C■こ事■m榊l■t入力丁●こと．   

＝▲′■▲L■   ・ ・    こ  ⊥      リ  ■       ▲  

くD■l●モ義■す●．   

■」二・1L上1▲  

■   目  叩ボルト   
く輯かt（－瓢 twルト  

＝）夏愴か必■ぢt■＝対して．；知）¢及び◎の対応モいTれち軍■し  
いちl■¶村  

富乙；霊諾認㌔、以下．。≠す．一助けれも募■ F  …ボインー  
0▼几■t事■鵬   

●．  こ   

くカ（l）l止仰間R  O∞ホ…  

ポイント轟肘  
●l全■仙輌■の媚■とな●全■■■x∝■＝一植付比で鴎こ‡■さhて、り＝■生川畑W即鴨■はして 事■千言分れて韓■すろ・   

（事でlこ瞥■分についてけ式か人，ていも．）   （▼でにせ■分1こついては舶「入ウている，〉   

●■■支舶■事暮   ●■胃支】■駈■■t   

● 以下l；≠ナも■8址Ii土工■■1i嘉▲■J▲A■の■暮■○にOt人九′・B●こ▼1桐ペ■杜t人力丁もこと・   ■ 以下lこ■′●朋岨■皇●l▲A●わ血生■8■こ0電人力し・8●こtt訪問塗べ陣放電入力▼もこと・   

4日■■D■■一冒の檜■lこ暮・失脚Y暮■¢よ冒・支■脚■￥事tl汚た鵬〉甲穫t脾富○ていも・   ¢¶■のセ■一夏の■■に暮うu蘭郎耶－■取次E」引劃■の■竜TモI治た伽）中卿定¢Tいも・   

◎l■llt璽－■rも．   ◎■けを東暮▼る．   

／熟願力〉   8   一〉  l〉  
．兜． ，児．t肋  

▼r▼叩■文■  00一ポイント   
▼lⅢ支■  

分岬こW）つ／こ剛鑑■t附冊■▼にJ－仇粕1■】  ○∞ポイント   分鞠こMわったt隅匿書■州のれt■専■こ▲も脚支－M  

ボインl■肘  ポイント膿か  

・－ニヂニー 鵬～・・・r∴J二∵－ てご、′■十盈ユ・ノ師ごr’ 1ノ・二こ」二、J、懇望＝ニーヰ㌣・∴∴二ご二＝・アニこ一、・■－   



こ必凱細■陀付与▼も■Y封姉川   

ル事事l血－■lの一つ下も l暮▲しなし11■Hゴー■ナな六たいの丁かトl一ない止うjt■1Lr∫l  

●子繹て鶴】■支正●王【う′ヨートステイ・トワイライトステt」  

2■以上児▲し 

円1一喝ギ■仙 

トウイうイト⊥テイ▼■のT■ ■■分へN 人80萄ポイノー 

†■′自分▲D 人日0■5ポイノト 

憮Bゲイワービスガ■P 人81COポイノト 

児tの遽蓼t六▲叫 n、」ず030ポイノト 

纂8■J】人8■甘で入力すること．重た．■色ポイントは＝刀人日暮位の表示となっTいる．（「児王の遽醤モ事鮎著■く．）  

人8 0鳴ポイント  

児玉の送迎車貰庵l相  か芹  0卸ポイント  

ト11トhfn†寸）■すもが、▲b■で1壬1かけとわつント丁も．  

－
た
T
 
 
 



平成21年度   平成22年度  

●地虚子竃て支オー点■羊  

暮○■lJ責■♪一幕IIt人力丁もこL  

A■ r 目 ， 詳財t〃ト l■すポイント  

・ひうl∫聖（暮★分）  

03－4日蘭腰 幅 か剛178ポイント 

○さ－■B〃M別tセt罵あり） か■239ボインl 

058叩 か■218ボインl 

058岬（●♯■充あり） か汁調5ボインl 

06－？8岬打 かF力8ボインI 

○¢一丁8仰（■れ姓充あり〉 か断Ⅶ○ポイント 
・ひろば父り■暮分〉  

○血書ひうばの■■ ▲Y か輝■？ポイント 
ottの子■r力竃■bも■嘘（l▼■抑 止 か靡22ボインl 

○■tの子▼てカー■仇取鵬（主事｛書■〉 8▲ かゎ30ボインl 

○も■の子Tてカモl鷹鴫¶■（8事事羊■） ss か撫”ボインl 

0も■の子■rカモ■bも取■（4事★事■） 附 か■イ5ボインl 

・センター暫  058脚 OD か〝コ？0ポイント 

○か′7∈川岬 醜 か■398ボインl 

0嶋■檀t（暮★分） 師 かけt29ボインl 

0嶋■樗t（■■I■腋■れ■分〉 白G l〉、斤88ボインl 

・：tl】■聖  

○暮霊分 8H Ol か耕14ボインI 

●撫■分（七■収月日■て力膚■●もれ榔 餌 か片22ポイント 

ポイノ†緻肘 8、l 

●一疇預かり■羊  

■■●～六tカ、汗彙托入力▼もこと． l  

I 日 ， 三脚巾ト ●■ポイント  

か靡叩ポイント 

ト」  

㌣－ぐ－－・Lせニ ⊥ニ堰∴二ぎ⊥号：こもぎニ∴巴⊥ざ：ニJお－   －⊥ノ鼠・∴ど 
∴．．   

、 



平成21年度   平成22年度   

くI■t■2＞   
＜l■t2＞   

l  －■かけ隷  ■βBt  ■  か舞 抑0ボインIl獣M 
●書慮ま二■1tl魚l■■】■   

ポイント   

－りU一   一  
●次世慮王事．．  

か斤 t・。ボイン‥∝－・－ポイノト  

■一  

●チどもを守るt■享フトワーク1■縦■化事事   

｛） 昌  l  

（▲■▼■l   

，  相中ト 叩軒ノト  

一・■ ■… ■・■  
（ビ■■■」■t■■■¶の曙■1■t■仇しでい1八、■書〉  人 0■ポイント ロー  

土lこ児t■冊への■「佃上きせもた敵J）■■のt■  
（仙仙W仕■1㈱ノn、■■●）  人 0■ポ▼ンlO〟  

A■  ■  日  日一  汁■Mもーント  

（何州▼t）   
●巾～●1◆■に1、てIi■■●tの書■が■●でホ●こと．   

■11■▼も■■につ■▲●乃山■■■】＝Ot人力し、8－こlりt人力▼もこと．   

l一触小ワークーi■飢■r¶巾上t伽－－  
lt船ウ一っーケと餅M▼■抑一■－胃穐t－  

l…性肘＼の■t鵬句●bu  
ポイント■l†  

く■■8＞ その飽・劃▲エ夫のあるセ細t一ついて★■している■AのみE入する   
●その■l．1H】■工夫の■〉る】択一について   

一人口＝」山 卜  叱■人口（0■虹1山○▲籾〉＝  

猟年収21■▲月－8Ⅵ庄（tl人IJ3月31日l■ねJ   
「 ‾m   

し  
光Ⅰ伽 日三 馬転』   

廿t白か■■▼も▲鴨町小川町岳暮】－■2－－よ中に■紳■児1－†■岬■暮一さく一－■職止さ，トワーク青書む）が■■さナいn、もか．  れてtュ量l 
るTうlこ⊂〉竃二1ナ●．  

■｝ l   

叫 岨人口＝⊂玉＝工＝＝：：ト   兜t人口（○■山上18▲乗j暮， m  

．．石．，．隅＿しn、もか鵡，．ほも舶。。t  
※平成Z2年■月181■在（もしくIJ∋月31日帆I妄）  

F′l l・叶tしていも  

鮎 ‡   
川叩．．、‥．…．…．…叩．．．“．し．．。止…，＿，t．t．，〝抽れてい…．蒜 

児1伽去：三三‥去憲蓋…蔓菜慧…芸≡‡三≡…；三［∃壬 監∃j   
柑〉●のt■■こ●▼■▼【rの椚il、T 景㈹〉け■上し′A、研一と1‖L   【■t怜書■■Tも全市垣■l翳■8亨】▼■之2事■中〔■■■鷺】■■H■匝■■輪（■W止ネト ークt・   

■uTlこ－ナ●寸■のう1㌧■■▼も■■にlュ，Otl己入▼●こと．   
ぁて11奮餌う⊂0書ブナも．  

■咄■寄島檜プロク，▲J“∵コt、－■】、r－楓20－－り，℡88■光一－11ク8m－■土中ーー■一明・1u■■”－■＝－■”－・欠世代▼俺11剛■受け▲の文明●事  ■l月ほIl▼■l暮！事lごついてJq〉8（象）Jt●■   い  
責付▲ガ●●■■■カ 丁 

【■一灯t●一丁引け村のみ■申罰－は●仰■■しれ－抽．轟てlほも酌にOtlタる．  

葺許諾；削－の叩  
1C〉t人ブt〉lH⊃t来h  

け■している  
▼↓んて羊ともt±｛■てLとがで古里l●に－ユ、て職員1≠●△、如して彙lこtlu●¢け■   

・   
‘t■■貫の■■t長の主体■′一子▼て1檀趨■文几のt■  

．ホ…－…t。、て、，．＝．，．．……．”．…．．（．仙止．．，＿，  

■●l■兜暮事l｝■l■l■   

「  

■慧Il  

DSll 

◆ ⊥11「こl■′も爛恥うぅ ▼■▼も℡■lこl才 く）tlと人▼●こと．   

▼巾●■■ ■■■■   

鵬叫tのt■嘱＝－も▼べT¢■■に1－て．℡¶囁け川鮎しないものと▼L  

b■▼へん丁子ともt重み▼てLとがFビt41■に・ブいて朝一任■1咄－●が●州レて■lこt入朝t暮のけ■  

ボインl  
■■・・⊂・・・・・リ・   

■t匝■■l書イン事Ic仁■■■ さ饗旦■¶∫tの■の▼■曽7疇帥〇疇■u⊥事札n、ても軸一声応わ叩ウ土■こ以、T7■帥し、丁れかt■札TいTもー■■一虞堪れn、旭、ポイ了・－肘、■不さnlす．  ■■■■児1¶■■■■■☆（■Mlカ止■ッlつ－クt■く〉の蹟■・■t  

h・子どもたっ★人か’の   

■イント  ・★■のIt■  

・恩●■l■■噌■●の兄一■  

【・中・■麟1の■】■mリのl■▲   

∴・・▲  
・モのt●【tユ大のあも■l■  

l■■○■H什■インサ」∩“■■l郡血yボインl  

■tl刑■でI一千9脚■事▼叫帥▽朋以上T■していても、一曹モー方応嬢ヲ0”］こわいて用帥いーれかモー州してl・てヤー小■事虞1ほ廿てい甘いボインlけが研～れ1▼．  

ー
竺
－
 
 
 



平成21年度  平成22年度   

●予算稚互状況ヰ認表（必須入力項目）  
● 予算措き伏流年表表（必須入力項目）  

実篤する各事重の事輩■．寄付金その他の収入積を記入してください．  （皇位：千円）  

実生する各事業の手蔓升、寄付金その他の収入額を記入してください．  （蔓性：千円）  

域協議会（虐待防止ネットウークを除q  

l勺  

－  ∴一 
ユー・－   ・‥－一ユー’・ニーー・● r●・－‥－・一上＿∴ニーで十■、●Jヤ  ＿ 、 

． ＿ 



平成21年度   平成22年度   

●平成20年虔の申ホ・妻】■の撰5兄を王己入してください．（必須入力嘲呂）   

● 平成21年虞の申請・実牡の状況をl己入してください，（必■事入力項目）  

平成20年Jr交付中川時   平成20塵廉貢Ilペース   
平成21年虔交付申汁岬  

平成20年膚交付工夫正中  総合計ポイント  
平成21年よ夷l■ペース  

機会計ポイント  
平成21年虔交付訣定繹  

総合計ポイント  総合計ポイント  （単位：円）  
（1位‥円）  

q）  ②   ¢  ◎  ③  
Eト   

◎  

業必須入力  
※必須入力 

★t♪及び○■の∫倉I†ボインIほ（■tl〉→（l11■3〉よでの含IIのポイント書l∈．人しTくだ諷、．   

t①及び○■の■合ぃ■ポイノトIJ（■t「〉－（暮▼鮎〉■でのさ押〉ボインlモl已人して（た諷、．  

千慮20ヰl量のI一式で■出きnた．†鎗倉l†ボインIj●かポイントモ■t■のよfl己人してください．   

千慮21年∬のけ式で■£さn／こ．√瞥合■†ボインH■のボインIモモの文一た人してくたさい，  

▲01■ユー瞳21暮3月108月■生9，t■書見■1t■031岬t交付1臭t▲如】■q）交付Iltl己入しTくだきい．   

●○■lJ平氏21年書の交付式富■I刑■か交付－1己人してくた謬．、．  

■千慮21■鷹1こ交付モカ）ていない市『呵lュー（りモ人丸．てくたれ－．＝■でlエエラーに与りよす．   

嘉▼蜘■ホlこ交付モカナてし巧八l市『円IJrOlモ入九ノてくたきい．空■■P11エラーになり蒼丁．  

● モ後に平成22年丘事前協■時の状況を記入してください．（必須入力J貫日）  

●最後に平成21年良書前】丘暮時の状況をi己入してください．（必■零入力」唄巳）   

平鮎2年オ挿絵議岬  

捜合計ポイント  
平成22年虔内示鐸  

平成Pl年訂事1m協；■時  平成21年庄内示鎖  平成21憂慮交付申請額  

平殿2絹交付拍欄  

l麓合計ポイント  

（単位二門）  

（豊飽こ円）  

（鎖飽二門）  

（璧拉：円）  ①  ①  ①  （さ  

◎  
D」  

①  
El‘   E」  

其必凛入力  
※必凛入力   

■（む－ユー慮22▲鷹の事甘■■■のり▼1■り－（l▼l■釦までの峰台l†ポイントモl己人してくだ訂．l．  

雷¢■｝千慮21年l■の事書l■■叩く■tl〉一（ll恥〉1m蟻含■†ボインlモl己人してくたさい．  千慮之2ヰ∬の事¶t■の樗式で■上ヒされた、r鑑合計ボインり●わポイントモモの貫王妃人してくたさい．   

平慮21暮l■の▼納】■D櫨煮で■出きれた、r牡e什ポイントl■のポイノIモモのi▲k人してく托さい．   ●◎●J内示●」こl己■さnていも量■tk人してくたすし、．   

書01■ブl勺宗●に亡■才れてtlも■llモl己人してくた亭．l．  tO■J千l■22■l■に●■▼も受付●lI臍佗入してください．   

■●●i千l■21■■に■■了も交付■■■tl己人してくたさい．  

※〇3は入力前ほrNG」と表示されます．必事事一天を入力すると「OKJに変わります．   

※35は入力青拇「ト応Jと表示されます．必蓼事】事ミ入力すると「OK」に変わります．   

－
∽
】
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

別表3 平成年度次世代育成支脈策交付金事莫計青書  

1．蕎主事王  

（1几児ま戚全戸訪昂事暮（こんにちは赤ちやん手書）  

（略）   

（か）l判膵駒I圭一t机肌、当該胡脚立裏u停どから．全戸鉢呼l】恥対lと頓ノ事払すべて¢脚計上すにと．  

（泌l腐蝕美人飢11、★事蜘腑勤打も人緻モか上すもこと  

■  

tト」  

ーー＿．t、 － 穐●－′＿，．＿．＿．＿．＿．・－、． ◆’J－■ － ▲・れ■－壬． ▲－Jl－．  

■・－‥ 一  ・、・－－・ 
．＿ 、＿＿－・  

＿  ．＿ ▲ J■′ －・－十 ． ．＿   



平成21年度   平成22年度   

（2）養育支援訪問事業  

謂隅 澗真樹 澗延順  

育訝㌻品轡合計育篭吉事」設轡合計  
〔紬鮒  

肋、掛掛所） （件 「件，  

【】 
口 0 0  

三脚支‡結実人数 以下の（り（釧こついて該射る太枠内に伏臥  

（略）   

育 
棚闇 （1瀾 掛  

合計  
へ 

相温訝 （2）弼 抑  

W/ W ホ「軒¶叶¶忘忘ニニ．研催削い鮒は 】 
0去暮勤対針な弧、・  

C主1）相識－¶ま棚耕法柑撞巴入丁る・紘蜘止榊皿、一貞子▼甜－n甜肘に州『好個齢眈糧、瑚こ封く胴  
耽なった一缶1掛．mンけ丈と  

ぐ主かトRこ1呵1伽藍拝謝上す比  

髄）ト8識¶1拗けろ人間廿罰計上すこと  
ぐ排日コt¶1珊∬）った棚（職■脱線餌ソーシ十ルナ功一靭肝酬上す仁と  
脚ー欄■此よ槻M恥：鼎棚折渡伽沖軌欄■虹組且  

－
∽
川
T
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（3）ファミリー・サポート・センター事業   （3）ファミリー・サポート・センター事業   
0フ7ミリー・サポート・センターの概要   077ミリー・サポート・センターの瞭   

1■ 2一セ脚 2・セ1甜州3・珊 5 

史… 欄（，，芸貰芸…仙…；慧芸冨（品  （、，鞘．ト芸…軌 （，，．け．（叫量！．．蕊…   

傭・嘲  （  欄）妙所） 叫（人） …！…竜（人）と  ∽  鵬・．馳  （  哺〉 ∽価） …‡仇＝（〟【u直・囚≒ u                     l」   

㈹相関ノ ーH■委統∵欄傭  ・   ；1】  
膿・拙  き  ；‡‡0   

0■＃門毛（該当する細に0を記入）   
○雷幕内容儀当する嶋に0を記入）   

1．甜                    2．病児・緊急対応等牝モデル事業   1．蓋わl井  2、病児・緊急対応雀化事業   

センター※楠  センター業務   センター業持  センター菓粍   
（1）壬1の募t、董はモの他の会■姐t薫幕  （1）賊・瑚の『扮、り研こ必事欄■モ付与する蜘   （り会lの幕1、i鯵モの他の圭l蟻薫霊覇  （1）貪■の嘉集．童はモの世の会1鯛竃暮職   

（2）乱川嘲との1慎什■の暮■（匿靡アドパイプ‾・協力E■描の王象）   く2）†ほ撞助i毒■の印1書   （2）相互嬢軌渚■の■董讐                     （2）相互嬢助活■の■主事  
（き）壬■に対して相互ば助應勤に必苧な知■を付与する川平会の間t  （3）腋打の責付1爪牙傭■①削ヒ   （3）壬■に対して相互蟻助詫■に必事な知■手付与する■t妄の研t   （3）病児・病捜兜の輝かリーlこ必事な知▲を付与するh℡会の間t   

【良書責付峰岡（ 時間）  】※1   
一■■＋■‾‾‾’■■－‾‾、‖‾▼－■一‾一‾▼▼‾、   

（4）医片■蘭との連覇♯嶋の暮■（匿景アドパイザー・協力区t■間の濃定）   

（4）   （5〉近胡市『村会■の費け入れ   

満帆容  活動内容   （6）用箋度欄欄相川lヨ1   

川柳t仏の仔書H鶴崎や俣書l打tの子どもの欄かり  （1）病児・…児の恥、リ ；0利用棚（見込）一  件   活抑電  話蜘勺容   

（2）領事ヰはまでの濾遅  （2）樗泊モ伴う預かリ   （1〉保丁▲鰻の糾問輌絹耶打撲の子どもの即、リ      （1）病児・病後児の削、リ・10利用相成込）        件   
（8）鎗麒鑓兜蔓クラブ＃7雀の子どもの輝かり  （8）モの触（阜偶・礫州讐の緊急疇の輝かりなど）   （2）保有▲鰻までの遽趣  （2）宿泊を伴う¶かリ   

（4）竿校の放ヰ鶴の子どもの剛、リ  （4）上妃lこ伴う侵書籍ほ、ホ児・ホ犠児偏▼亀軋自宅讐の帖の送迎   （3）験算牡児tクラブ持丁験の子どもの削、リ  （3）モの催し早軌・夜州事の緊1時の輝かりなど）   

（5）慧ヰ■祭や■の子どもの掌横行事の胃の子どもの積かリ   （4）字枝の敵＃壌の子ともの環かり  （4）上砂こ伴う保書俺軋病児・痛快児侵雷一札自宅讐の川の送迎   

（6）1い物事外出の■の子どもの掃かリ   
（5）冠義■舞や他の子どもの羊校行事の■の子どもの輝かリ   

（7）複数輝かりの実篤（兄弟鋳錬を捧く〉♯2   
（6）■い彿讐外出の■の子どものⅦかリ  

（7）書数輝かりの実篤（兄弟■娃モ験く）撫2  

3．ひとり観穣等の77ミリー・サポート・センター鳴児・病後児の勘叫専管含℃．）の利用寅傭  
3．ひとり舞積年のフ7ミリー・サポート・センター（病児・病後児の予防、り等を含む．）の利用支欄  

l（1川肋モ行いたい会lモt先して■ま  Il（8）ひとり耶慶一の受入れlこ対する檀脈ほいたい会1への助成  

l（2）用、帥、帆鵬の斬れな㌘こ軌lこ輔l      ‾つlは★事事と‾ル  l（2）闘、硬仰、布泊、≠Bの受入れなどlこ柵lこ対応  

真の合計数を紀■すること．  は）ト墓霊事薫とホ児・緊急対応濃化事1（以下「病児事霊」という）の丙事纂モ実篤する嶋含IJ、2のセント研珪峰肌J、■★事∫lごついて、■■だtと倉■餃に  

2，モデル事書奄美■する事罵請書Ii、3の文辞数に11含主ない．  
ついては、▲★事書と■兄事纂の台什鰍モた瞳すること．  

8．薫1任■の受付・■暮モ行う18当たりの疇M蝕と時間帯モl己入すもこと．  
2．蠣兄事轟音実篤する事務所▼は、3の支ホ故にl葺合重ない．  

4．※2ぱ肋モ行いたい舎■とd鵬を貴けたい貪■の間で舎tがあり、かつ、フドパイザーが■茸モ行う書l：軍全な何かりの莫慮に留鳥するなどの   3．難1今年度からホ児・買え対応♯化事暮有美絶する■台．  

取撼があるt舎．  
4．毛2 提供妾■と飯■会■のMで合憲がホリ かつ、フドパイザーが鵬暮引子う特に晋全な輝かりの軍師こ留吉するなどの取馴lある■合．   

：朝  

「J▲  ▼ ・－ ◆、、 ふ・一山●ニーーJ甘篭‥こ⊥うふ∴ 
■■－－   －    、●  －  i   － ■ －    －   

一▲一－・－←  



平成21年度   平成22年度   

（4）子育て短期支援事業 千丁〔短棚担彗緒  

ア歯人＃雪濾■h（ゎートステイ）事1  

人 
側・雫  

t王腑  

2  

臥．  

5  

る ／・如拙施聯靡、  
は1）r■拉讐凱■こほ、兄事■■■岨母子生活支♯■比■脹錠雷蕎、量■偏■士専を日量すること．  

ほむ【串托先”i、河村が事■托紙するt割こ仁■Iもこ乙  

く逢劇【霜在tl●こIi．先必¢閻モ蝕もこヒ  

は4）t¶や餌士尊か卿う委託雄ナて事l陀井▲する義郎．1▲敵組■こIJ†玉山やー鰯▼士l讐とだ人丁もとともに、r雌釦、r躊在勤¶こほ壷托元か髄は名筆を臥すもここ．  （略）   

イ仔舶暮■事rlウイライーユデイ）暮暮  

貫■■け 哺循兜一散t人臼）  

卿 … 一帽・・刷肘ノ卿酬＝  

， ト隻士．1剛  

2 
ト．．  

ほ1‖仙t瓢■こl】、肌組母子王慮支1山I、礼服棉所、王■停■士書手肝ること．  
は飢彙托先Ⅲ．間Rが事嘉モ繊丁る一合lこEtTもこ乙  

は∂）ー市電11●こIJ、棚の蛾モーTるこL  

ほ4〉1■p仰士讐が冥竃肋う桑托モ加て事1托貫■Iる■糾．1舶用動■こ11†量軋や【＃書士」讐と臥するとともにー雌軋．一所在勤●こl】彙托元か御名I拝臥すもこと．  

－
∽
叫
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（ち）延長曝書促進事圭「  

＜禽ポ土＞  

騰靴碓  
分）‥・11鵬L舶鼠上側甘薯tt  （削除）   

れ1●暮とカウント丁る．  

30分l止○船つ干噌It脚1人は上  

・1疇R繊1♯岨上○桝かつ平卿8人臥上  
・2●■鼠上の竃i脚モ批レ、かつ軍畑g人は上  
（■りWl■lて事卿8山のt倉→80触  
（鋼2）r≠暮l掛川■て干珊肘2んという■含  

→l脚書如Th又けさ○錮忙泊  

くE）止の注t＞  

l．t岬1耕一巾■音含帆l．脚托i側礪久すもこと．  
2．【■1酬陀含醐モ2岨丁も：と．  

3．F■11新盆事卿）醐に1、てJのlの（5）柳7糊を臥すもこと．  

4．鵬、一別▲洞野抽にユ、て畑lの仏）ゆ）7に事大雫酬托臥すふこと，  
5．1■1 

貴書一城■助‡かに肌た晒E入Tること．岨Tl人軋上）  
6．I■1r交句▲棚nlて」の1の（～）柳†のた仰眈8蘭鯖臥丁もこと．協力人u刃  
1．J■1【斯曇■劉）膳じユ、て一の1のl引柳Iq柳陀寛■克騨睦臥丁㍍と．  
8．k■1モhモ醐とにl汲ひ…振乱た蛸托臥一層にと．  

‾ －㌃ ・－－－ニ 
一－ ． ＿ ． ▲＿ ． ． 

一丘・1一  ニュニ＝    ■  



平成21年度   平成22年度  

（5〕絶域子育て支捷拠点事羊  

乱嘲摺  

舗…漸慧醐霊気（瓢一驚響！讐数】 f芯，  
鯛I  脚 （一間  （力  （員）  （月） （即 （鴨場  

一 一一」  
一…→▼－1一一＝－－－一一一－－－…¶－－一一＝－－一－…－一一一－－…＝－一…－－－－f  
→一…＝－－－－－一一一一，一－－－一一－－…一一一‾‾‖…‾▼－一‾▲‖▼■【▼▼▲一‖‾‾▼▼▼▲▲‾▲  

一一…一一－ ー＝－－－－一一－…－－▼一一一＝－－一丁一＝－【－－一一…－－－一一一－－  

一一一－－一一－－…－－－一一一…－一一一一一一－－一一一一一＝－－－－一…  

（亘りl榊凱●こ】1．公判吼公11字間▲冊亨とE■TもこL  

（左勿l■I■仙■闘＝H鮎IJっT仰l暮う嘉島．1切目托IkT■脚■版た人丁もこL  

鶴川頼｛，旺【加11t■仔j●：11、雫糾1一触8一腰劇1譜∝一晴▲財凛亡代一山l班別封〉鮒舶▼一変び■叩こ11て」1の（5〉○エ似TH抑うち丘墓†経書蛇入Tlこと．  

（か）lt勧千粁預恥t脚J●こ†I、干l如暮11肋81叉加11州Il灯虎せ代t■支義楕交胃封〉鮒考l事1肘■脚In－て11のく90那別7H潤うち心当す祀矩Iペて巳人丁るこL  

…   舗 榔 儲年酬認現一豊汗慧   ‘ （即  柑） 【l川〉  （〟   ＿＿ ＿▼＿▼＿J＿一＿一－－ － ・－－一一    一 － － －  ・－－ －一  ‾‾ ‾ ‾  ▼ ‾ ▼ ▼   u   －－一一一一－－－－－－－…一十－川川－－－－一－－ 一－－－－一一－」一一－－一－－＝一「一一－－一一一一…一－－‾‾ 】  

（討〉l難■楕J●こ】1、翳■布、E緻剛汀ること  

憺が■■帆●こl】．抽臥Jって聯貯▲う■食．柵鵬l独■こTttの■Ⅶ托臥一にと．   

－
諾
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度  

（5）地域子育て支援拠点事業場き】  

斬シター型・闇蛸l…働  

繍 副折 

， 

（か）ー誹餅J■孤、服腑馳餌㍍と．  

仁王カl熟年舶鯛壕】咄脚廉恥と磯l野江と（平i一輝l月1田棚l掛軸仇l）．  

Gお〉r軌欄ロ、鴨白l謀って剛台、鰍すt伽職臥す紅と．  

G王卿耶j■こ臥平蹴輝0月0巳t酬瀾紋付釦枚郁幡鞘波瀾こ11て川D（9◎オ（酬う娼当す城明弘す仁と．  

他州躊櫛（舶例鳳t遭、平麒障0月08酬次世代†闇湖陵他放彬托聯個弾こ11て」岬（粥琳り】遠謀棚  

■す左と．  

舗 謝 恩明朗思語（認諾棚撃  
（月）（日）（疇珊（〟  

児i館  

児i膝  

周防  

G主が削檀ロ、隙白】Jっ㈱合、晰駄す酬招臥す仁と。   

」  
ノ・l  

二てヨ．  
、 

‾  
■－ ニ・一一1皇▼ キニ遠耳∴■。空ユニ∵せ⊥－∫牽盈ニ・牟・－r ダ ぎニケ霊⊥ニー∫懲 －、■・l ・．一■   ぎこふ1ヱ・一ニー√懲禁∴－ギ竺∴ニ。きこ†ゴー、r二虹三繁∴温   



平成21年度   平成22年度  

（6ト曙酎、り事業  

伽珊稚  

舗   新 一課昆 ■制服■ 腎 ど） 

仔事晰  公・払  人  日  時同  

棚  公・私  人  日  鋼  
し】▲＿＿▼  

悍斬蕪  公・私  人  日  時伺  

保簡  公・払  人  8  珊  
トーー－‥－－一一・、・－－一一－－－－、一▲一・・－－－－－－一一一一－一一▲・－－－一＝一－－－一一－－一一－－▲■■’’・一一  

個所  公・私  人  8  哺  

保育所  公・私  人  日  l珊  

保育所  公・私  人  8  I絹  

保育所  公・私  人  日  印  

保桶  公・私  人  日  l珊  

甜  か所  人  8  欄  

㈱型  

名跡   軸   一瓢J瀾蝿憾 雪詣ヂ  ）  

欄  公・払  人  8  

公・私  人  日  l桐  

公・払  人  日  l荊  

「一▲‾▼‾▼▼▲‾‾‾’’■＋「▲‾，‾▼、一‾‾【▼一‾‾‾■元▲－一〔「一  人   8   鯛  

甜  か所  人   目   鯛  

鑑）慢別丸●にIJ．公屈嵐虻」L，晰育て割拠点等を！讃すも：と．  

繊l型  

譲  棚   農法l制服  師白熱  

公・払  人  目  l絹  

公・私  人  巳  哺  

公・拡  人  日  l桐  

甜  か所 左謂   人   日 覇  

鑑）「惑斬j一に11公月厳罰ビル増妹子】打羞細腰持排すもこと．   

一
望
丁
 
 
 



平成21年度   平成2・2年度   

2．その他の事業  

（1）へき地保育  

晶別 肘   濫忍靴書≡ふ   

A日；c  
月人 人；人j人人‡人；人  

t桑托先  0  

】  

2銃先  0  

【 】  

▼▼  3蔽  0  

（略）   

I 】  

l紙先  0  

【 】  

5▼‾  
0  

【 】  

合計（）か所 008000  

く記入上の注意＞  

1．r級l■1100浪人00■舶こ晰ナも＝L  

～・肌■1聯l佃咽柳1叫■量刑脚・■刑仙■れ脚丁雨脚▲の文f同恥甜■暮●識代J抑（1）○慎棚当する  

㈹入す比  

射Ⅶ朋餌甲臥刑は軋■1十舟¶曙ぉち干廠t軌IWlO皿W比  

■イ■■u山いWl以上q穐1上とな）れ棚すモ⊂b  

ぎ封，．′▲二祭一て咄？竺－1こ ′血J～；＿巳」T毛】遥√』   



平成21年度  平成22年度   

（2）家庭支援推進保育事業  

鰻t主体  保育所名  

材l児王  与川  一考  
〔公又は鋸   （桑托又射㈹瓜   入所亭   優爾士穀  事某月赦  

ヽ   人   月  

公・払   
委託・禰軌【  】  

公・払   
委紆補助【  ）  

公・払   
封‖川〔  〕  

（略）  

l  公・札   
紙・1削  〕  

公・払   
封t・1肋【  〕  

公・払   
垂耗・1助【  】  

0   

く臥上の注意＞  

1．保育所こdこ妃脚）こと．  

2．拉■主体【公文は封Jtは、どちらかに0をつけること．  

3．保育所名【垂托又は1助刻■ま、保育所4姥把厳の上奏紆1助どちらかlこ0をブナ、「Cの法人00会jのように垂托先巳脾専の名草抒妃人すること．  

4．†対象児主人所動■ま、当該保育所竃に本事1抽対l児圭赦を入所脚雄放でl乱．た数字を小数点以下事1位まで記載すること．はす10％以上  

5．「加配保育士軌■軋豪事霊の要件であるt電墓竺及びその一灯札肋金の配一基響こ札玉汀る保育士の抱こ加軋た保育士数をた鼓すること．（必す1人以上   

ー
冨
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（3）次世代育成支援人材養成事業  

書道府県名：  

市町村名：  

¢コーディネート柳惟  

臓¶，る 
実相 欄間脚 稲畑（〟 配敲  

月日～月日  

（略）  

◎ス如朋稚  

叢実っける 
実脚 棚隙（珊 l臥赦Ⅷ 配置先  

月巳～月日  

、－ゝ－▼ ′■   

■ ▲り＿＿．」＿   √  J  ＿ム＿・Ⅶこ，一丁√㌧F一戦ニ〕－  －－」註こ⊥「つ仁 ‥＝－－ －  ●・－ュ■【 ＿ど一」5こ〕蓼二T こ仁一F  



平成21年度   平成22年度   

（4）子ともを守る地域ネットワーク鋸巨鬼化事業   （4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   

ホ■1日名：   

市¶同名：   

■乎触手3月818手定   ①≠ヰ1兜】l対策柳）鵬   

錘保酬脚わ榔 ・事慮2量▲RR覆存                顎 t冠琴をE以外人…人  豊中酬人…  
■平叙控如月1R漫才  ■平成2咋8郎18予定  

◎蔓銅鐸   
書脚）名札事▲t岬   A  B  C   

卿枯 ら 洞人数（人）  柵綿貫生泄  
17）児認諾 ′  

柑  ■▼  恥   
（イ）！－三蔓；諾謡漂 ◎甜  18 C  い鵬   間  

⊥一一－  B   

⑳何州（墓㈱実】軌1零件）   冥肺槽  取組内冨  
こ 二7，・  

・■ i・て・t・  

アi脚ッり－ク…の¶他祉モ剛姐  ○何州（榊喋の鄭モ削  
A  B   

抑柑 ＝内冨   

p   

ァ掛ワーク酬帆酬姻  

クI晰＼の脚鵬 ■   ィ附トワークと脚脚脚も取組  

（射〉騨折る一部こけ、∧●こ0喜つ｝ること．  
ウ t鶴見への腑れ娼   （護力暮★事霊（○）】】、■tt綿こ■lモE■（¢ルてい加ナれけ対一にぢらキいこと．   

はa）付脚t（○）li．義＊事暮（◎）の劉軌I事件であること．   
は1）取i陀冥■丁るt倒こ1i、A●こ0を1丁ること．  

はカ暮象事霊（◎）11、■暮一個こ■lをだ■（¢）してい甘ければ対lになら樹lこと．  

（左8川脚義（○）li、基本事薫（◎）の実■が辛停でホること．   

－
冨
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度    コ乙  

（5）子育て支援ネットワーク事業  

㈹碕己侶領域  

連携・協力機関等  

配断る†書報の内容l  
搬寺領域  

共有する仲卸）内容 連携・協鳩閲等  

③†臥†膏緒領域  

名称 胡・協力柳等  

（淀江連携・協力開」糧こl言、保書風学校、企れ保断槻己載すにと．   

紘一▲F・－ご翳ゎー㌣豪「舟＿｛▲  ＿■ f＿＿，－＿＿′㌣  －   



平成21年度   平成22年度  

（6）子どもの事故予防強化事業  

市町村名：  

①基本分（槻適当者の配■等）  

配置する事業実権担当者蝶1 取組内写楽2  

楽1「母子保書経遭1」、ほ育概l」など妃鮭  
業2単にパンフレットI托配布奪するだけの取組については評価対lとしない。i紘明する一所（1綾取月健脚）妄動n、国数や人机ども妃舷する．  

◎加書分（事故棚封会の胃催）※3  

扶持会の礪成l※4  検討内青菜5  

業3◎のみを実斬るt舎は評恥対一也ノない。  
媒4「母子保饅推進IJ、ほ和IJ、r医軌、r促せ机、「保育士jなどをi己鮫  
楽5挨村内劉）胤捜指因数なども記載   

－
雪
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

3．その他の事業（地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援サービスの提供等を行うための取組）   3．その他の事業（地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援サービスの提供等を行うための取組   

（記載上の詮方創   
（た載上の注意創   

業（1卜（7）に11て、錮漉こ11てA橿こ0をブナてくだ乱l．また、拗！賭の「頑舶虎方応脚プラ山におしlて軌プロジdトで、（1卜（7）の規碗打る場合  
lま8轟こ蜘ナてくだ乱l．   

瀬（1）～（軌こ11て、耕すも中畑こ11てAtこ卸ナてくだ諷l．王た、鰍「礪払絶方応亮カグラ山において‡圧するプロリカトで、（1卜（7）の規視ける穫合  
は81こ肋ナてくだ諷1．   

驚事尉納経出嘲こ封ルれlただく神州行船価こ臥以下の肌戴されてい瀾こマーカー召lさ、さ曳こ（1卜（丁〉のどの瑚こき当するのか触ゝ捌  
わせて組′てくだ諷l．  

※事嗣遍別抑‡址嘲こ軌ていただく糊口ま、以下の蜘臓れているt韻こマーカーを引き、さ勺こ（1）～（8）のどの耶弧こ該当す訓〉か分か誠ゝi糊  
わせて組′てくだ乱1．  

Al sl AtB¶  

（1）安心．て子どもを生み育てるこ也ミできる社会について地専任民や桝惟暑が参加′て共に考えるt会の提供  
（1）安心て子どもを生み育てることがでざる社会に刊1て畿囁住民や関係者が蓼力山て共に考える七会の提供  

（公宅看男女の絶域住居の主体軌子育て支援酒乱交浣の促進  
（幻老若男女の地域住民の王制範子育て支線舌乱交浣の促進  

（3）要保由比圭対策鳥篭縫会ほ持防止ネットワークを除く）の改正・道管  

（3）璽保護児蔓対策地篭協縫合（唐織止ネットワークを除く）の設置・遭曾  

（4）子どもたち真人わうのt鑑相鉄讐への対応  

（4）子どもたち本人からの弓臨‡腺野＼の対応  

（5）★育の推進  

（5）食育の権道  

（6）宇摩内専における子どもの事故休止対軌椎遽  

（6）患書初保t対策等の推進  

（7）息書期保t対策専の推遭  

（7）中高校生の居聯■Xリの稚遭  

（8）逃匝児圭肺舌抑椎遽  

以¶ま、上記（1卜（丁）J沈外のモ¢tめ柳桝雛帥則【工力臨加′た子育て支甘サ・ゼスの檀肝うた朗〉捌こ■ユlて謝礼てくだ乱l．  

渡文付中一紬（交付金の批す湖、すべ¶こ11て、それぞれ暮己根ノてくだ諷l．  
以¶ま、上紀（1卜㈹以外のモ¢他D亀l払糀や糊l工夫嶺加．た子Tて甜－ゼスの棟断た朗〉槻こ11て肌てくだ諷1．  

贅薇杯足している■台こは、行動′て臥してくだ乱l．  
装交洞宥テう肋（交付釦対tとする事船、すべてに11て、モ九fれ紀軌てくだ乱l．  

①【事書名】  
謙船不足してい胡愉こlま、糊姐札て臥してくだ乱l．  

◎【事暮名】  
①【事井名】  

◎【事業名】  



平成21年度   平成22年度   

芳l舶描式第2  

平成年度次世代育成支援対策交付金調書   

都斎場名  

地力ー公共団体  

【＝】  

櫓入 糟出 傭雫  
（略）   

★出千手科目 交付決定科目干Ⅰ現鐸収入洞科目千鼻覆甥う朋支出洞うt測  

の蒲 柳 助脚  

円 円円 円円円円  

也  
1．巧鋼頚鄭Uり、蠣スこ鳥n¶エ、当析撤脚勘を、蝿出諭すは珊欄干相加、醐現軋▼甜‾ること亡  

乙肺jは稗となるべき事筆脚するニヒ  

よ
？
 
 
 



平成21年度  平成22年度   

鋼裏1  
別表1  

平成年度次世代育成支塵対兼交付金精算書  平成年度次世代育成支援対策交付金精算書  

・て」一†iこ  勘毛  

鮒名  椎名  

交付御伽   削仝  交付封l勘  艮■紬  厚生別扶圧ガ  庫■柳  交付闇   

区   分   鼎  臥礪   文醐  田  交醐l縛の  聯鋤  主 ■【1‡・■  ∃」’1l   那紳  封Ii△不足翳  区   分   雛触    巳・一：㌻ （重用払－B）  主事鋼  】軌た儀  1jL「  臥泊  伊一沌  

B   C   E   f   G  G   

円  円  円   円   円  円   円  円   円  円   円   円   円   円   円   円   円   円  
酬  【欄  

／   脚  l  

，‘・ニ■′⊥・■  」  
u  

…⊥■－  

カミリー・サボヰ1シト甘  

t  77ミリー・サボ｛・セント】榛  
H   u 和  

手書醐  d  ロ  H H H  H Ⅳ   H H H  ／ H  u  子†脚       d      ロ   

緋一柳  
・ん   … －  

匹  円 円  u   
L：l‘・▼  

lモの伽湖  

・■ぷ■ 一■  
lその棚  

n u H   
円 H  Ⅳ u  側汀  

l  

l  

托畑雌肘職   
F肌   山 H   

h  

・一触・ゝ・  
）稚代肌材榊  

ロ  円 u   ／ 一十－・－－ Ⅳ H 円  n H  H u  H u 円  1：こ∫手刀倶J－－  
‾ 

子と㈱州一柳 i  H 円  ／ ＝  子榊7叩一欄靴手蔓 i  

柳稚や細江夫を紬／た子れ頭j サービ  

凹 ／   

朋酬畑  
子†て支覆わけ一ク暮‡  t  

山 H  円 ／  u ／ 用 J   

l  子棚  
l   

l  

合  計  小 ∴  
晰推や桐江夫‡軌た子Iて支I  肌≡′－ 

・… 

咄1．外・▲虹色ブIして恥セル横臥†も．そ鰍ル舶肘掛る．  合  計  
2．封財棚′た刻相当粍舶入†むと．  

磁‖・研一沌組頭Iして碗七昧錮帖臥†も．そ願肌沌I和紙も  
3．恥㈱加l経て取削l円梯i嚇打細島入触る．  

2・朋柵た刻M指料靖に臥†むと  

4．醐記入†にと．  3・鳳㈱加持乗じ用た削1円欄J晰て）よ柏I入力蝕も  

5．服搬職‡組下、椚朗／か方棚細相加む仔円塊嚇打  一触内示】粍臥すむと  
5・r恥Ⅰ桐と叫Ⅷと盲阻ひす抽サか加附紬M軌る．（用乗船開脚  

S．恥交伽取臥†むと．  
～，恥文酬闘ヒと．  

丁．H覿淋封入批敲臥すろユ．  丁．欄P、湘†入批l粍臥すむと．   

■  

鈷＝モ遥巨ゴ触乍。二ご、ニ′仰幽か，叫ユ・ニ八′＿  －㌧ 1＿L＿二ゝ＿－．ノ〉膿1 鵬【 一山＿▲＿．J㌧→＿   



平成21年度   平成22年度   

別表2 平成年度次世代育成支ほ対策交付金精算額調書  

1，蕎定事兼  

（1規先手島全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん手蔓）  

和昭名 搬朋 勅訪法廷官・事読の郎  

l 

練の1含】】書経集  

積年月日 さ官■委託 

全ての乳蜘匪抑批伽漢奴憎梓成21年脚 捌  

葡那榊隠康弘  

膿 掴槌■ 
隠枇■硝l∴子用緒；その絶と合計  

脚による聯税（扇 騰 敗（畑妻l  

うち、■生見妨肌一書と同耶要蔦（I糊（d  

（仔）←仙（わ （倖）しl州〉ⅧⅧ（ル（凡（〟≡（力  
（略）   

仰仰 仰／0 0  

よ下の（1）～（3）mlて．該当丁る珊に0を臥  

ち朋靴脚欄  

▲鮒軋 

対1縫t 
暮雪  

東女出♯ 椚会その岨 董弓渡支出嚢  －＝ 
円 円 円  

（射）「脚l全豪貞蜘（■軋皇願書慮の虚生見鮒ひう、全戸脚勲村lとなり恥すべての判断計上すもこと  

（勘「此間書臥勤Ii、豪事軌跡狩紺も人l推計上するこL  

－
コ
ー
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（2）養育支援訪問事業  

（略）   

対甜 実支出せ書1附針の他の臥鎮書羞険支出芽備考 ll し妻Mさ（し一山＝N 円…円…円 n 塙1）相識l℃1棚許此髄久一もなふ馳醐こ劇、－」洋一働け－ 
ビス磯扮すに澗1欝珊成塵、瑚こ瀾  

朗Ⅶ比なった書出1脚汁丁丈b  

船レ・n識Ⅶ1酬計上すにと  
¢田〉…：1和よ榊けち人棚せす計上羽にム  
甜）ロこ1¶1分蜘∬）った劇脹棚職級腸線緋ノーシ●んワーカー割肘脚計上すに乙  
（妨）ー疇樽■1dl醐嘲こ穀！邦嗣書棚鎌田幡行渡㈱側にとも仇  
ぐ雄〉欄醐け州側け相ヨ分銅棚111■ノヽ計上すモにと  

イ   

⊥一－・・＿＝r＿■．ニーー・．一 ・一 ニ ーー、 ・ 二三＿‥＿ご叫、し  ・＿一i＿．こ」 ．  
・ ■－   

＿コビ＿√．と竺・▲．・－・・ 一 三＿へ－＿－ こ・  ＿＿ ＿  



平成21年度   平成22年度   

（3）ファミリー・サポートセンター事業   （3）ファミリー・サポート・センター事業   

0フ7ミリー・サポート・センターの梗   077ミリー・サポートセンターの板   

（，，細片1■票……軌2■セ1諾淵3・珊川，ニごィ讐～…仙≡…芸≡慧い亮晶，  川相木’■芸…2瑠澗3・支掛こ器J∴忘≡貰慧ニラニ恵  （－・一覧）        （   鯛）（か所） （〃  （ル  Lり （〟 L付   （刃  膿・仙    （ 鯛）伽所）仇） 川 畑 呵 叫 仙  ー †     ：＿   ■1■    ■  （2）モデ鵬暮曾・紙・湘                        ；  ∬                         ロ  ロ  （縫・■■肘  膿・蜘   
0櫛痔（該当する細に0を！弘J  

0暮箋師事（該当する欄に0を臥J   

1．基調  2．病児・緊鮒応強†ヒモデル事業   1．基本一環  2．病児・緊急対応甜ヒ事業   

センター業揺  センター葉強   センター薬指  センター葉描   
（1）会lの募集、畳縫その儀の会l離日暢  （り病児・拙の恥、り凱凄瓢湖lを付与する師珊   （1）会lの募兵、曇縫そのtの会l創‖惰  （1〉会lの募井、萱織千の世の貪l酬ぃほ   

（2）相互積軌活勤の■董専  （2）医慮t削とのi桝陣恥t疇（Eよアドパイザー・協力医膚t【帥）書定）   （2）相互凛助活♯別椚柑  （2）相互穫動議勤の■讐苓   

（8）壬lに対して相互は肋活動に必要な知力を付与する■電会の間t   （8）俵＃の受付・■暮体制の強化   （3）貪Ilこ対して相互繊血清■に必要な知■を付与する■誓書の欄用   （3）ホ児・ホ隷児の削、り讐に必要な知■を付与する麟電貪の聞t   

【伎再交付時間（ 疇間）  】楽1   （4）医徽1朋とのまれ休耕のま傭（匿よフドパイザー・協力区よt蘭の選定）   

（4）近川市町村会lの加入れ   （5）酎那阿川ほlの更け入れ   

活蜘  活脚   （6）初年度♯酬丑鵬 維1   

（り糾篤郎躍川綿や脚線了捜の子どもの恥り；   糾（1）ホ児・病磯児の恥り  件   ・′誓   

（2）柑慮凄までの送迎  件（2）霜泊を伴う恥り  件  （り儒菅生拉の偏爾M始鱒や保育練了鶴の子どもの輝かり  件（1）病児・病壌児の預かり  件   

（8）鹸＃一児土クラブ蜂丁牡の子どもの剛、り  蔓  件（8〉モの他（阜翻・酬奪の緊急時の掃かりなど）  件（2）循泊を伴うほかり  件   件  （2）保育集録までの送迎  

（4）字校の膵縫の子どもの預かり  件（4）上砂こ俸）帽巾敷、槻・■賊㈹、白棚 件  （8）放任縫児壬クラブ描丁縫の子どもの積かり  件（8）その削早嘲・才M事の緊急特の輝かりなど）  件   

（5）冠榊帥削子どもの学校行事の削子どもの恥、リ 件  甜湖件救  0件  （4）宇校の膵攣の子どもの削、り  件（4）上臥伴うl打級■か爪帆i棚、白苓削掴  件   

（6）■い研外出の■の子どもの鋸、リ  件   （5）引用粁M拍子どもの宇校行事の覿の子どもの薄かり  件  合計棚件数  ○件   

（7）モの他  件   
（6）†い抽讐外出の驚の子どもの剛、り  件  
（了）その触  

乱打活動特赦 
件  

o件複数削、りの実篤（兄相錬を除く）蔵2  件」  
甜諸姉戴  0件棚恥りの実篤（見柑嫌珊く）嬢2  件 

3．ひとり仰のファミリー・サポートセンター傭児1M肌創動、リ■モ含L）醐技1  
3．ひとり■暮餅のつ▼ミリー・サポートヒンシーu川・州脚かり零を曾L．）桝l用支1  

（り繍助引子いたい会lを優先して鯛1  

対象経■  
（1）嬢軌を行いたい会lを優先して一義   対生織1  

（2）早嘲、夜帆布泊、休8の受入れなどlこ柔軟lこ対応  
（2）早♯、夜帆布泊、休8の受入れなどに柔軟lこ対応  実支出削）寄付金モの紗）収入抑嘉弓陳支出鋲◎（①－⑦）   

（a）ひとリ1宇摩讐の受入れに対する＃鵬モ行いたい圭一への軌慮  
（8）ひとり扶曹長讐の受入れlこ対する鎌軌を行いたい会lへの助成  円  円  円  

（迂）1．暮木事稟とモデル事幕の丙事幕を実篤する■含は、2のセンター間拉時肌ま、基本事業について、tl配tと会l赦については、基本事暮とモデル   
事真の合計数を妃厳すること．   

いてIJ、基本事集と属兄事♯の合計数モた鼓すること．   

2．モデル事書を実▲する事覇所讐は、3の支わ敷lこは含まない．   2．痍兄事暮を要一する事務所等ほ、8の支節救lこIi含まない．   
3．薫11椚即日軒・爛董を行う1日当たりの時間数と疇M苓を妃人すること．   3．難1今年度から病児・緊島村応議†ヒ事稟を実施する場合．   
4．※2 提供会lと任蠣会lの州で舎急があり、かつ、アドパイザーが椚璽を行う陣に腎全な掃かりの実篤に曾玉するなどの取組があるt含．   4．※2 提供会1と任蠣会lの何で合憲があり、かつ、7rパイザーが折聾引手う隋lこ安全な削、りの実篤に富貴するなどの取i拍1ある場合．   

⊥
？
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（4）子育て闇肢劉喋  

d   

脚  
岬舶 恥人名 闇区分…細  

人日 
2一蘭観 l  

一榊■ l  

2蛸 l  

一舶■ l  

什 Il I l l  

偵1）脚漁膿■l子生意力■軋仙任吼瓢仔†士捌け比  
磁2）一組人も■1醐肌ム  
㈹■コ1脚比  
駆）王l醐舶1r椰l■コir王動やl庄†土隠す捌こl馳．一組」、Ⅷ弛敲闇討朗仙蝕腑  （略）  

臥す一にと．  

うイトユ〒イ）戚  

鮎H帽■OH 覗■  
即舶 闇区分…朗最 

餌 深諾誓≡題温≡習翳  
人8 円 円 

四 
‡ 紛 ぃ妻 ●  

ー 輔計 ．曇 

鍬8掛り 8  

▲ 計 Ilノ／ 8 I I  

偽1）ー卿●瓜胤闇乱級任仇王■†紳士葛種田け比  
低か一敗人名■乙間閲す湘恥  
髄）棚］1脚㍍と．  
¢帥里1憫淵1r榔山●］ユー馴研士戯久す改用こr鰭胤、一級」、r棚コ捕甑鵬  

臥†・にと．  

■ ．′‾一号▼   



平成21年度   平成22年度   

（5）延尉捕捉蓮事業  

′ 
・・ 

． （削除）   

く臥上の注‡〉  
1．【■1緋珊辟含仇い、卿2硝臥すにと．  
Z．E柵】、脚含眈脚～41棉那臥す㍍と．  
8．膚】、l郊娃相計旭洋にユlて仰の（5）ゆ）7増側臥す紅と．  

4．肌．慢脂粉汗嵯事にユ、ての1の（5）の伽7に基ズ干棚臥す£と．  
5．ト■い謝金】掟の許日揮m－て」の1の（5）㈹卵緩鋸こ紗）れその】鮒経る搬出側に  

裾汀班I士孤妙に脚こ昭士祈臥丁ること．也Tl人以月  

6．削、l！節会粉l和齢－て畑1の（5）畑イのためl腸暁闇士数を臥丁㌫と．払わ仙止  
7．、●11交付金耶抑調辞n・てめ1の15〕肋【こ側転惑Uこ絆臥す㌫と．  
e．K柵J、それf†爛熟：とに軌及び帥匪足此瞼を臥す㍍と．  
9．相鞭附るI合や榔実t胎肋屯叫糾、酬に臥す虹と．  

－
叫
∽
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度  

15）モ蟻子†て真性拠点事蔓  

触ろt摺  

縞  

耕長官■中㈱軸 潤封 
（月〉  仙  柑）l榊  肺  腑 †Ⅳ  

■  【 ‾‾■■‾■■■‾■‾■‾‾■‾■‾ ‾ 】   

甜  】          「   ‾’▼‾‾‾■‾朋‾‾■‾‾‾‾■■‾t‾】】‾‘十‾，¶▼‾▼■【【▼－’■‾‾■▼‾■‾’‾■ ‾’▼，‾▼■【【‾’‾‾ ‾‾‾■‾‾ ‾【‾ ■‾爛【‾‾‾‾【■‾‾■【   －・－－－－－一一一・一一・一一一一仙十叫－，・，・－・－－▼1・－－－・－－・－－－・－川・－－・・・・・－－【・－・－・－－・・m－－－－・－－・Ⅵ－・－・－－【【・－－▼－－・－－▼              H E                    l   毯11噺■u】．生業見放棚甜汀㌫L  
（迦l職剛u闘．艶8日って軸挿折田揺．榔＃こ丁棚臥丁㍍と．  

は31r限助か沌騨痔l≠コ】．聯11月細l鰍l御脚珊瑚蒲槻び榊ユlてJlの（5〉⑦エ㈹鴻謀当丁る騨姥臥▼£と．  

胞Ir酬打席嘲Ⅲ、手糾11月細t矧1畑珊舵訳釦洞槻【碑qlてJlの（S）訪α7H踊仔当一紙賑†ハて臥丁㍍と．  

e妃／ト璽  

懲悪易・ 

綱  馴慧・廟  

用l  佃 （l脚  （〟  （⑪  （仲   間   仰  

［二F「二・二†二．二二二二二二  

－・▼，■－－一一一▼一一一・－－  

甜  
は†l伽】，剛．腑那にと．  

旺21晰】，■帽に1っ価鶉曾、脚j統一l㈱臥丁仁と．   

〆】▲▼一ご」．【r∴－－｝㍉▲丁 亭＿．， ′－    ▼－ ▼．L ＿∫ヽ L ▼＿ノ → ′  一一号ー・ヽト璧ノ▼－仙」▼－  ノ鳶丁■r一・モ壬，J嗅∫，ノ空鈍モ・一 ′←㌧ 二てつ＝   



平成21年度   平成22年度  

（5）i摘謂て支援鮎事業（齢）  

飲カサ姻＝働  

（月）柑）絹珊（力（抑 （印冊（和  

合計  

C王1）一瓶11、取酢と．  

は2欄醐8脾広l一朗：相胱と淵むと（繍陶錮畑㈱明朗附仙．  

は別鴫l軌lこb、■ロJって聯相識合、鮒す地神恥臥†㍍と．  

伽）「剛IJ、手拙）月0白l酬榔Il技蝕棚印こ11て」1桝5）餉1イⅥ瀾当すも糾臥すにと．一  

は㊥一触脚他lコ‡、辛研）月081鯉湘肘脚胞賊醐こ11て川畑l水）に‡1酬潮脚輯臥す左と．  

こl＝1二：七i  

譲 卜鮒庖，■利和勘郡謝酎河還暦  
（月） 柑）（疇柵  仙  価  （和  （印  （印  

＝，Lニ  

畑I 

至 姐E 

甜  

伽）r■H軌l孤l■貼っ間合、僻す珊臥すむ上．   

－
コ
ー
 
 
 



平成21年度   平成22年度  

（6）一時削叫事養  

llr■j「「∴  

繍  漸 濃払朝雄腎（瓢 棚 蒜葛翳  
晰  公・仏  人  8  円  円  円  

公・仏  師  
脚痛  か払  
晰  公・仏  
罰怖    か仏        人      8  
晰  公・払  
卵価  公・私  

師  公・払  

甜  桶 孟 夏票   人   B   桐  円   円  

叫一」二 し  

縞   邪 悪払醐腎（思 卿  
公・払  人  8  1桐  円     円  円  

人  円  か払              8    1桐      円     円  
公・払  人  8  円  円  円  

円  公・払        人      8    1桐      円     円  
針払  人  8  円  円  円  

清  浦 豊 富芸   人   8   哺   円   円   円  

旺〉噺」書迅．公臨だん．棚誹†にと．  

桝膿汁Ⅰ璽               村細 縞  蘭 ∫監制憾加勢・認卜蒜「義「碧   公・払        人      8    1桐      円     円     円   公・払        人      ヨ    I捕      円     円     円   か払        人      8    1桐      円      円     円   甜     州 芸 諾  人  8      円  円  円  

餌「脚舶、公蝕Iヒん肺臓肌と．   

∫：■tナゝゝ■～」－－－  

－、一㌦－－－ トナ▼ 一▲‾▼▼‘」，   」・・＿．i＿†＿・．・ F  ・＿上＿ とと・． －・   －  ＿ご ＿・・．・・・・－・  ・・－一上＿て・ニニニー．  一  一連▲＿ご・＿†・二三ご－．・－－・  



平成21年度   平成22年度   

2．その他の事案  

（1）へき地保育  

事 

j 

】  

（略）   

＜！己uの注意＞  

1．「胞■1一冊人α）会．の上，こ胴入すミ亡と  

2．酬J■1刊如拝11月朝川l一間tま朔l鍾■静♯・仙爪酬脚・一＝小てja秋1）Oq掴切【当すう  

モモ仕入すモ亡と  

3・r帽軌り平均入■姐■1平府榔平前年の．醐0人り⊥側汀モこ乙  

4・仙■乙▲か1以上C桝以上となっnI州汀もこと  

－
遥
－
 
 
 



平成21年度  平成22年度   

（2）家庭支援推進保育事業  

技l主体  保育所名  対象餌  

河東児壬  ∬考  
〔公又は払】   【垂托又胴腑蘭   入所牢   保育士救  年間 事一月救                 軍支出霹  寄付金その他か 収入鬱   

（A－B）   

B   C  

ヽ  人  月   円   円   円  

公・払   
垂絡1助【  ）  

公・払   
垂托・蜘（  】  

公・払   
垂托・社肋【  】  

（略）  

公・払   
垂絡1功【  】  

公・払   
垂托・一晩【  ）  

公・払   
垂托・1肋（  】  

く臥上の注ま＞  

1．保育所ご出こたl妙こヒ  

2．即旺体【公文I；鋸●J、どちらかlこ0をつナるこ乙  

a郁所名【垂托又は肋犯■ユ、保育所名をた創）上級1舵ちらかに0を¶ナ、「∞法人00会」のよう1こ垂托先団体削）引接た人すること．  

4．ー棚児土人薦軌●J、当該療育翻こ事事集の稚児壬紋を入所児童創）鶴激で輪．た数字を小数点以下幕1位まで紀最するこL（必r40％以上  

5r媚研士蜘●よ、ヰ事鄭）要件で締最せ暮準及びそのt妙鶏肋金の紀t主導こ乱売汀る保育士の魁こ城．た保育士敢を記載すること．（必す1人以』   

1   

⊥【ぺ＿，＿   麟■＋ぺ －－一．．．±－＿．、亡土一・．ふ・◆－－・  －－、」＝ニ＿ニ←で・J鱒J・トー一千コヒ＿・＿亡さ▲ト、一・・   －摩≒」皇・＿■L＿ ．・－1・三‥ ・ ・・－ ＿ 



平成21年度   平成22年度   

（3）次世代育成支援人材暮成事業   

舗遭府県名：   

市町村名：  

①コーディネーター桝  

実… 朋刷版（珊 彙臥赦 臓っける Ⅲ先  

月日～月田  

¢スタブ脚修  （略）   

実… 弼脚数（耶 舶人数 配一矢  
糊。，る  

月日～月日   

村1縫暮 実支出＃耶針の併願矧美加襲 （A－8）  A8C  0  

－
竺
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

（初子どもを守る地域ネットワーク機能酎ヒ事業   （4）子ともを守る地域ネットワーク舵強化事業   

耕丁村名：   柳舶：   

‾＝Tl：   

・平良劉生4月l恥櫨、  
ヰ盛22如月引Rの批l   ¢       棚舷                          ・千慮盆割月柑建存  ・平鹿8和郎18循   

明■▼r  

A  B C  
◎捕  

割朗ま用人数仙 棚舐棚8  
li 8  C  

酬脚闇化   抑稚拙畑（〟 I伽組酬  

＝ 
・ ＝ 

二・ 

替＝幸 
・ 

・＝苧梢∫・芦・・・・＝：・・－・・・－1・ン≡  
A  B   

劃抑有よ m趨内写  

◎何州僅コけ鄭）実勘壕件）   イ聯鈴ワトウー州胤細射精化  
A 8   

芙I師有l れ欄内零  

7池田壷ワーク蠣朗の軒帆上モモ恥戦線   
○闇相澤紬鄭】鮒）  

1 B   

実l抑有よ 収用内写  

イ桓枠ク城聞陳地割鞘弥剛  
ア毒顆鈴ッけ－州は削用川膵上を齢岨  

イ斬紬ワークとi桐事勲帽服説明  
肘 叩購別欄雌凋  

ウ喜劇絶臥4鳩析齢闇   

対象措t ほりモi陀冥■Iる胎こIll●‾0をブナる‾と  

郷批と・   

】対重擢書   
ほ1）現駅剰打る胎こIJ、膚こ胸ナるこ乙  

弥な岨  

F「  

寧ご∧＝－・攣碗宗一畦莞。r－一重出土＝空挺．J‘讐二‘●、ニL一塊漉囁＿  r；竃≠碩∃転塾警察？  ＿＿∵ご釣一一dヒ恕篭ギ讐モニモi 重」む竺し－－▲ち 



平成21年度   平成22年度  

（5）子育て支援ネットワーク事業  

①憫己惜領域  

連携・協力朋等  

配信する†書報の内容  
②情報共有領域  

連携・協力機関等  

共有する情報の内容  
③個人情報領域  

名称連携・協力都等  
（；か「道明・協力欄Ⅶ専」‡■こは、床下所、学校、企k保蛙所警句己戴す竜こと。  

対象経書  

稟支出恥 

円 円   

⊥
岩
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度  

（6）子どもの事故予防裟イヒ事業   

都道府県名：   

市町村名：  

q堤本分（廟担当者の配一等）  

柑内靴 延べ敵糞3 延棚減3  

札た警担当者桝3  
※1r母子保t推1】mほ育橿1Jなど妃載  
∫2単にJくンフレット専陀脚零するだけの取繊に11ては肝¶秒対象嵐′ない．r鋭朝会の桝t搾とどのようにさ朗妙な甜発引わたかその内鞍妃厳  

叢8改札・た■息政明．尤■所（rl肋月t柁の会軋な8、錠取′た目数、此軋た保隷書御）人数を馳  

◎加■分（事故職討会のRt）貰4  

襖村会の礪戌l鼓5蜃紋叢6扶持内写  

賞4◎のみを実生する■合は椚抑村l出．ない．  

叢5r母子錠義経畿IJJ王育11い医帆、帽儀飢、帽育士」などを把畿  
・・■・－‾■闘▲ 

－ 冥支出覇耶針の伽臥慎重引穀出襲 （ト8） A8（〉 『  

ii  

転  
‾uL」・軋 

ーu■ピトー一己監ニラミニ予∵－な∫′  アヤL癖ナ・ヤ・・ご軸「【，▲ ▼▲▼＿ ．一■              √－・、 ．     ■■ ‾L   こ、′ ：1‾▼  



平成21年度  平成22年度   

3．その他の事業（地射）離や創意工夫を活机′た子育て支援サービスの提供等を行うた伽）取組  3．その他の事業（地域の1絶や創意工夫を活机′た子育て支援サービスの提供等を行うための取組   

（監£脚注恵創  （記載上の注意創   

（1）叫7）に11て、謝る唖こユ巾欄こ0をつナて成卸．重た、冴播の一献応鑑カタラム」において5駁するカジ頭で、（1）～（了）のl湖敬す班蝕8義こ蜘ナてくほ         （1ト棚沢11て、荊打測こ11てA●こ0をカⅧ諷l王た、紺榔巧拙う山こÅlてヨ正する刃ジェ外で、（1ト（8）の鵬彿打淵獅こ蜘て偲し   

い．  
Al  巳l  

AIB一  ＃lほl  

IltI  
（り安心ノて子どもを生み育てるこ跡できる杜針こ1、て崩住民や関係書か参加．て共に考える覆会の提供  

（り安心て子ど埴生み育てるこびできる‡鰭こついてl鶴居や竹舶が割ルて共に考える技量の提供  

IlせI  

ガl荘 t  （2）考誹抑蛸住知主体町子訂支援組変浣の促進  幻Ⅶl和  耶はモのt 用人疇l  暮】l稟王虚削  

（2）老若男女の地鶴居の主体町子育て支援活魚交流の促遽  
‡支払嚢l  書付i！用 の伊入lO  董引‡1古Il  

対 t ほ 彙  

★l書 t  （3ほ稲見量河純壕協会（虐削址ネットワークを除く）の設置・遷宮  
箕‡迅t帥  Il】暮千明 一畑入lO  †Iけ‡lIl  

（3）要保養児圭絹地篭協き会（虐待防止わけ－クを駄）の設正・王宮  
暮夏品讐○  糾i冊 ○仕入l怜  蔓引責支出Il  

0  

”lほ 彙  

舅Ig 彙  （4）子どもたち本人か細苛吉相茨零への対応  
文王艶l柚  拙lモOt 仙人讐○  暮引責‡正Il  

（4）子どもたち‡人か油観相鼓等への対応  
稟景正Il  榊iモ亜 巾な入IO  重引虹＆讐l  

ガl旺 貴  

★llI  （5）I育の推進  
刑ほ一拍  書Illモ仙 仙人lO  暮引暮王加給  

（5ほ育の椎童  
一貫迅雷○  ■lはモ0l 糾l入Il  劃Il丈迅Il  

】lほ 彙  

It 8 t  （6）思春期保削策讐の推進  
一文占l怜  榊iモのt l戴11l  l引I王脚  

（6）髄内布こおける子ど細事故防止対策の推進  
‡王遭tO  書付lモ州 相入削  劃ほ王遭Il  

村lぜ 霊  

（7）中・高校生の居蟻試料の推進  
Ⅰ支出■○  雷何iモ相 ㈹入Il  董引責丈止削  

”l雇 彙  

（7）思春期保前葉等の推遺  
†l虚l中  書付i紬l 中腰Il－  王引文王迅嚢○  

”lほ 彙  

（8）姻児壬尾活魚御椎崖  
‡王進一帥  If】暮モーll 一敗入讐l  ‡引‡文占1坤  

一
芸
－
 
 
 



平成21年度   平成22年度   

以Ⅷ、屈（1）～（了）以柵モ棚蜘捕帥敗胡乱た子配甜ヾス欄醐コlて  

誠ノて正札  

紙簡雷新潮傲憎》搬す練乳す珊こ却て、モれぞれ乱てく払1．   以Ⅷ、戌（1）叫8）以柵印加朝捕伽配備れた子新玉削ヾ畑環醐こ11て  
組てくだ如．   

欄脚胤てし朋細、桁軌て臥してくよ訃．そ肱紳批甜船脚臆してく腿l．   腋紳論断〉肋（交他甜駁す練乳すべ¶こ11て、モれfれ乱てくだ如．   

IIII   資折足しれl識摘、行軌て臥してくだ諷＼細島こ削倒と合計Iか柑してU訊l．   

M糊  圭王脚慧董引甜  対Ig 彙  

0  M槻  
彙叫慧諾l引・出御  

蝉l亨I  
0   

脚慧慧釧Ⅲ駒  
”lt 彙  

◎隅  
◎【縄  

文㍊l。盟釧m－○  

0   

0  

（1ト（了川柵モ¢t小計   O O 0  

（1ト（8）甜砂利鳩小計  0  0  0   

合計  
0   0   0   

合計  
0   0   0   

1  

1 . 一か ′ J唖一Y・√一  声 ．ノ鱒争・－一一眼r、・－・ヤ′坤ニ、・彗壷Lと＝＝ニ乍誉こ≠雌敬一て軸一重躯鰯一触γ′加嘘鮭L   



平成21年度   平成22年度   

罰表3  

平成年度次世代育成支匪対策交付金設備整備案接報告書  

品名 …… …  

。 円 
※こ 

た場合 

冊庫仰珊民情が耕す瀾こ榔ルた場合  

n  

n  （略）   

n  

n  

n  

n  

n  

董  
n  

（注）この報告書は、以下の現合に作風護出するものとする。  

1．市町村が事一法実絢ノたとき、単価50万円以上の機械又は男臭を購入した場合  

2．市町村が民間が実施する事業に補琳ノたとき、民間事末書が単価30万円以上の機械又は器1を隋人した場合  

－
笥
－
 
 
 



「次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準について」一部改正新旧対照表（案）  

平成22年度  平成21年度  

雇児発第1128003号  
平成20年11月28日  

第一次改正 産児発第0515007号  
平成21年5月15日  

第二次改正 雇児発第0818第2号  
平成21年8月18日  

第三次改正 産児発第＊＊＊＊第＊号  

雇児発第1128003号  
平成20年11月28日  

第一次改正 雇児発第0515007号  
平成21年5月15日  

第二次改正 雇児発第0818第2号  
平成21年8月18日  

平成22年＊月＊＊日  

市町村長   

特別区区長  

市町村長   

特別区区長  

殿  殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準について   次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準について   

次世代育成支援対策交付金の交付額の算定に際しては、以下に掲げる要件を  
備える取組内容であるものについて評価し、各事業及び取組内容に応じた基準  

点数を【別表】評価に対する基準点数表（以下「基準点数表」という。）のと  
おり定めたのでその旨通知する。   

なお、この通知は平成20年4月1日から適用する。  

次世代育成支援対策交付金の交付額の算定に際しては、以下に掲げる要件を  
備える取組内容であるものについて評価し、各事業及び取組内容に応じた基準  

点数を【別表】評価に対する基準点数表（以下「基準点数表」という。）のと  
おり定めたのでその旨通知する。   

なお、この通知は平成20年4月1日から適用する。  

（
濾
洩
コ
）
 
 

塵㌔⊥＿＿ 曇ヒ†㌣・・ご・一   ・－   →1■▲一 札．  －′廉ふ不慮牢もこ、・郎一一1－  廊一・・ヤ軸－－ 醐虹′1、－イ才一臆－   



1 （略）  1 平成20年11月28日厚生労働省発雇児第1128002号厚生労働事   
務次官通知「次世代育成支援対策交付金の国庫補助について」の別紙「次世   

代育成支援対策交付金交付要綱」（以下「交付要綱という。）の3の（1）   
特定事業については、次に掲げる要件を備える取組内容であるものについて   

評価をし、基準点数表の評価1に定める基準点数を交付金算定の基礎とする。  
（1）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）   

（D 事業内容  

すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報  

の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行  
うほか、養育についての相談に応じ、助言その他の援助を行う事業。（児  

童福祉法第6条の2第4項に規定される事業）  
ア 対象者  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭。  
イ 訪問の時期  

対象乳児が生後4か月を迎えるまでの間に1回訪問することを原則  
とする。  

ただし、生後4か月までの間に、健康診査等により親子の状況が確  
認できており、対象家庭の都合等により生後4か月を経過して訪問せ  
ざるを得ない場合は対象とする。この場合も、少なくとも経過後1か  
月以内に訪問することが望ましい。  

り 訪問者  
訪問者については、保健師、助産師、看護師の他、保育士、母子保  

健推進員、愛育班員、児童委員、母親クラブ、子育て経験者等から幅  

広く人材を発掘し、訪問者として登用して差し支えない。  

ただし、訪問に先立って、訪問の目的や内容、留意事項等について  

必要な研修を行うものとする。   

（∋ 実施内容  

ア 育児に関する不安や悩みの傾聴、相談  

イ，子育て支援に関する情報提供  
り 乳児及びその保護者の心身の様子及び養育環境の把握  

工 支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡  

調整   

③ 研修  
訪問者に対して、必ず研修を実施すること。  

研修は、各地域の実情に応じた内容により実施するものとし、実施に  

当たっては、家庭訪問の同行や援助場面を想定した実技指導等を組み込  

み、訪問の内容及び質が一定に保てるよう努めること。  

なお、専門資格を有する者については、各自の専門領域に関する部分  
については省略しても差し支えないものとする。   

④ ケース対応会議  

（1）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）   

（D （略）  

② （略）  

③ （略）  

④ （略）   



訪問により支援が必要な家庭に対しては、必要に応じて、個別ケース  
ごとに具体的なサービスの種類や内容等について、訪問者、市町村担当  

者、医療関係者等によるケース対応会議を開催し、その結果を踏まえ、  
養育支援訪問事業等による支援やその他の支援に適切に結びつけるこ  
と。   

⑤ 新生児訪問指導等との関係  
児童福祉法第21条の2第2項により、母子保健法に基づく新生児訪  

問指導等と併せて本事業を実施することができるが、その場合、②の実  
施内容を満たす必要があるので十分留意すること。  

（診 実施計画  

事業を行う年度の実施計画を作成すること。実施計画の作成に当たっ  
ては、既に実施している新生児訪問指導や独自の訪問活動の役割分担や  
活用策について検討し、実効的な計画とすること。  

なお、本事業及び次の（2）に掲げる養育支援訪問事業は、児童福祉  
法第21条の10第1項により、市町村に対し、その実施について努力義  
務が課されていることから、できる限り早期の実施に努めること。   

（2）養育支援訪問事業   

① 事業内容  
乳児家庭全戸訪問事業等により把握した保護者の養育を支援すること  

が特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させることが不適当  
であると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産  
前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養  
育が適切に行われるよう、当該居宅において、養育に関する相談、指導、  
助言その他必要な支援を行う事業（児童福祉法第6条の2第5項に規定  
される事業）   

（∋ 実施方法  

ア 支援の対象  
この事業の支援対象は、乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により  

市町村長が訪問による養育支援が必要であると認めた、次に掲げるよ  
うな一般の子育て支援サービスを利用することが難しい家庭を対象と  
する。  
（ア）若年の妊婦、妊婦健康診査未受診及び望まない妊娠等、妊娠期か  

らの継続的な支援を特に必要とする家庭。  

（イ）出産後間もない時期（概ね1年程度）の養育者が、育児ストレス、  
産後うつ状態、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して  
強い不安や孤立感等を抱える家庭。  

（ウ）食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭  
等、虐待のおそれやそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められ  
る家庭。  

（9 （略）  

（診 （略）  

（2）養育支援訪問事業   

① （略）  

（∋ （略）  
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（工）児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により、児童が復帰し  

た後の家庭。  
イ 支援内容  
（ア）妊娠期からの継続的な支援を特に必要とする家庭等に対する安定  

した妊娠・出産・育児を迎えるための相談・支援  
（イ）出産後間もない時期（概ね1年程度）の養育者に対する育児不安  

の解消や養育技術の提供等のための相談・支援  
（ウ）不適切な養育状態にある家庭など、虐待のおそれやそのリスクを   

抱える家庭に対する養育環境の維持t改善や子の発達保障等のため  
の相談・支援  

（工）児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により児童が復帰した   

後の家庭に対して家庭復帰が適切に行われるための相談1支援  
り 支援内容の決定方法  

この事業の中核となる機関（中核機関）を定め、中核機関において   
関係機関からの情報提供や状況把握のための訪問の実施により養育支   
援の必要の可能性があると思われる家庭に関する情報の収集を行う。  

中核機関は、これらの把握した情報から支援の内容を判断するため   
の一定の指標に基づき、本事業による訪問支援の対象者及び支援の内   
容を決定する。   

なお、この中核機関は、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児   
童対策地域協議会）の調整機関がその機能を担うことが望ましい。  

エ 訪問支援者  
（ア）訪問支援者  

訪問支援の実施者は、中核機関において立案された支援内容、方  
法、スケジュール等に基づき訪問支援を実施する。  

訪問支援者については、専門的相談支援は、保健師、助産師、看   
護師、保育士、児童指導員等が実施することとし、育児・家事援助  
については、子育て経験者、ヘルパー等が実施することとする。  

なお、複数の訪問支援者が適切な役割分担の下に支援を実施する  
など、効果的な支援を行うこと。  

（イ）研修  

訪問支援者に対して、訪問支援の目的、内容、支援の方法等につ  
いて、必ず研修を行うこと。  

研修は、各地域の実情に応じた内容により実施するものとし、実   
施に当たっては、家庭訪問の同行や援助場面を想定した実技指導等  
を組み込み、訪問の内容及び質が一定に保てるよう努めること。あ  
わせて、個人情報の適切な管理や守秘義務等についても研修を行う  
こと。  

なお、専門資格を有する者については、各自の専門領域に関する  
部分については省略して差し支えないものとする。   

竺  



（3）ファミリー・サポート■センター事業   

① 基本事業  
ア 事業内容  

（3）ファミリー・サポート・センター事業   

① 基本事業  
ア 事業内容  

ファミリー・サポート・センター（地域において子どもの預かり等  
の援助を行いたい者と援助を受けたい者からなる会員組織をいう。以  

下同じ。）を設立して行う以下に掲げる事業。（ただし、以下の（ア）  

～（ウ）全ての事業を実施し、会員数100人相当以上のファミリー■  
サポート・センターを対象とする。）  

（ア）会員の募集、登録その他の会員組織業務  

（イ）相互援助活動の調整等  

（ウ）会員に対して相互援助に必要な知識を付与する講習会の開催  
（エ）会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会の開催  
（オ）子育て支援関連施設・事業（保育所、児童館、乳児院、地域子育  

て支援拠点事業、病児・病後児保育事業、子育て短期支援事業等）  
との連絡調整  

（力）ひとり親家庭や低所得者（生活保護世帯、市町村民税非課税世帯）  

（以下「ひとり親家庭等」という。）のファミリー・サポート・セ  
ンター （病児・病後児の預かり等を含む。）の利用支援  

イ 相互援助活動の内容  
（ア）保育施設の保育開始時や保育終了後の子どもの預かり  

（イ）保育施設までの送迎  

（ウ）放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり  

（ェ）学校の放課後の子どもの預かり  

（オ）■ 冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際の子どもの預かり  

（力）買い物等外出の際の子どもの預かり  

等の活動とする。  
ウ ファミリー・サポート・センターの設置について  

（ア）本部の設置について  

各市町村1か所設置できること。  
（イ）支部の設置について  

政令指定都市については区ごとに1か所、本部のほかに支部を設  
置することができること。  

ただし、合併した市町村において、合併前の旧市町村単位で支部  

を設置する場合については、事業の規模にかかわらず特例として支  

部を設置することができるものとする。  

エ 実施方法  
（ア）アドバイザーの配置について  

ファミリー・サポート・センターには、アドバイザー（相互援助  

活動の調整等の事務を行う者をいう。以下同じ。）を配置すること。  

等
以
）
 
 

リー・サポート・センター（地域において子どもの  預
 
 

、
、
、
 
 
 

プア  

の援助を行いたい者と援助を受けたい者からなる会員組織をいう  
下同じ。）を設立して行う以下に掲げる事業。（ただし、以下の  

○
 
 

～（ウ）全ての事業を実施し、会員数100人相当以上のファミリー  
サポート・センターを評価の対象とする。）  

イ （略）  

ウ （略）  

エ （略）   
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また、ファミリー・サポート・センターの事業規模に応じて、会  

員の中からサブ・リーダーを配置することも差し支えないこと。   

（イ）会則の制定  

市町村は、あらかじめ相互援助事業の実施に必要な事項を規定し  

たファミリー・サポート・センターの会則を制定すること。   
（ウ）会員の登録  

会員の登録に関しては、1年ごとに更新・整理することが望まし  
いこと。   

（工）会員間で行う相互援助活動  

会員間で行う相互援助活動は、子どもの預かり等の援助を行いた  

い者と援助を受けたい者との請負又は準委任契約に基づくものであ  
ること。   

（オ）保険の加入  

会員が行う相互援助活動中の子どもの事故に備え、補償保険に加  

入するものとすること。   

（力）子どもの預かりの場所  

子どもを預かる場所は、原則として援助を提供する会員の自宅と  

すること。  

ただし、子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい  

者との間で合意がある場合は、この限りでないこと。   
（キ）複数預かりの実施  

相互援助活動の実施に当たっては、子どもの預かり等の援助を行  

いたい者は1人又は複数の援助を受けたい者の子どもを預かること  
ができること。  

なお、小学校就学前の始期に達するまでの子どもを複数預かる場  

合には、原則として5人以下とし、6人以上を預かる場合には児童  
福祉法（昭和22年法律第164号）第59条の2に定める届け出  
を行わなければならない。   

（ク）援助活動に対する報酬  

援助活動に対する報酬は、原則としてその会員間で決定するもの  

であるが、報酬の目安として制度の趣旨、地域の実情等を反映した  

適正と認められる額を会則等で定めることができるものとするこ  

と。  

② 病児■緊急対応強化主三些事業   
ア 事業内容  

病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かり、宿泊を伴  

う預かり等（「病児・病後児の預かり等」という。以下同じ。）をフ  

② 病児・緊急対応強化事業   
ア 事業内容  

病児・病後児の預かり、早朝t夜間等の緊急時の預かり、宿泊を伴  
う預かり等（以下「病児・病後児の預かり等」という。）に関して行  

ァミリー・サポート・センターにおいて行う事業。（ただし、（》アの  う以下の事業。（会員数は問わない。）   

（ア）一朝こ加えて以下の事業を実施することとし、会員数は問わな  
い。）  



（ア）会員の募集、登録その他の会員組織業務   

（イ）相互援助活動の調整等   

（ウ）会員に対して病児・病後児の預かり等の相互援助に必要な知識を  
付与する講習会の開催  

イ 相互援助活動の内容  
（ア）（略）  

（イ）（略）  

（ウ）（略）  

（工）上記に伴う保育施設、自宅、病児・病後児保育施設等の間の送迎  
等の活動とする。（ただし、上記のうち（7）については必ず実施す  

（ア）金員に対して病児・病後児の預かり等の相互援助に必要な知識を   

付与する講習会の開催  

（イ）安全に預かり等の活動が実施できるよう医療機関との連携体制の   

豊塵  
（ウ）早朝・夜間等の急な相互援助の依頼にも対応できる体制の整備   

イ 相互援助活動の内容  
（ア）病児・病後児の預かり  

（イ）宿泊を伴う子どもの預かり  

（ウ）早朝・夜間等の緊急時の子どもの預かり  

（工）上記に伴う保育施設、自宅、病児・病後児保育施設等の間の送迎  
等の活動とする。   

り 実施方法   

（Dのエ（ア）～（ク）に加えて、以下の方法によること。  

（ア）会員への講習の実施  

病児・病後児の預かり等に対応できるよう、別途示す項目、時間  

を概ね満たした講習を実施し、これを修了した会員が活動を行うこ  

と。  

また、フォローアップ研修等の実施により、活動の質の維持、向  

上に努めること。   

（イ）医療機関との連携体制の整備  

a 市町村長は、都道府県医師会、郡市医師会等に対し、本事業へ  
の協力要請を行い、医療機関との連携体制を十分に整備すること。  

b 事業の運営に閲し、保健医療面での助言が随時受けられるよう、  
医療アドバイザーとなる医師をあらかじめ選定すること。  

C 症状の急変等、緊急時に子どもを受け入れてもらう協力医療機  
関をあらかじめ選定すること。  

（ウ）依頼の受付体制について  

病児，病後児の預かり等に円滑に対応するため、ファミリー・ サ  

ポート，センターの開所時間の延長、携帯電話による受付、転送電  
話による受付などにより、1日8時間を超えて依頼の受け付けを行  
い、相互援助活動の調整ができる体制をとること。  

（工）病児・病後児の預かりについての留意事項  

a 預かる前又は預かった後直ちに、かかりつけ医に受診させ、保  
護者と協議のうえ、預かりの可否を判断すること。  

b（かのエ（キ）にかかわらず、病児・病後児の預かりは1人までと  
すること。  

C アドバイザー等は、病児・病後児の預かりを行う会員、援助を  

ることJ  

ウ 実施方法   

①のエ（ア）～（ク）に加えて、以下の方法によること。  

（ア）（略）  

（イ）（略）  

（ウ）（略）  

（エ）（略）  
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受ける会員、時間、場所、内容を把握し、相互援助活動中に常に  
連絡のとれる体制をとること。  

（オ）近隣市町村住民の利用について  

地域の利用者の利便性を考慮し、在勤等の条件を付さずに事業実   
施市町村以外の住民が会員登録・利用できるように会則等を定め、   
周知するよう努めること。  

【姐 事業実施の体制整備について  
平成22年度末までに事業を開始する場合は、開始初年度に限り、   

②のア（ア）～（ウ）の取組みを別途評価対象とする。  

（オ）（略）   

主 実施体制   

立と 事業の実施については、（岬－ト・  
センターを設立して行うこととする。  

なお、基本事業とは別の会員組織として実施することも二差し支え  
ない。   

上n 初年度体制整備について  

平成22年度末までに事業を開始する場合は、開始初年度に限り、  
別途評価の対象とする。  

③ （略）  ③ ひとり親家庭等のファミリー・サポート・センター（病児・病後児の   

預かり等を含む。以下同じ。）の利用支援   
ア 事業内容  

ひとり親家庭等に対して利用支援を実施することにより、ファミリ  
ー・サポート・センターの利用促進を図る事業。（ただし、（Dのアの   
（ア）～（ウ）に加えて以下のいずれかの事業を実施することとし、会員数  
は問わない。）   

イ 利用支援の内容   

（ア）ひとり親家庭等がファミリーtサポート・センターを利用する場  
A 口  援助を行いたい会員を優先して調整  

（イ）ひとり親家庭等がファミリー・サポート・センターを利用する場  
合  援助を行いたい会員の活動時間の制限をなくし、早朝、夜間  
宿泊、休日の受入れなどに柔軟に対応  

（ウ）ファミリー・サポート・センターを利用する、ひとり親家庭等の  
受入れに対する援助を行いたい会員への助成   

（4）子育て短期支援事業   

① 事業の種類及び内容  
保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが  

一時的に困難となった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を  
保護することが必要な場合等に、児童養護施設その他の保護を適切に行  
うことのできる施設（以下「実施施設」という。）において一定期間、  
養育・保護を行うことにより、これらの児童及びその家庭の福祉の向上  
を図ることを目的とする事業。  
ア 短期入所生活援助（ショートステイ）事業  
（ア）事業内容  

（4）子育て短期支援事業   

（D （略）   



市町村は、保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又  
は環境上の理由により家庭において児童を養育することが一時的に  
困難になった場合や経済的な理由により緊急一時的に母子を保護す  
ることが必要な場合等に実施施設において養育・保護を行うものと  

する。   
（イ）対象者  

この事業において対象となる者は、次に掲げる事由に該当する家  
庭の児童又は母子等とする。  
a 児童の保護者の疾病  

b 育児疲れ、慢性疾患児の看病疲れ、育児不安など身体上又は精  
神上の事由  

c 出産、看護、事故、災害、失踪など家庭養育上の事由  
d 冠婚葬祭、転勤、出張や学校等の公的行事への参加など社会的  

な事由  

e 経済的問題等により緊急一時的に母子保護を必要とする場合   
（ウ）利用期間  

養育・保護の期間は7日以内とする。ただし、市町村が必要があ  
ると認めた場合には、必要最小限の範囲内でその期間を延長するこ  
とができる。   

イ 夜間養護等（トワイライトステイ）事業   
（ア）事業内容  

市町村は、保護者が、仕事その他の理由により平日の夜間又は休  
日に不在となり家庭において児童を養育することが困難となった場  
合その他の緊急の場合において、その児童を実施施設において保護  

し、生活指導、食事の提供等を行うものとする。   
（イ）対象者  

この事業において対象となる者は、保護者の仕事等の理由により、  
平日の夜間又は休日に不在となる家庭の児童とする。  

（∋ 実施場所  

この事業は、児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保育所等住   
民に身近であって、適切に保護することができる施設で実施するものと   
する。  

③ 実施方法   

ア 児童等の近隣に実施施設がないこと等により必要な養育・保護を行  
うことが困難である場合には、実施施設は、あらかじめ登録している  
保育士、里親等（市町村が適当と認めた者。以下「里親等」という。）  
に委託することができるものとする。   

イ 実施施設において、保育士、里親等に委託する場合には、委託され  
た者の居宅において又は当該児童の居宅に派遣して養育・保護を行う  
ものとする。  

② （略）  

（∋ （略）  

＝て  
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ウ 実施施設は、児童の養育に経験を有する保育士、里親等を複数登録  

しておくこと。  

エ 夜間養護等（トワイライトステイ）事業の実施施設は、児童等の安  
全性の確保等のため、保育所や学校、居宅等への児童の送迎に努める  

こと。   

（5）延長保育促進事業   

① 事業の種類及び内容   
就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、児童福祉  

法第39条に規定する、市町村以外の者の設置する保育所（以下「民間  
保育所」という。）の開所時間を超えた保育を行う事業。  

ア働…（基本分）  
イの事業を実施する民間保育所における保育士配置の充実を図るこ   

とにより、11時間の開所時間の始期及び終期前後の保育需要への対   
応の推進を図るもの。  

イ 延長保育事業（加算分）  

民間保育所の11時間の開所の前後の時間において、さらに30分  
以上の延長保育を実施するもの。  

② 実施方法   

ア 延長時間の定義  
延長時間の定義は次のとおりとするこL  
なお、同一の保育所又は送迎保育ステーションにおいて開所時間の  

前及び後ろで延長保育を実施する場合は、前後の延長保育時間及び対  
象児童数を合算することはせず、前及び後ろそれぞれで延長時間を定  
めること。   

なお、  
（ア）牒て1時間以上の延長保育を実施   

しており、当該延長時間内の1日当たりの平均対象児童数（以下「平  
均対象児童数」という。）が6人以上いることをいう  

（イ） 2時間延長とは、開所時間を超えて2時間以上の延長保育を実施   
しており、当該延長時間内の平均対象児童数が3人以上いることを   

いう。  （ウ）倒した延   
長時間以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の平均対象   
児童数が3人以上いることとする。  

（工） 30分延長とは、上記（ア）～（ウ）に該当しないもので、開所時間を  

超えて30分以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の平  
均対象児童数が1人以上いることをいう。   

なお、（ェ）を除き、複数の延長時間区分に該当する場合は、最も  

長い延長時間の区分となること。   



また、平均対象児童数とは、年間の上記延長時間区分lこおける過  

ごとの最も多い利用児童数をもって平均し、小数点以下第一位を四  
捨五入して得た数とするこL  

（∋ 実施場所  

事業の実施場所に当たっては、保育所の他、公共施設の空き部屋など   
適切に事業が実施できる場所を確保するこL  

④ 職員配置  
①のアの事業を実施するに当たっては、11時周の開所時間内に児童   

福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）葺ほ3条第2項及び   
その他の補助金等の配置基準に規定する保育士のほか、保育士を1名以   
上加配するこL   
また、（晒軒こ、対象児   

童の年齢及び人数に応じて保育士を配置すること。ただし、保育士の数   
は2名を下ることはできない。  

⑤ 保護者負担額   

①のイの事業を実施するに当たっては、あら力、じめ保護者負担額を設   
定すること。  

（5）地域子育て支援拠点事業   

塁 基本事業  
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ  

いての相談、情報の提供、瑚浦  
6条の2第6項に規定される事業）  

次のア～エの取組を基本事業としてすべて実施すること。（ただL  

③のオに定める小規模型指定施設を除く。）  
子育て親子の交流の場の提供と交流の促進  
子育て等に関する相談、援助の実施  
地域の子育て関連情報の提供  
子育て及び子育て支援に関する講習等の実施（月1回以上）   

ア
一
イ
一
ウ
エ
 
 

②
一
 
 

ひろば型  

三 事業内容   

常設のひろばを開設し、二嘩（主として概   
ね3歳未満の児童及び保護者）（以下「子育て親子」という。）が気   
軽につどい、相互交流を図る場を提供する。  

土 実施場所  
上巳 公共施設、空き店舗、公民館等、子育て親子が集う場として適し  

た場所。  

上止 複数の場所で実施するものではなく、拠点となる場所を定めて実  
施するこL  

（ウ）概ね10組の子育て親子が一度に利用しても差し支えない程度の  
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広さを確保すること。  

旦 実施方法  
上巳 原則として週3日以上、かつ1日5時間以上開設すること。  

1払 子育て親子の支援に関して意欲のある者であって、子育ての知識  
と経験を有する専任の者を2名以上配置すること。（非常勤職員で  
も可J  

上里 授乳コーナー、流し台、ベビーベッド、遊具その他乳幼児を連れ  
て利用しても差し支えないような設備を有するこL  

主 機能拡充による子育て支援活動の展開を図るための取組   
①に定める基本事業に加えて、市町村からの委託等により、子育て   

支援活動の展開を図ることを目的として、次の（ア）～（工）lこ掲げる取組   
のいずれかを実施する場合について、別途評価の対象とする。  

上吐 ひろばの開設場所を活用した一時預かり事業（（6）に定める事  
業（保育所型を除く」）またはこれに準じた事業の実施  

上止 ひろばの開設場所を活用した放課後児童健全育成事業またはこれ  
に準じた事業の実施  

（ウ）ひろばを拠点とした乳児家庭全戸訪問事業（（1）に定める事業）  

または養育支援訪問事業（（2）に定める事業）の実施  
塵1その他、ひろばを拠点とした市町村独自の子育て支援事業の実施  

を 地域の子育て力を高める取組   
①に定める基本事業に加えて、地域の子育て力を高めることを目的   

として、岬こついて、別途評   

価の対象とする。  

立と 中朝行う   

里盤  

上止 地域の高齢者や異年齢児童等と世代間交流を継続的に実施する取   

盤  

上吐 町？育鱒など父親の子育てl二間するグループづくりを  
促進する継続的な取組  

1吐 公民館、召卵子が   
集まる場に職員が定期的に出向き、必要な支援や見守りを行う取組  

を 出張ひろば  
地域の実情や利用者のニーズにより、ひろばを常設することが困難   

な地域にあっては、次の（ア）～（ウ）に掲げる実施方法により、公共施設  

等を活用した出張ひろばを実施することができるものとし、この場合  

について別途評価の対象とする。  

〔吐 開設日数は、週1～2日、力、・つ1日5時間以上とすること。  
（イ）ひろば型の職員が、必ず1名以上、出張ひろばの職員を兼務する  

こと。   

実施場所は、地域の実情に応じて、開設後に変更することも差し   上吐  



支えないが、㈱こは、子育て親子のニーズや利働割こ十分配   

慮するこL  
センター型  

三 事業内容   

地域の子育て支援情報の収集、鰍こ努め、子育て全般lこ関する専   
門的な支援を行う拠点として機能するとともに、子育て支援活動を行   
う団体等と連携しながら、地域に出向いた支援活動を展開す㌫  

土 実施場所   

保育所等の児童福祉施設、小児科医院等の医療施設のほか、効果的  
・継続的な事業実施が可能な場所。  

旦 実施方法  
上吐 原則として週5日以上、かつ1日5時間以上開設するこL  
上止 開設時間は、子育て親子が利用しやすい時間帯とするよう配慮す  

るこL  
出  

置すること。（非常勤職員でも可J  
主 地域支援活動   

①に定める基本事業の実施に加えて、地域全体で子育て環境の向上  
いる団体等と連携し  関 や子育て支援活動を行って  を図るため、関係機   

下 
に出申き、新卒流活動や手鼻三  

サークルヘの援助等の地域支援活動を実施すること。  
上止 地域支援活動め中で、より重点的な支援が必要であると判断され  

る場合は、関係機関と連携■協力のうえ、当該家庭へ訪問するなど  

の支援を実施すること。  
互 経過措置（小規模型指定施設）  
上吐 虫査  

従来の地域子育て支援センター（小規模型指定施設）（以下「指  
定施設」という。）については、平成22年度において、評価の対  

象とする。  
上止実施方法   

するこL   
且 育児、碑戟・経験を有  

する専任の者を1名以上配置すること。（非常勤職員でも可J   
A 次の（a）～（c）の取組のうち2つ以上実施するこL  
上立 育児不安等についての相談指導  

来所、電話及び家庭訪問など事前予約制の相談指導、指定  
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施設内の交流スペースでの随時相談、公共的施設への出張相  
談など地域のニーズlこ応じた効果的な実施を工夫すること。  

また、二F育て親子の状況などに応じて適切な相談指導がで  
きるよう実施計画を作成するとともに、定期又は随時の電話  
連絡などによりその家庭の状況などの把握に努め、児童虐待  
など指定施設単独での対応が困難な相談は、関係機関と連携  
を図り共通認識のもと適切な対応を図るこL  

組 子育てサークルや子育てボランティアの育成・支援  
子育てサークル及び子育てボランティアの育成のため、定  

期的に講習会などの企画、運営を行うこと。また、子育てサ  
叩こ努め、効  

果的な活動ができるよう活動場所の提供、活動内容の支援Iこ  
努めること。  

姐 地域の保育資源の情報提供、地域の保育資源との連携・協力   

体制の構築   

ベビーシッターなど地域の保育資源の活動状況を把握」  
子育て親子に対して様々な保育サービスに関する適切な情報  
の提供、紹介などを行うこと。また、地域の保育資源及び市  
町村と定期的に連絡を取り合うなど、連携・協力体制の確立  
に努めること。   

l吐 保健相談  
（イ）のd㈲の取糸鋸こ加えて、実施可能な指定施設は、子育て親子  

の疾病の予防、輝こよる  
保健相談を実施することとし、この場合において、過3回程度実施  
する場合については、別途評価の対象とする。  

墾 児童館型   

ヱ 事業内容  
民営の児童館、児童センターにおいて、学齢期の子どもが来館する   

前の時間等を利用して、子育て親子の交流活動など、つどいの場を提  
供する。  

土 実施場所  
（ア）児童館、児童セン  タ一における既設の遊戯室、相談室等であって、  

子育て親子が交流し、集う場として適した場所。  
上吐 概ね10組の子育て親子が一度に利用しても差し支えない程度の  

広さを確保するこL  

之 実施方法  
上吐 原則として週3日以上、かつ1日3時間以上開設すること。（た   

だし、閲郡こついては、一般児童の利用も考慮  
して弾力的な運営を行って差し支えない。）  

（企 子育て親子の支援に関して意欲のある看であって、子育ての知識   



と経験を有する専任の者（以下「担当者」という。）を1名以上配  
置すること。（非常勤職員でも可J  

二  

て親子に対する援助に協力するこL   
上生 硬乳コーナー、坤  

て利用しても支障が生じないような設備を有するこL   
エ 地域の子育て力を高める取組  

；   

行う取組を実施する場合について、別途評価の対象とす㌫  

塾 量星   

章妻を実施するために必要な経費の一部を保護者から徴収できるもの   

とする。  

昼 留意事項  
二  

ニ ー 

等の向上を図るこL  
二  

効果的かつ積極的に実施するよう努めるこL  

（6）一時預力、り事業  
三 

ニ  

立と 実施場所  

保育所で実施するものとする。   
出 

基準等を遵守するこL   
土 地域密着型（児童福祉法第6条の2第7項に規定される事業）  
上江 実施場所  

地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所などで実施する  
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ものとする。  
上迫 実施方法  

規則第36条の35各号に定める設備及び人員に関する基準等を  
遵守すること。  

旦 地域密着［型（児童福祉法第6条の2瑚準じた事業）  
立と 実施場所  

地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所などで実施する  
ものとする。  

也 実施方法   
且 規則第36条の35第1号＼瑚こ準じ、適切な保育  

環境を整備するよう努めること。  
虹 規則第36条の35第2号の規定に準じ、乳幼児の年齢及び人   

数に応じて当該乳幼児の処遇を行う者（以下「担当者」というJ   
を配置するこL   

担当者の数は2名を下ることはできないこと。   
担当者のうち、僻引こついて経験豊富な保育士を1名以上配置  

すること。  

L 規則第36条の35第3号の規定に準じ、保育所保育指針（平   
成20年厚生労働省告示第141号う に定める保育内容を参考と   
すること。  

並 旦墜  
保育士資格を有していない担当者の配置は、：Zの（3＝こ定める  

次世代育成支援人材養成事業など、f岬  
修了することを要件とする。   

② 保護者負担  
本事業の実施に必要な経真の一部を保護者負担とすることができるこ  

上皇＿   

2 （略）  2 交付要綱の3の（2）その他事業のうち、次に掲げる要件を備える取組内   
容であるものについて評価し、別表（評価に対する基準点数表）の評価2に   
定める基準点数を交付金算定の基礎とする。  

（1）へき地保育旦進進   

（D 趣旨  

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、開  
拓地、離島等のへき地における保育を要する児童に対し、必要な保護を  
行ない、もってこれらの児童の福祉の増進を図ることを目的とすること。   

② 実施要件  
ア ヘき地保育所の定義  

児童福祉法第39条に規定する保育所を設置することが著しく困難  
であると認められる地域に設置される児童を保育するための施設であ  

（1）へき地保育   

① （略）  

② （略）   



って、市町村長・が（∋のり及びエの基準に適合すると認め指定したもの   

をいう。  

イ 入所決定  
へき地保育所への入所の決定は、市町村長がその地域内における保   

育を要する児童又は、特に必要があるときはその他の児童につき、行   

なうものとする。  

り 設置基準  

（ア）設置主体  

へき地保育所の設置主体は、市町村とする。  

（イ）設置場所  

へき地保育所を設置する場所は、次のいずれかでなければならな  

い。  

a へき地教育振興法（昭和29年法律第143号）第5条の2の  
規定によるへき地手当（以下「へき地手当」という。）の支給の  
指定を受けているへき地学校の通学区域内であること。  

b 一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）  
第13条の2第1項又は地方自治法（昭和22年法律第67号）  
第204条第2項の規定による特地勤務手当（以下「特地勤務手  
当」という。）の支給の指定を受けている国又は地方公共団体の  
公官署の4キロメートル以内にあること。  

C へき地手当又は特地勤務手当の支給の指定を受けることとなる  
地域内にあること。  

d aからcまでのいずれかに準ずるものとして市町村長が認める  

地域内にあること。  

エ 設備及び運営の基準  
へき地保育所の設備及び運営については、次に掲げる基準によるも   

ののほか、児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）の   
精神を尊重して行なうものとする。  
（ア）1日当たり平均入所児童数が10人以上いること。  

ただし、10人を下回っても。2年間は経過的に対象となること。  
なお、1日当たりの平均入所児童数とは、年間延べ利用児童数を  

年間開所日数で除して得た数とすること。  
（イ）公民館、学校、集会所、共同作業所、婦人ホーム、寺院等の既設  

建物の一部を用いてへき地保育所を設置する場合においては、その  

設備をそのへき地保育所のために常時使用することができるもので  
なければならないこと。  

（ウ）保育室、便所及び屋外遊戯場（その附近にあるこれにかわるべき  
場を含む。）その他必要な設備を設け、それらの規模は適正な保育  
ができるように定めること。  

（工）必要な医療器具、医薬品、ほう帯材料等を備えるほか、必要に応  
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じて楽器、黒板、机、椅子、積木、絵本、砂場、すべり台、ぶらん  

こ等を備えること。  

（オ）保育士を2人以上置くこと。  

ただし、所定の資格を有する者がいない等やむを得ない事情があ  

るときは、うち1人に限り児童の保育に熱意を有し、かつ、心身と  
もに健全な者をもってこれに代えることができること。  

（力）保育時間、保育の内容、保護者との連絡方法等については入所児  
童が健やかに育成されるようその地方の実情に応じて定めること。   

（2）家庭支援推進保育旦並進   

① 趣旨  
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、家庭環境  

に対する配慮など保育を行う上で特に配慮が必要とされる児童が多数入  
所している保育所に対し、保育士の加配を行うことにより入所児童の処  

遇の向上を図ることを目的とする。   

② 実施要件  
本事業の対象となる保育所は、次のア～エの要件を満たすものである  

こと。  

ア 対象児童  
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、家庭環  

境に対する配慮など保育を行う上で特に配慮が必要とされる保育所入  
所児童  

イ 受け入れ状況  
（aのアに該当する児童が入所児童の40％以上であること。  
なお、②のアに該当する児童であるかについては、市町村が児童の  

状況や家庭環境について保育所長等の意見を参考としながら、総合的  

な観点から判断すること。  

ウ 保育士の配置  
対象保育所に対し、児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第  

63号）第33条第2項及びその他の補助金等の配置基準に規定する  
職員ほか本事業の実施のために必要な保育士を配置すること。  

エ（∋のりにより配置された保育士は、（∋のアに該当する児童に対する  

指導計画を作成し、計画的に保育に当たるとともに、定期的に家庭訪  

問をするなど家庭に対する指導を行うこと。   

（3）次世代育成支援人材養成事業   

① 趣旨  
核家族化等により子育てに不安を持つ世帯の増加や地域・家族におけ  

る子育て力の低下が認められることから、子育て支援サービスの充実を  

図っていく必要がある中、地域力を活用した子育て支援の充実は重要で  

（2）家庭支援推進保育   

① （略）  

② （略）  

（3）次世代育成支援人材養成事業   

① （略）   



あり、それを支える質の確保された人材の養成研修を行う。  

（a 事業内容等  

次のア及びイのいずれか又は両方実施した場合にポイント算定対象と  

する。  
ア 地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援す  

るコーディネーター的役割を果たす者の養成  
（ア）子育て中の親のニーズの多様化と支援の意義  

（イ）子育て支援に関わる各施設との連携のあり方  

（ウ）t」スクマネジメント（虐待対応（つなぎ）など）  

などを中心として、コーディネーターとして必要な理解や知識などを  

得るための研修を行う。  
イ 地域で行われる子育て支援事業に参画する者の養成  

（ア）地域における子育て支援の必要性への理解  

（イ）保育の理解と援助  

などを中心として、子育て支援に関する基本的な理解や知識などを得  
るための研修を行う。  

（子育て支援事業の例）  

地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業など   

（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   

（》 趣旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地  
域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調  
整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成  

する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性  
強化を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、児童  
虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目的とする。  

② 基本事業  
ア 職員の配置  

調整機関に、職員（非常勤職員等を含む。）を配置すること。  
なお、配置する職員（非常勤職卓等を含む」は、調整機関が行う  

業務に影響のない範囲内において兼務職員であっても差し支えない  

が、母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業務に従事する者と  
する。  

イ 取組内容  
ヱの職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

且 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  
次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講  

② 事業内容等   

次のア及びイのいずれか又は両方皇実施した場合に盈直旦対象とす   

る。   

ア （略）  

イ （略）  

鞘 

（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  
（D 趣旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地  
域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調  
整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成  
する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性  
強化獲び地域ネットワーク構成員の連携強化を図るとともに、地域ネッ  
トワークと訪問事業が連携を図り、児童虐待の発生予防、早期発見・早  
期対応に資することを目的とする。   

② 実施要件  
調整機関に、職員（非常勤職員等を含む。）を配置すること。  
なお、配置する職員は、調整機関が行う業務に影響のない範囲内にお  

いて兼務職員であっても差し支えないが、母子、保育、障害児等を含む  
児童福祉分野の業務に従事する者とする。   

③ 基本事業  
次のア及びイのいずれか又卿針こ、それぞれ評価の  

対象とする。  
ア 調整機関職員の専門性強化  

墾の職員の専門性向上のため、次の取組を行う。  
立と 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  

次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講   
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させる。  

児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講   
習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する  
「児童福祉司資格認定通信課程」）  

児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13  
号に規定する厚生労働大臣が定める講習会（都道府県が実施する   
「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」）  

b 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  
更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させ   

る。  

子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修  
センター）が実施する研修  

都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  

させる。   

旦 児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講  
習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する  
「児童福祉司資格認定通信課程」）   

旦 児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13  
号に規定する厚生労働大臣が定める講習会（都道府県が実施する  
「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」）  

上立 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  
更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させ  

る。   
旦 子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修  

センター）が実施する研修   

旦 都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  
イ 地域ネットワーク構成員の連携強化  

地域ネットワーク構成員の連携強化を図るため、次の（ア）及び（イ）の  
いずれか又は両方の取組を行う。  

廷1インターネット会議システムの導入等により、地域ネットワーク   
構成員による緊急受理会議や個別ケース検討会議等を適時、適切に  

行い、その時々の子ども等の状況に応じた支援内容等について、迅  
速かつ適切に協議、判断するための取組。   

上止 ケース記録や進行管理台帳の電子化等により、礫引こつ  
いて、世情報  
収集等を迅速かつ適切に行うための取組。  

塗 付加的事業   

③のア又はイの基本事業を実施することを要件に、次のア～りについ   
て事業を実施する場合、それぞれ登壇の対象とする。   
ア （略）  

塗 付加的事業   

②の基本事業を奏施することを要件に、次のア～ウについて事業を実   
施する場合、それぞれポイント算定の対象とする。  
ア 地域ネットワーク構成員の専門性向上を図る取組  

地域ネットワーク構成員の専門性向上のため、学識経験者等の専門   
家を招へいし、児童虐待対応についての共有認識と運営手法について   
の研修会・講習会などを開催する取組や、個別ケースについての具体   
的な支援方法及び進行管理等についての助言・指導を受ける取組。  

イ 地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組  

地域ネットワークの調整機関が養育支援訪問事業の中核機関とな   

り、必要に応じて行う地域ネットワークによる支援内容の協議の結果   

に基づき、養育支援訪問事業の実施のための進行管理やその他の支援   
に係る連絡調整を行う取組や、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤   
ちやん事業）又は母子保健法に基づく訪問事業等により把握された支   
援対象者の中で、特に地域ネットワークによるケース対応が必要な家   

庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支援を行う取組。  

り 地域住民への周知を図る取組  

イ （略）  

ウ （略）   



地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民への周知  

を図るため、地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講  
演会やシンポジウムの開催を行い、地域ネットワーク活動や訪問事業  
活動についての情報発信を行う取組やマニュアル、援助事例集、又は  
社会資源名簿（社会資源集）を作成・配布し、周知を図る取組。  

（5）子育て支援ネットワーク事業  

で、子育てについての情報不足、輝こよる子育てのし  
ずらさの改善を図る。   

塾 事業内容  
次のア～りのいずれかを実施した場合に評価の対象とすむ   

三 
こ関する情報をメ一世塵垣葦  

することにより、情報不足の改善を図る取組。  

主  

二 

者 の同意に基づく  開 は保護   情報の公  （ただし、  用に活用する取組。  

今に限る。）   

（6）子どもの事故予防強化事業   

塁 塵呈   

対する意識啓発を行うことで子どもの事故の予防強化を図説   

塁 事業内容  
次のア又は両方（ア及びイ）を実施した場合に評価の対象とす㌫  

ヱ 基本分（事業実施担当者の配置等）   

に対する意識の啓発をきめ細かく行う。  

（事業実施担当者の例）  

母子保健推進員、愛育班員など  
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土 加算分（事故予防検討会の開催）  
意識啓発のための方策やパンフレット内容等を検討するために事故  

予防検討牟を開催する。   

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる要件を備える   
計画である場合は評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価3に定   
める基準点数を交付金算定の基礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置   
する町村において、平成呈＿旦年度に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネ   
ットワークを含む。）が設置されていない場合には、次に掲げる要件を備え   
る事業に要するすべての経費について、交付の対象としない。  

（1） （略）   

（2）以下に掲げる且つの取組のうち3つ以上取り組む場合又は総務省が実施  
する「頑張る地方応援プログラム」において策定するプロジ工クトで以下   
に掲げる月＿つの取組のいずれかを実施する場合、基準点数表の評価3に定  
める基準点数について加算する。   
（丑 （略）  

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる要件を備える   
計画である場合は評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価3に定   
める基準点数を交付金算定の基礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置   

する町村において、平成旦⊥年度に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネ   
ットワークを含む。）が設置されていない場合には、次に掲げる要件を備え   
る事業に要するすべての経費について、交付の対象としない。  

（1）地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援サービスの提供等を行うた   
めの取組が事業計画に記載されている。  

（2）以下に掲げるヱつの取組のうち3つ以上取り組む場合又は総務省が実施  
する「頑張る地方応援プログラム」において策定するプロジェクトで以下   
に掲げるヱつの取組のいずれかを実施する場合、基準点数表の評価3に定  
める基準点数について加算する。   

（D 安心して子どもを生み育てることができる社会について地域住民や関  
係者が参加して共に考える機会の提供  

子育てや子育て支援に関する各種のフォーラム、ワークショップの  

開催や子ども参加型のイベントを実施し、子どもと大人が交流し会え  

る機会の提供などにより、子どもを生み、育てることを社会全体で応  

援する意識の醸成を図る取組   

② 老若男女の地域住民の主体的な子育て支援活動、交流促進  

地域の高齢者や子育て中の男性、中・高校生などを含め、老若男女  

の地域住民が子育て支援活動に主体的に関われるようにし、多世代の  

交流を促進するため、保育所、児童館、自治会等で地域に開かれた各  

種子育てに関する行事等を開催するなどの取組  

③ 要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを除く。）の設置  
・運営  

地域における保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会、警察、弁  

護士、ボランティア団体等の関係機関等から構成する要保護児童対策  

地域協議会（虐待防止ネットワークを除く。）を設置し、定期的な連  
絡検討会議の開催など関係機関が連携しながら、地域における児童虐  

待の発生予防、早期発見、早期対応及び保護・支援・アフターケアを  

図るための連携した活動を実施する取組   

④ 子どもたち本人からの電話相談等への対応  

児童虐待やいじめ等で思い悩む子ども達に対し、NPO法人等の民  
間団体と連携し、子どもたち本人からの電話相談等への対応を行う取  

組  

② 老若男女の地域住民の主体的な子育て支援活動、交流促進  

地域の高齢者や子育て中の男性、中・高校生などを含め、老若男女  

の地域住民が子育て支援活動に主体的に関われるようにし、乳幼児と  

のふれあいをはじめ多世代の交流を促進するため、保育所、児童館、  

自治会等で地域に開かれた各種子育てに関する行事等を開催するなど  
の取組  

③ ＿（略）  

④ （略）   



⑤ 食育の推進  
子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育むため、塞三三  

参加する食事に関する講習会（食事セミナー）の開催や保健センター、  
保育所、学校等関係機関の連携による食育推進連絡会の設置などの取  
組  

⑤ 食育の推進  
子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育むため、食育推  

進連絡会を設置するなど保健センター、保育所、学校等関係機関の連  
携による取組   

塾 家庭内等における子どもの事故防止対策の推進  
乳幼児が家庭の浴槽で溺死する事故なども多いことから、家庭内に  

おける子どもの事故防止のための取組  
塾 思春期保健対策等の推進  

住民に身近な市町村において、地域の実情に応じた妊娠、出産、育  

児、母子の栄養、思春期等に関する各種母子保健事業を効果的・効率  

的に実施することにより、地域ぐるみで、健やかに子どもを生み育て  

るための施策を自主的に進めることを目的とした取組  

墾 思春期保健対策等の推進  
（略）  

昼 中・高校生の居場所づくりの推進  
中・御る   

講習会や交流会を実施するなど、地頓に中・高校生の健全な屠場班を  
確保するための取組  

塾 巡回児葦飴活動等q推進  
児童靡職員ザ児章館から離れた地域や児童館の卑い地域に定期的に   

出向き、二囲こ関する相談筆を   
実施するなど僻め  

の取組  
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